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第1章序論

1. 1 本研究の背景と目的

大都市の臨海部や中心部などでは、社会・経済情勢の変容に伴い、土地利用の

大幅な転換を迫られている 1)。かつて集積の利益を求めて立地した工場、倉庫、

操車場などが現在では地区規模に及ぶ遊休地群に変化している。このような空間

を対象としてしばしば新しい都市拠点を形成するための開発事業カf計画・実施さ

れる2)。表 1-13)には関西国におけるこの種の開発事業(以下では「都市拠点

開発事業jと呼ぶこととする)の事例を挙げる。それらの共通的な特徴は次の通

りである。

開発地区の面積規模は5[ha]から 200仰心にまで及ぴ、非常に多様である。地

区内の地権者は、ある程度まとまりのある土地を所有しており、そこに拠点地区

という性格から商業、業務、あるいはコンペンションなどの人的交流機能をもっ

た施設などを建設し、供用後には多種多様な利用者の活動に寄与する。地権者と

して国鉄清算事業団や住宅 ・都市整備公団など公共性の高い法人が関与する場合

もあるが、概して民間企業が地権者であることが多い。そして複数の地権者が関

与する場合には地区空間の一体性、機能の複合性、事業の効率性を目指して協同

的に空間構成を再編しようとする。他方、行政やエネルギー供給処理事業者と

いった公共主体も関与する。これらの主体は当該地区を都市のー拠点として位置

づけ、道路や供給処理施設等の公共基盤施設を整備するとともに区画形質及び土

地利用の適正化を図る。なお、大規模な開発種地を所有する地権者伏型地権者)

に加えて多数の小型の地権者が関与する開発事例4)も見受けられる。ただし小型

地権者は独自の開発の能力を持たず、デペロッパーやプランナーに開発計画の実

質的作業を委ねることが多い。このため本研究では小型地権者については独立し

た計画主体であるとはみなさず、大型地権者のみによる開発事例、あるいは地権

者として大型地権者のみが関与する計画の場面を対象とすることとする。

都市拠点開発は都市空間の質の向上を目的とする社会基盤整備の一方式である

といえる。かつては社会基盤整備の方式として、 i)都市計画により定められる

建築等の規制・誘導、 u)広域的な都市基盤施設の整備、 iii)造成・埋立による

新規開発(関西圏でいえば千里ニュータウン、ポートアイランド、関西文化学術

研究都市など)の行政主導的な整備方式が主要な役割を果たしてきた。しかし近

年では行政があらかじめ計画規制内容を決めて民聞に従わせるという方法のみで
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表 1-1 関西圏における都市拠点開発事業の事例

地区名 大阪ビジネスパーク 天満様i丁目地区 t島町地区

地術者量生 12 4 

地区面積(haJ 26 11 18 

所径M包 大阪市中央区 大阪市北区 大阪市浪速区

従前土地利用 工場・倉庫 工場 操車場

書好意見土地利用 商業・..'宿泊 商業 ':i.M'宿泊 旅客・高jl'業務

立地条件 .心部

現況 供用 供用 供用

iIJ開発地区計画制度 当時制定されておらず 適用 適用

地区名 此花西部地区 西織田地区 中之島西部地区

地術者数 民有地270. 4 国有地 ・小規筏地多数

地区面積(ha) 157 11 30 

所住地 大阪市此花区 大阪市北区 大阪市北区

従前土地:f1JJf! 工場詳 操車場・ピル 大学等

新規土地利用 商業・娘楽・業務 商業・業務・宿泊 未定

立地条件 臨海部 都心部 4感心者E

現況 事業段階 S十画段階 鋼査段階

再開発地区計画制度 適用 適用 未決定

都市づくりを展開する仕組みには限界が見えてきた。そこで iv)都市内の数少な

い開発余地を所有する民間企業の開発動機に着目しつつ、主体問で共有・共用す

ることとなる基盤施設の整備及び地区空間の整序化を進めることによって良好な

社会基盤を生成する官民による協調的な都市開発事業が重要視されてきている%

なお以下では基盤施設整備と地区空間の整序化の両者を合わせて「基盤整備jと

呼ぶこととする。

すなわち都市拠点開発は社会基盤整備の新しい方式として期待されるものであ

るが、計画策定の場面において新たな課題が生じている。これは従前からのシピ

Jレ・ミニマムの達成が強く要求される種類の公共基盤施設の整備計画のあり方め

にはみられないものである。

開発事業の中心的役割を果たす地権者は、開発の結果として生成される地区の

個性を積極的に企画・立案する。複数の地権者が関与する場合には開発協議会7)
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を設置し、多元的な利用目的(活動)に対応できるように開発地区内の諸機能の

高度複合化を図る。行政の立場からすればそのような民間主体の創発性に新しい

社会基盤の形成を委ねることとなる。いわゆる「民間活力の導入jめである。

これに対して行政を中心とする公共主体は、地区の個別的な課題に関し、開発

協議会とともに地区への導入機能の採否、空間利用形態、整備費用の負担方法等

について協議を重ねつつ、当該地区の社会基盤を都市・地域の標準的あるいは先

進的な水準へと誘導していく。民間主体にはこのような役割を積極的に果たすこ

との公共的責任はない。

公共主体はさらに、当該地区の基盤整備計画と別に幹線道路や鉄道等の整備と

いった、より広域的な基盤整備計画の策定・遂行といっ役割を持つ。それゆえ都

市拠点開発は、当該地区の開発計画と広域的計画という複数の計画が交錯する場

面でもあり、公共主体はそれらの関係を調整していく必要にも迫られる。

以上のように都市拠点開発、とりわけその中の基盤整備計画には異なる行動目

的をもっ多様な主体が関与し、相互依存的な関係にある複数の計画を処理してい

くこととなる。ここに主体聞の対立の可能性が潜在している。具体的には空間利

用上の相互干渉、主体聞の利益・支出の較差、手順の妥当性などが原因となって

対立が生じうる。また、対立の中には、公共主体と民間主体との聞に起こるもの

もあれば、地区空間を共有する複数の(民間)地権者の聞で起こるものもある。

もちろん対立は起こらない方がよい。しかし空間を共有し、事業を協同化する

ためには対立が避けられない計画課題もある。一般に、対立が顕在化し、それが

適切に処理されなければ、一部の主体による事業への反発、離脱が生じ、その結

果、計画策定のプロセスが停滞し、さらには事業が挫折する可能性すらある。要

するに f対立jは、関係主体らが様々な意思決定を行う「計画の場Jを大きく揺
るがす可能性をもっている。

開発事業が都市や周辺の現況及び将来性に及ぼす影響をふまえると、事後に生

成される結果としての地区空間のみならず、上述の「計画の場Jが安定的である
こと、それに対しでも公共性が問われるといえよう。行政を含む公共主体には、

先述のような従来からの社会基盤整備における役割を超えて、 開発事業とそのゆ

で実施される基盤整備が安定的に遂行され、終結するように調整する責務をもっ

ているといえる。

本研究では、このような新しい課題を抱える都市拠点開発の基盤整備計画に着

目する。現状の都市拠点開発の基盤整備計画においては、対立する主体聞の関係

をどのように調整しているであろうか。現行の都市提点開発をとりまく制度9)を

眺めてみるならば、対立を明示的に扱い、その調整方法を規定しているものは殆

どない。そして既成制度の遵守、既往事例の参照、さらにいずれでも解決できな
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い場合にはプランナー(最近では「再開発コーデイネーターJ10)と呼ばれる)を
介して交渉による調整が行われるのが一般的である。しかし問題が顕在化したそ

の場で交渉を行うという方法で対立を処理しているのでは、計画策定のプロセス

に不安定さが伴うことは避けられない。本論文では、都市拠点開発における数々

の対立の事例に注目するが、それらの個別的かつ実際的な解決をめざすのではな

く、典型的な対立の事例を選び出し、その一般的な問題の構造を理解することか

ら始めたい。

そして、対立する主体聞の関係を適切に調整するためには、まずーっには対立

の発生の可能性すら予防してその顕在化を回避することが考えられる。また回避

することのできない対立については可能な限り事前に用意された公正な万法で事

後的に解消することが考えられる。いずれにせよ対立が生じうる計画課題につい

ては、そのための主体聞の調整方法を予行的に検討しておき、かつ当事者間でそ

の適用の可能性について合意しておくことが重要である。すなわち計画策定の手

続きに関連する「制度jの設計が必要とされる。

制度の設計に際しては効率性、衡平性注1)、公正性に配慮するべきである。民

間主体は事業による何らかのメリットを求める。メリットが事業投資に相応しな

ければ開発の動機が損なわれる。民間主体はいうまでもなく、公共主体であって

もそのような経済的効率性が保証されることが事業発足の大前提となる。そして、

主体聞の衡平性が保たれ辛いようでは開発を協同して行うことの動機が失われる。

さらに効率性であれ衡平性であれ、それらが実際に保証されていることを当事者

が確認するためには、各主体の立場が互いに相対化され、誰もが認めることので

きる公正な便益の計測と評価の方式が必要である。これら衡平性、公正性はいず

れも集団的な意思決定の場に必須の条件であるといえよう。もちろん制度が硬直

的であったり、制限の強いものであることは望ましくない。本論文では、典型的

な対立の事例を対象として、これらの合理的規範に従うような計画策定の手続き

に関する制度を理命的に検討することとしたい。

ところで「対立」という言葉は、当事者の聞にそれがすでに顕在化している場

合を指すことが多いと思われる。本研究では f対立Jが潜在している段階にも触
れることから、以下では「対立jの顕在・潜在の区別をせず説明するものとして

fコンフリクト」という言葉を用いる。

以上、1. 1では、都市拠点開発の基盤整備計画の特質を述べ、その不安定要

因として計画主体聞のコンフ 1)クトが無視できないことを示し、主体聞で協議が

なされ、計画が決定されていく「計画の場jの安定化のために、主体聞のコンフ

リクトの規範的な理解と主体問の調整のための制度設計の理論的検討が霊要であ

ることを述べて、本研究の目的を示した。以下、1. 2では、まず地区空間再編
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計画の安定性について考察し、次いで本研究におけるコンフリクトの捉え方につ

いて述べる。また1. 3では、本論文の構成について述べる。なお以下では、し

ばしば簡単のため「都市拠点開発の基盤整備計画における f計画の場JJを指し
て「地区空間再編計画jと言う場合がある。

1. 2 研究アプローチの概要

1.2.1 r計画の場jとしての地区空間再編計画の安定性
地区空間再編計画は、それを要約して説明するならば、"限定的な都市空間"

を"複数の主体"が再編することを、協議などを経て計画する" (時間的な帽を

もっ)プロセス"であると言える。このことからその安定性を揺るがす要素・要

因を把握する上で、地区空間再編計画の特徴を空間、主体、時間という 3つの側

面から見渡すことが有効と考える。(図 lー1) 

.空間的側面から

1. 1の冒頭にも記したように都市拠点開発は面積規模にしておよそ5-20

o [ha]程度の空間を対象として実施される。20 0 [ha]以上の都市空間を民間主体
が開発・整備することは不可能であり、行政主導型のプロジェクト(例えば関西

文化学術研究都市など)として進められる。

地区空間再編計画の中では、計画主体はそれぞれ導入機能の検討を行うが、限

定された空間には必ずしも全ての機能を埋め込むことができない。またできたと

しても全主体にとって望ましい施設配置構成になるとは限らない。したがって地

区内における特定の空間(地点)の占有、施設問の位置関係ということに関して

コンフリクトが生じる可能性がある。それぞれが自社の所有地の範囲内で開発を

進めれば、コンフリクトを軽減させることはできるが、その一方で地区全体とし

て複合化された高度な機能的水準を達成できないというパラドックスがある。

空間を資源として捉えるならば、この種のコンフリクトは、つまるところ資源

そのものの取り合いとして理解することができるだろう。なお競合する資限につ

いて各主体が評価する価値が異なる場合もある。そのような場合には当事者が行

う資源に対する評価を考慮に入れる必要があろう。以下では、この種のコンフリ

クトについての開題をひとまとめにして「資源コンフリクト問題jと呼ぶことと

する。

・主体的側面から

企業等の法人が地権者として計画に参画することが多い。企業は経済的に合理

的な行動をとる可能性が高く、また計画に対して自発的な姿勢をとり、計画過程
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の最初から最後まで関わる。このことは住宅地区画整理事業や再開発事業などに

おける宅地所有者、借地人等の主体の行動特性とは対照的である。これらの事業

では、小規模な空間に多数の地権者が介在する地区に対して、行政が主導的に計

画を進めることとなる。行政は、これら多数者の開発計画への合意を得ることに

専心しなければならない。このような自発性をもたない主体の計画への合意形成

に関する議論は他の研究11)に譲ることとする。

都市拠点開発では事業の成立可能性が各主体の参画の意思に左右されることは

先にも述べた。開発自体が有効であると考えていても、他の主体と比べて過度の

不利益を被るならば開発事業から逸脱(般退や分裂)しようとするであろう。自

発性をもっ複数の主体をいかに安定的な集合としてまとめるかが問題となる。開

発計画が策定されつつある段階(描藍期)においては協同することがふさわしい

主体をまとめて集合を形成させることが重要であり、また事業内容を具体化させ

る段階においては、形成された集合をいかに存続させるかが重要である。

主体的安定性の観点からはこのようなパートナーシップ(提携関係)の形成に

関しての主体問のコンフリクトが見出される。この種の問題を以下では「提携コ

ンフリクト問題Jと呼ぶこととする。
なお開発事業にはプランナーという専門家(集団)が関与し、計画を推進する

ための重要な存在となるが、本論文ではこれは計画主体として取り扱わない。な

ぜならばコンフリクトの当事者になる可能性は低いからである。

・時間的側面から

開発地区の機能措成を決めても空間構成が決まらなければ、再度、機能権成を

検討する、というように計画には基本的にフィードパックのプロセスが必要であ

る。計画主体がこのようなフィードパックを行うことの動機は、各主体の創造的

な姿勢に基づくものであり、それを無視することはできない。さらに複数の主体

が関与する計画の場においては、それぞれの意思決定は、互いに他の決定の結果

を計画情報として得ていなければ行うことができず、異なる目的を達成しようと

する各主体は、共有する時間の中で、交互に意思決定を変更 ・改善していく可能

性がある。これは拳画型の計画の特質であり 、しばしば複数の意思決定の聞の順

序の整合性が問題となる。この問題を以下では「手順コンフリクト問題Jと呼ぶ
こととしたい。

また開発事業をとりまく情勢の時間的変動が計画を揺るがすこととなる。周辺

地域の土地市場の動向、金利・景気動向の変化等である。いずれも当事者にとっ

て重大な問題となるが、上述の手順のコンフリクトは計画の場それ自体がもっ不

安定要因であるのに対して、これらは外的な不安定要因として区別されよう。

以上、地区空間再編計画を空間・主体 ・時間の各側面から見渡すことによって

-6-

空間的側面

図1-1 地区空間再編計画の諸側面とコンフリクト問題
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「資源コンフリクト問題J、 「提携コンフリクト問題j、 f手順コンフリクト問

題jの3種類のコンフリクト問題を見出すことができた。もとより実際のコンフ

リクト問題は、これらがより総合的、複合的な形をとって相互に連関しあってい

ることに留意する必要がある。それだからこそ現実のコンフリクト問題の複雑性

や個別性を抽象化し、問題の構造的理解を図る上でこのようなコンフリクト問題

の分類が有効であると考える。 1.2.2ではこの点についてシステムズ・アナリシス

との関わりからさらに分析アプローチの方法について検討する。

1.2.2 コンフリクト問題に対するアプローチ

「コンフリクトjと呼ばれるものを取り扱う研究分野は、個人の内的葛藤を取

り扱う心理学から、主体、組織、国家等の聞の競争・対立を取り扱う社会学、経

済学、経営学、政治学に至るまで広く及んでいる。マーチら 12)は社会学的な観点

からコンフリクトを「個人もしくは集団が、行為の代替的選択肢の中から一つを

選ぶのに困難を経験する原因となるような、意思決定の標準的メカニズムの故障」

と定義し、企業や官僚組織におけるコンフリクト問題を取り扱っている。リッカー

ト13)やCSCW(Computer Supported Cooperative Work)システム 14)の開発研究グ

ループ、アクセルロッド15)なども組織論の視点からコンフ 1)クトとその調整に関

する研究を進めてきている。

ところで本研究で取り上げようとしている都市拠点開発については、既に供用

され、実績を資科として残している事例がほとんどない。したがって多くのデー

タを得て統計的な結論を導くわけにはいかない。また先述のように都市拠点開発

は参画する主体らによって地区としての個性を創出する場面でもある。そのため

一般的な議論を行うことの困難さがさらに増すこととなる。そもそもコンフリク

トは一般に多元的で複雑な集団的意思決定過程に潜在しており、次のような原因

により抱強・処理が不適切となる可能性がある。

i)コンフリクトが生じる要因は多様で複雑に絡み合う

ii)問題の構造を定量的な形で明確に把握しにくい

ui)当事者が即時的・即地的に認識しうる問題の範囲が限定され、問題に対する

当事者間の共通認識が得られない

iv)慣行とされる方式の枠内でコンフリクトを解消しようとして膝芯・状態に陥る

場合がある

これらはまさしくシステムズアプローチ16)でいうところの悪推造問題17)にみ

られる特撮である。先述の各分析アプローチはそれぞれユニークなものであるが、

これらを総合化する上でシステムズアプローチが有効であると考える。システム

ズアプローチでは、問題を内包する状況を見出し、分析者(可能であるならば当

-8 -

事者)の主観の介在を否定せずに問題に関連する側面を取り出してシステムとし

て認識し、適切と思われる手法でシステムを記述する。多くの場合、記述手法に

は数理工学の分野で確立されているモデル化手法が適用される。そこから精織な

考察を行うことは雛しいが、問題が発生するメカニズム、問題を抱えるシステム

そのものの構造的な欠陥を明らかにすることができる。

本研究ではまず事例にあたり、現象として捉えようとする対象の現況を把撞し、

次いで(ソフト)システムズアプローチ18)にのっとり、問題を内包する現象、す

なわちここでは対立が発生する可能性がある計画のプロセスを記述するのに適切

と思われるモデリング手法を導入し、その基本的な構造を表現する。このように

して問題の本質的理解への筋道をたてるようにする。

システムズアプローチを適用することにより我々は次のようなメリットを受け

ることができる。事実確認をとることが難しい現象であれ一般化による現象の憎

造的な理解・説明ができる。実際に都市拠点開発の事例は多くないが、今ここで

はコンフリクトという問題の解明を行いたい。そして一般的知見を将来の同類と

みなされる事例に当てはめることができる。すなわち類推の効用を期待する。さ

らに現状のシステムを改善することにより将来における類例での問題の発生を防

ぐことができる。このような議論の一般化は思考の節約をもたらすであろう。も

ちろん抽象化の作業におけるミス、合成の誤謬19)(ひとつのシステムの構造的特

徴が複合化されたシステムにも当てはまるとみなすこと)などの誤った推論を犯

す危険性もないわけではない。

以下では、コンフリクトを内包する地区空間再編計画というシステムを記述す

る方法について検討する。ところでは.1では計画プロセスの安定性を空間・主体・

時間の各側面から眺めた。安定性とは裏を返せばそこに不安定な要因、環境があ

るからこそ問題となるものである。地区空間再編計画の特徴として複合的な機能

をもった空間を構成しようとしていること、また複数の主体が介在していること、

時間的にいくつかの段階を踏んでいかなければならないこと、これら3つが複合

的に起因して計画の場に不安定さが生じているといえる。記述方法についてもこ

れらの視点を適切に反映させることのできるものである必要がある。以下では既

往の研究をふりかえりつつ、空間・主体 ・時間という各側面からの記述方法の適

切性について検討する。

空間的側面からは、都市拠点開発の計画対象としての空間構成の物的な複合性

について表現できるものでなければならない。土木計画の既往の研究では対象

(地域・施設)の複合性ゆえに生じる空間的な相互干渉については、暗黙の了解

が得られているものとして十分に触れられてこなかったようである。いわば施設

の種類ごとに計画論が分化している。しかし現実には各々を突き合わせて調整し
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なければならない場面もあり、そのための計画の理論的枠組みが必要であると考

える。都市拠点開発では、例えぱ道路などは、地区内外聞の交通移動と地区内の

移動の両方に供するものでなければならず、また限定された地区空間の中では道

路と私的施設の位置関係を計画的に高度に組み合せることによって高い機能水準

を達成することが可能となる。組み合わせ方を高度にすればするほど個々の施設

を整備しようとする各計画主体の聞ではコンフリクトが発生しやすくなる。

主体的側面から地区空間再編計画の計画の場をみると、民間主体による組織、

あるいは行政も含めた開発関与主体の集合といった人的な複合性を表現できるも

のでなければならないと考える。主体の複合性に関しては、都市拠点開発に限ら

ず、現実の計画の場は複数の主体によって意思決定のプロセスが進行しているに

もかかわらず、そのことを明示的に取り扱った研究例がきわめて少ない。このよ

うな場面を対象とした研究例が少ないのは、わが国がこれまで高度成長期にあり、

行政主導による単一主体的な計画が支配的であったという時代的背景と無縁では

ないだろう。これに対して、主体の対立を明示的に取り扱った研究で成嘗となっ

ているものは岡田ら20)、小幡21)などわずかに数えるばかりである。

時間的側面から地区杢問再編計画の計画の場をみると、まず主体聞にコンフリ

クトが生じる環境条件があり、そして何かがヲ|き金となってそれが顕在化し、さ

らにそれが調整されるという時間的な順序を追跡するための動学的な記述方法が

必要となろう。動学的表現には連続型と離散型がある。手順のコンフリクトを理

解する上では基本的に各主体の決定・行為を一つ一つの切断的な事象として捉え、

複数の事象の時間的願序関係のみを促えれば十分であるといえる。よって離散動

的システムを記述する手法を必要とする。

ところで1.2.1で述べた、事前に予防するというコンフリクトの調整方式の検討

はリスク研究22)に通ずる。計画の場の不安定要因としてのコンフリクトとは、都

市拠点開発に関与する計画主体の集合にとってまさしく 1)スクである。したがっ

てリスク研究における記述手法を参考にすることはコンフリクトの記述方法を検

討する上で有効かもしれない。

リスク研究を概観するならば、 一つには確率論的アプローチ23)がある。また、

企業、軍隊、建設プロジェクト等の社会的プロジェクト(というシステム)に実

際に起きた失敗の原因を究明し、システムの欠陥を見出すことを目的としている

研究24)羽も見られる。このタイプの研究は文章記述によっており、問題の記述

方法として一般性を欠く面があるが、史実を記録し、考察を行ったものとして価

値のあるものといえる。

またリスクが生じる原因を把握するためにシステムの構造自体を把握するため

の手法Zのがある。フェイルセーフ、フォーJレトトレラントシステム27)の開発に
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関する研究などがそれに含まれる。これらは現代の計算機ソフトウェアの開発と

ともに進展している分野である28)。これらの研究ではしばしばシステムの静的側

面をグラフ構造29)によって示し、事象の推移を時間に伴うグラフ内部の変化に

よって示している。本研究が、計画プロセスというシステムの改良を検討するこ

とから、これらのシステム設計に関する研究を参考にすることも有効であろう。

以上を踏まえ、本研究の具体的な分析・考察にあたっては、一つには、上述の

コンフリクトの発生という障害を含むプロセスとしての地区空間再編計画のシス

テム論的な解明に、近年発展の途上にあるシステム工学の一分野であるペトリ

ネット理論30)の適用を検討し、また主体聞の利害関係を明示的に取り扱い、解決

方策の合理性を模索するための理論である協力ゲーム理論31)の適用を試みる。

土木計画をシステム論的に捉えることは今に始まったことではない。土木計画

学では①計画の対象となる問題複合体 (problematique)32)のシステム的な把握、

②計画手法のシステム化、③計画策定プロセスのシステム的な把握、があるとい

える。これまでに次のような段階を経てきたといえよう。①については従来から、

現実の道路交通体系、河川体系などをそれぞれ一つのシステムとして捉えて研究

が多く行われてきた。次いで計画問題の解決への 1S M (Interpretive StructuraJ 

Modeling)の適用3旬、施工計画技法の開発34)などにみられる②に相当する研究が

なされてきた。都市拠点開発を対象とする研究は少ないが、野村35)による都市整

備プロジェクトの生成過程の支援方法に閲する一連の研究はこのアプローチによ

り都市拠点開発の計画システムを改善することを目的とした研究といえる。そし

て③計画策定プロセスにおける複数の目的聞の調整の問題においてSC A ( 

Slrategic Choice Approach) 36)などの取組みがある。さらに本研究は、計画に書画

する各主体の意思決定が最終的には主体聞で一つに統合化される計画のプロセス

をシステム的に捉えていることから③に位置づけることができるだろう。

1. 3 本論文の梅成

本論文は、以上のようなアプローチに沿って行った一連の研究の内容をとりま

とめたものである。1.2.1では地区空間再編計画を揺るがす不安定要因として主体

聞のコンフリクトがあり、そのようなコンフリクトがもたらす問題の中には、資

源コンフリクト問題、提携コンフリクト問題、手順コンフリクト問題といった3

側面から捉えうる問題のパターンがあることを見出した。以下ではコンフリクト

の情造的な特徴の理解をさらに深め、次いで、地区空間再編計画におけるコンフ

リクト発生のより具体的な場面をとりあげ、そのコンフリクトに対する適切な調
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対する適切な調整方式を検討する。このようにして都市拠点開発の基盤整備計画

の方法論における新たな理論的知見を引き出すこととしたい。

各章の内容を願に示すこととする。序論を含めて7章で構成される。

第2章では、地区空間再編計画における一般的なコンフリクトの構造的な特徴

の理解を目的として、まずコンフリクトが発生する状況背景、コンフリクトの内

容 (テーマ)を明らかにする。そのために文献資料による調査・ヒアリング調査

を行う。次いでコンフリクトが発生するプロセスを的確に表現するモデル化手法

の検討を行い、ペトリネットによるモデJレ化手法を提案する。本モデル化手法に

より、先に調べた様々なテーマによるコンフリクトがいずれも基本的に同一構造

のモデルにより表現できることを明らかにするとともに、コンフリクトの結果と

その調整をも含めた議論が可能であることを示す。

第3章以降の各章では、地区空間再編計画のより限定的な場面に注目し、その

場面における一つの典型的なコンフリクト問題に焦点をあて、当該の問題を解決

するためのコンフ 1)クトの調整方式を検討・提案する。各章の聞には図 1-2に

示すような関係がある。

第3章では、開発地区が形成される段階に着目する。都市拠点開発は、それが

実現する時点では多様な主体が関与しているが、当初は、種地を所有する地権者

の開発動機に端を発している。開発地区の位置、形状、規模は事業に参加する地

権者の構成によって決定づけられる。そのような地権者の集合の形成過程には主

体聞の提携・の可能性、それとは裏腹に提携の分裂を引き起こしうる主体聞のコン

フリクトがあるといえる。このようにして提携コンフリクト問題を含んでいる地

権者の協同体制の形成過程の合理的な把握を目的として、協力ゲーム理論を適用

した分析を行うこととする。

第4章では、第3章において取り上げた地権者の協同体制の形成過程を経た後

の段階として、開発を自発的に行う地権者と基盤整備に対して政策的な指導を働

く行政が協議のプロセスにおいて開発地区の空間構成を決定していく場面に着目

する。その際に、開発種地をもっ地権者の創発性を尊重するためには、空間干渉

を来しうる複数の施設の配置関係について検討を何度でも繰り返して行えること

が望ましいと考え、これを可能とする手順が制度化された計画プロセスシステム

の設計を行うこととする。複数の主体が決定権を行使する順序において、先述の

手順コンフリクト問題が含まれていると考えられる。

第5章では、開発計画がさらに具体化した段階で起こりうるコンフリクト問題

を取り上げる。開発地区の空間構成はひとたび空間デザインとして決定されたと

しても、整備にかかる費用や用地の手配という面において、それらの資本を主体

聞でいかに適切に分担するかという一種の資本コンフリクト問題が起こりやすい。
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もはや開発計翻が具体化した段階では、民間主体も含めて様々な主体が一つの事

業に参加していることとなるが、その負担資本の比率構成において主体問のコン

フリクトが生じうる。これに対して「配分Jという考え方は一つのコンフリクト
調整方式である。負担資本の配分の妥当性に関しては協力ゲーム理論を適用した

考察を行い、これより都市拠点開発の基盤整備のための合理的な費用配分法を提

案する。

第6章では、第5耳障と同じく開発計画が具体化した段階において、各主体が事

業を協同化することによって新たに得られる便益を公平に再配分する方法を、や

はり協力ゲーム理論を用いて検討する。第5君主で取り扱っている配分の対象は事

業(基盤整備)において生じる費用であるのに対して、本書Eでは、事業の結果と

して事後的に得られる使益を対象とする。この種の使益を計画策定の時点でどの

ように計測・評価するかという問題点がある。本研究では、開発前後における地

価の変化にこれが適正に反映されるものとして、空間所有権の移転等による使益

の上昇分を公平に配分することを考える。そして現行の開発関連制度の枠組みに、

このような協同化のメリットを配分するための手続きをどのように取り込むこと

ができるか、さらに第5章で提案する費用配分法と組み合わせて事業の成立の可

能性を高めることを検討する。

第7章は結論であり、本研究の成果をとりまとめる。

注 1; r衡平性jとは簡潔に苫えば f主体簡に (可能な限り)羨望が生じないことjであ
る。奥野ら37)は、 同音でより一般的に使われる 「公平性jという用語には衡平性と公正性

の両者が含まれると説明している。論者によって考え方、あるいは用語の定義が微々に異

なるが、本論では上記の考え方・用語法をとるものとする。
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コンフリクト現象の表現と理解

第2章 コンフ 1)クトの発生構造に関する研究

地区空間再編計画におけるコンフリクトのテーマ
ペトリネットによるコンフリクト構造のモデル化

コンフリクトの調整方式の桟討

(開発計画の箔盛期におけるコンフリク ト問題の一典型)

第3宣言 地権者による協同体制の形成過程に関する研究
提携化による協同効果の接待 → 合理的な協同体制の形成

<提携コンフリクト問題> (調整方式)

{..想計画策定期におけるコンフリクト問題の一典型)

第4章計画過程の協調化に関する研究
地区内の空間利用の決定順序 → 再選択の手順の導入

<手順コンフリクト問題> (調整方式)

(基本計画策定期におけるコンフリクト問題の一典型)

第 5章費用配分法に関する研究
整備費用・用地の分担 → 負担額の公平な配分
<資源コンフリクト問題> (調整方式)

第 6章協同化メリァトの再配分に関する研究

協同化メリットの不均等な発生 → 公平な再配分
<資源コンフリクト問題> (調整方式)

図1-2 本論文の檎成
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第2章 地区空間再編計画におけるコンフリク トの構造に

関するモデル論的研究

2. 1 概説

本章では、都市拠点開発の基盤整備計画(地区空間再編計画)に見出される主

体聞のコンフリクトについて、その特徴を明らかにすることを目的とする。岡田

ら1)は r(主体問で)違いがあることJ、 「緊密に接触することjがコンフリク
トの要件であると述べている。地区杢間再編計画においては、多様な計画主体が

関与しており、それぞれの主体は異なる計画自的と検討課題を抱いている。そし

て個々の計画課題の実現にむけて主体問の協議が行われ、要求のすり合わせが行

われている。このようにして地区空間再編計画の計画過程にはコンフリクトが発

生する要件が揃うこととなる。ここで計画主体の多様性と主体聞の要求のすり合

わせが行われる協議過程の特徴について考察することとしよう。

まず計画主体の多様性について考察する。

地権者は当該地区の土地利用需要の高さを認識し、開発によって高い収益を得

るために業務施設に代表される私的施設を立地させることを望む。一つの息的施

設を計画する場合にも、立地させる機能やその規模、位置等の多数の決定すべき

項目がある。さらに複放の施設が立地する場合には、施設問の機能的な連関をも

たせるための検討課題が多く発生し、意思決定をすべき項目がさらに地える。

行政などの公共主体は地区内外の基盤施設の整備水準を認議した上で、必要な

らば基盤施設の登備を検討する。ひとくちに基盤施設と言っても、道路、公園・

緑地、供給処理施設等の各種の基盤施設がある。いずれの基盤施設についても施

設計画において意思決定をすべき項目として、導入の可否からその整備水準や配

置位置に至るまで多憾なものがある。また行政は地区周辺の環境や基盤施設との

バランスを考慮した上で、ね的施設の用途や容積、高度等に対する土地利則規制

の緩和あるいは強化を検討する。さらに補助金や低利融資などを通じて良好な開

発が行われるように地縮者の支援を検討する2)。このように行政が意思決定をす

べき項目は多岐にわたる。

次に主体聞の協披過程について考察する。都心部の遊休地において行われる開

発を例に取り上げることとする。

遊休地を所有する地描者は、遊休地の土地利用需要の高さを認識し、土地の収

益性の向上を期待して、開発の計画立案を検討する。周辺に業務機能が集積して

いる地区であれば、地借者はこれを認識し、集積効果による需要が期待できる業
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務機能、業務活動の集積の上に成り立つコンペンション機能の立地を検討するで

あろう。このような土地利用とともに、周辺の道路、鉄道等の社会基盤の整備状

況や景観等も加味し、主体内で開発に対する「要求jを明確化するものと恩われ

る。この場合の要求とは、例えば「業務機能を導入することJや「商業機能を導
入することjである。そして事業化の目途がついた場合には、主体内で開発を実

施することを決定する。

開発を予定する地縮者はこの段階までに事業化の申請などを通して開発の意思

を行政に表明することとなる。行政はこれを受けて、地権者が導入を予定する機

能や当該空間の立地特性、上位の社会基盤整備計画等を考慮しつつ、将来の需要

を見遇した上で今後の基盤施設の整備のあり方や土地利用規制のあり方を検討す

る。そして行政としての開発に対する「要求jを明確化する。例えば f道路を拡

幅すること」や「十分な規模の駐車施設を整備することJなどである。
開発に関与する主体はこのようにまず個々に開発に対する要求を内部で明確化

する。この段階で主体聞の要求の相違があるならば、すでにコンフリクトは潜在

しているといえる。そののち、全体として決定すべき計画課題については主体問

で協議を行うこととなる。コンフリクトが存在する場合にはこの協議のプロセス

においてそれが顕在化し、幸いにしてコンフリクトがない場合には協議プロセス

を滞りなく終了することができる。開発計画の中でとりわけ基盤整備計画におい

ては、主体問で物理的に重複しうる事項、利益の得失が相反する事項などにおい

て相互干渉を来すことがある。もしもコンフリクトが適切に調整されない場合に

は、計画の進行が妨げられるなど悪影響が及ぶであろう。

なお一般的な都市拠点開発では開発事業に行政と複数の民間地権者が参画する。

このとき、計画過程で発生しうるコンフリクトに関係する当事者に着目すると、

①行政と地権者の問のコンフリクト、②地権者聞のコンフリクトがある。①の主

体問の関係では、地権者は開発により得られる収益が最大になるように行動する、

また行政は公共的な利益を優先して行動する、といった主体の行動原理の相違に

よって、土地利用規制や基盤施設整備に係る負担のあり方等、多岐のテーマにわ

たりコンフリクトが生じる可能性がある。②の主体聞の関係では、開発により得

られる収援が最大になるよう行動する地権者の間で負担すべき基盤施設の整備費

用等の、収益に直結するテーマに関してコンフリクトが生じる可能性がある。

以下では、上述のような複数主体が関与し、様々な意思決定が果たされていく

計画の場という特徴をもっ都市拠点開発の基盤整備計画の計画過程に着目し、計

画過程に生じる主体聞のコンフリクトについて、その内容と発生のメカニズム

(構造)を把握することとしたい。 2. 2では事例調査にもとづいて地区空間再

編計画におけるコンフリクトの例を挙げ、それぞれの内容(テーマ)から類型化
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し、類型ごとにその特徴を説明する。 2. 3ではコンフリクトが発生するプロセ

スのシステム的な記述方法について検討し、ペトリネット3)によるモデル化を行

う。最後に2. 4では本章の結論を述べる。

2. 2 コンフリクトのテーマ

2.2.1 コンフリクトのテーマの抽出

実際の地区空間再編計画の計画過程においていかなる内容のコンフリクトがあ

るかを明らかにしたい。主体聞のコンフリクトがある場合には、計画主体による

協議のプロセスで対立が顕在化することとなる。顕在化するまでは当事者らにす

ら十分にその内容(以下ではテーマと呼ぶこととする)カ官、識されるとは限らず、

その事実が記録される可能性がきわめて低い。そこで本章では、最初に以下に述

べる方法で文献資科より起こりうるコンフリクトの内容を推測することとし、次

いで計画過程の現場に携わる専門家にそれらのコンフ 1)クトの実在の可能性を確

認していただくこととする。

資料として複数の都市拠点開発の事例のそれぞれについての公開文書めを用い

る。これらには再開発地区計画制度分が適用されている。本資料には、行政と地

権者の聞で協議を行い、その結果としてまとめられた土地利用 ・基盤施設整備・

建築に関する計画の諸方針が掲載されている。主体問の協議は、主体ごとに要求

が異なりうるからこそ行われるものと考える。そこで、協議の結果として掲載さ

れている諸方針から、要求の相違の内容、すなわちコンフリクトのテーマとなり

うるものが推察される。

最近実施される都市拠点開発には1988年に創設された再開発地区計画制度が適

用されることが多い。本制度は地権者の開発動機を保証するために都市計画の柔

軟な運用を認めるものである。 r協議による都市計画J6)とも呼ばれており、関
係主体による一体的、総合的な開発が行えるように協議の機会を与え、その内容

が社会基盤整備として適正なものであれば、行政の許可により容積率等の上地利

用規制が緩和、変更されるようになっている。協議に参加する主体は、協議の結

果を「土地利用の基本方針Jr公共施設等の整備の方針Jr建築物等の整備の方
針jとしてまとめ、公表することが決められている。以下ではこの公開資科を

「再開発地区計画の方針;!=Jと呼ぶ。
地区空間再編計画におけるコンフリクトのテーマの抽出を具体的に次のような

手順によって行った。

①再開発地区計画の方針杏を収集する。
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表2-1に示す6つの再開発地区計画制度の適用された都市拠点開発の事例に

着目し、それぞれについて再開発地区計画の方針容を収集した。

②再開発地区計画の方針害から協議内容を推察する。

再開発地区計画の方針警の中には f土地利用の基本方針j、 f公共施設等の整

備の方針J、 「建築物等の整備の方針Jという 3つの項目がある。各項目にはさ
らに関係主体間で行われた協議の結果として細目が箇条容きで縄載されている。

例えば、表2-1の事例5の計画替の「建築物等の整備方針jには、箇条書きに

より 6つの細目が掲較されている。例えば、その中の1つに次のような内容のも

のがある。

「駐'II施設については、地区全体の交通状況を勘案して滴ifな規模を整備し、ま

た、出入口を適切に配脅するとともに有効に活用されるように努める。自転車利

用については、利用に応じた自転車駐車施設に努める。 j

文中の下線部をヲ|いた箇所に着目することにより、ここから、

a)駐車施設したテーマについての規模

b)駐車施設の出入口の配置箇所

c)駐車施設の機能性

d) 自転車駐輪機能の付与

という 4つの内容について協議が行われたものと推察される。

このようにして、①で述べた 6事例の詳細計画の方針書に対して協議内容の推

察を行った。その推察の結果は表2-2に示す通りである。

③協議内容よりコンフリクトのテーマを推察する。

②に述べた協議内容に対応してコンフリクトのテーマを推察することができる

と考える。例えば、 「駐車施設の規模jという協議内容に対応して、駐車施設の

規模の大小に関する主体問の要求の差異、すなわちコンフリクトがあった可能性

を指摘できる。

「駐唯施設の規慌Jに関しては、行政は、都市活動の能率と利便性を向上させ、
路上駐車を排除する効果のある駐車施設を地区に導入し、その規模を可能な限り

大きくすることを望むといえる。そこで地権者の所有する空間に駐車施設を可能

な限り整備するよう働きかけることがある。一方、地権者は、自身の所有する空

間に商業業務機能等の収益性の高い機能を最大限に導入することを望むといえる。

そこで、駐車施設のように商業・業務施設等と比較して収益性の低い(あるいは

収益の得られない)施設の規模は可能な限り小さくしたいと望むことが多いとい

える。ここに主体問で「駐車施設の規模Jに関するコンフリクトが発生しうるこ
とが推察できる。

以上のようにして、総数159件の協議内容について、それぞれに対応するコン
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フリクトのテーマを推察した。表2-3 ~こは「協議内容j とそれに対応する fコ

ンフリクトのテーマJを示す。これらはテーマの共通性から大きく 9種類に分頬
することができる。 2.2.2ではこの9種類のテーマの類型ごとに解説を行う。

@以上の推察の妥当性を確認するために、 2つの開発事例(<事例A>と〈事例B

>)について担当者らにヒヤリング調査を行い、③の分析手順において推察した

テーマについてそのようなコンフリクトが実在することの可能性を確認していた

だいた。表2-4にはそれぞれの開発事例の特徴をまとめている。ヒアリングの

対象者としては、く事例A>では地権者の計画立案の実質的業務に携わっていたデ

ベロッパー、〈事例B>では地権者と行政による協議プロセスにおいて調整役を

担っていたコーデイネーターにお願いしている。ヒヤリング調査の結果について

は、 2.2.2で示すコンフリクトのテーマの類型の解説の中で、適宜、紹介すること

とする。

2.2.2 コンフリクトのテーマの類型

2.2.1に述べたコンフリクトのテーマをその共通性から 9種類に類型化した。具

体的には「地区内の基盤施設機能の導入J、 f地区外の基盤施設機能の導入J、
f私的機能の導入j、 「地区内の基盤施設機能の導入規模J、 「地区外の基盤施
設機能の導入規模J、 「私的機能の導入規模j、 「諸機能の導入位置」、 f土地
利用規制j、 「地区あるいは各施設の美観・景観Jである。以下では各類型ごと

にその特徴を解説する。

{類型 11 r地区内の基盤施設機能の導入Jに関するコンフリクト
主体問で「地区内の基盤施設機能の導入J~こ関するコンフリクトが発生しうる
ことが推察される。詳細には、道路の新設、公共空地の導入、地区内の緑化等に

関してコンフリクトが発生しうる。

ヒヤリング調査でも、〈事例A>において主体問で、道路、公園、プロムナード

空間等の導入に関して対立があったことが確認されている。〈事例B>においても

公園緑地や供給処理施設の導入に関して対立があったことが確認されている。

このような地区内の基盤施設機能の導入に関するコンフリクトは次のようにし

て生じると考えられる。道路、公園等の基盤施設は不特定多数の人々に便益を与

えることから、行政に整備の責務がある。しかしながら都市拠点開発に際して導

入される基盤施設は、不特定多数の人々に便益を与えるとともに、地区内の地権

者にも大きな便益を与える。基盤整備が行われることにより地区内の商業施設は

集客力が大きく向上し、業務施設はその効率性が向上する。そのため、行政は開

発に伴い必要となる基盤施設の整備が、主要な受益者である地権者の負担により
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行われることを期待する場合がある。一方、地権者は収益の向上を図る必要があ

り、 基盤施設の導入に必要な負担をすることを望まない場合が多い。協議の場に

おいて互いにこれらの要求を掲げた場合、主体問でコンフリクトが生じる。この

コンフリクトが、地区内の基盤施設機能の導入に関するコンフリクトである。

{類型2] i地区外の基盤施設機能の導入jに関するコンフリクト

主体聞で「地区外の基盤施設機能の導入」に関するコンフリクトが発生しうる

ことが推察される。地区外道路の整備や鉄道の整備、あるいは地区に来訪する車

両を誘導するための駐車施設案内システムの導入等に閲してコンフリクトが発生

しうる。

ヒヤリング調査でも、<'JJ.例A>において主体問で、地区外交差点の整形化や右

折レーンの新設に関する負担をめぐり対立があったことが確認されている。また

く事例B>においても主体聞で、地区外の自動車専用道路、新交通システムの導入

にかかる負担に関して対立があったことが確認されている。

{類型 リ と同様に、開発に伴い必要となる基盤施設の整備が地権者の負担で

行われることを期待する行政と、収益の向上を図るためこれを望まない地権者の

間のコンフリクトであると捉えられる。だが、次に述べる点では [類型 1]とや

や異なる。都市拠点開発に伴い必要となる各種の基盤施設は地区内の地権者とと

もに不特定多数の人々に便益を与える。地区外の基盤施設についてはさらに開発

地区に無関係の人々の使益の向上にも寄与する。例えば、地区外に道路が整備さ

れる場面では、その道路が外部から地区への連絡道路の役割を果たし、しかも広

域的なネットワークの一部ともなる場合には、道路がどの程度、開発事業との関

連性を有するかを判別することは難しい。このような場面では当該地区の地権者

は行政の要求を簡単に受け入れないであろう。以上のように当該の開発との関連

性が明確でない基盤施設整備の負担をめぐる対立があった場合には、さらに調整

が困難となることが予想される。

[類型3]r私的機能の導入jに関するコンフリクト
主体聞で「私的機能の導入」に関するコンフリクトが発生しうることが推察さ

れる。私的機能とは、商業、業務、宿泊、娯楽、住宅等の、地権者により地区内

に導入される機能を指す。私的機能の導入に関するコンフリクトはさらに2種類

に分けられる。

一つは地権者が当該の私的機能の導入を望み、行政がこれを望まない場合であ

る。このような私的機能は商業、業務機能に代表されるような、地権者の収益の

向上に大きく貢献するものの、基盤施設に多大な負荷を与え、また地区周辺の環
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境に悪影響を与えうる機能である。〈事例A>においては宿泊機能の導入をめぐり

対立があったことが確認されている。

もう一つは行政が当該の私的機能の導入を望み、地権者がこれを望まない場合

である。このような私的機能は住宅やコンペンション機能等のように地権者の収

益にはあまり貢献しないものの都市政策上必要とされるものである。く事例A>に

おいては住宅機能の導入をめぐりこの種の対立があったとされる。

{類型4]r地区内の基盤施設機能の導入規模jに関するコンフリクト
主体聞で「地区内の基盤施設機能の導入規模jに関するコンフリクトが発生し

うることが推察される。例えぽ駐車・駐輪施設等の規模に関してコンフリクトが

発生しうる。〈事例A>においては公園の規模や駐車施設の規棋に関して対立が

あったことが確認されている。

規模に関するコンフリクトは次のような過程のうちに生じると考えられる。ま

ず地権者が私的施設の機能性を向上させる当該の基盤施設の必要性を認識し、基

盤施設を自身の負担により導入することを決定する。導入に際してはその規模を

決定する必要がある。行政は基盤施設をより大きな規模で整備することを望む場

合が多い。一方、地権者は事業の採算を考慮して基盤施設をできる限り小さな規

慌で整備することを望む場合が多い。協議の場において互いにこのような要求を

掲げた場合、主体間でコンフリクトが生じることになる。このようなコンフリク

トが地区内の基盤施設機能の導入規模に閲するコンフリクトである。

{類型5] i地区外の基盤施設機能の導入規模Jに関するコンフリクト
主体聞で「地区外の基盤施設機能の導入規模jに関するコンフリクトが発生し

うることが推察される。道路の幅貝や歩道の幅員等に関してコンフリクトが発生

しうる。〈事例B>においては、自動車専用道路の規模に関して対立があったこと

が確認されている。

地区外の基盤施設機能の導入規模に関するコンフリクトが生じる過程は [類型

4 ]とほぼ同様である。すなわち、地権者は地区外の基盤掘立の必要性を認識し、

基盤施設を自身の負担により導入することを決定しているものの、その導入規模

に関して行政との聞でコンフリクトが生じる。

{類型6] i私的機能の導入規棋Jに関するコンフリクト
主体問で「私的機能の導入規模jに関するコンフリクトが発生しうることが推

察される。く事例A>においては商業業務等の私的機能の規僕に関して対立があっ

たことが確認されている。
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私的機能の導入規模に関するコンフリクトは次のような過程のうちに生じると

考えられる。まずいずれの地織者も人々に活動の場を与える当該の私的機能の必

要性を認識し、私的機能の導入を検討する。導入に際してはその規模を決定する

必要がある。各主体は当該の私的機能により得られる便益を予想し、互いに規模

に関する自らの要求を提示する。この際に場合によって主体間の要求が衝突する

可能性がある。このコンフリクトが息的機能の導入規模に関するコンフリクトで

ある。

{類型7]r諸機能の導入位置jに関するコンフリクト
主体問で「諸機能の導入位置jに関するコンフリクトが発生しうることが推察

される。道路の配置や複数の施設の配置、駐車施設等の出入口の位置、施設の壁

面の位置等に関してコンフリクトが発生しうる。〈事例A>においては、道路の配

置箇所に関して対立があったことが確認されている。

開発計画の策定にあたり、行政、地権者ともに各機能の導入位置に閲して、各

自の得られる便益が向上するような配置箇所の希望を持つと考えられる。導入位

置に関するコンフリクトは、各主体が当該機能を希望の位置に配置させるよう要

求するために生じると考えられる。

[額型8] r土地利用規制Jに関するコンフリクト
主体問で「土地利用規制J~こ関するコンフリクトが発生しうることが推察され
る。例えば容積規制に関してコンフリクトが発生しうる。〈事例A>においては、

地区の用途や容積の規制の緩和をめぐり対立があったことが確認されている。

用途の規制は、主として都市内の各地区に適する類似の機能の集積を図り、同時

に地区にふさわしくない機能を排除するために行われている。また容積規制は、

主として大規模な商業業務機能の立地等に伴う基盤施設へ過大な負荷がかかるこ

とを抑制するために行われている。

行政は地区に見合った用途や容積の規制を実施しており、規制の適正な運用を

望む。その一方で、地権者は一般に収益を向上させるために私的施設の設置に際

して自由度の大きい建築を望む。そのため、地区に実施されている土地利用規制

が緩和されることを期待することが多い。協議の場において互いにこのような要

求を掲げた場合、主体聞でコンフリクトが生じる。このようなコンフリクトが、

土地利用規制に関するコンフリクトである。

[類型9]r地区あるいは各施設の美観・景観」に関するコンフリクト
主体間で「地区あるいは各施設の美観・景観Jに関するコンフリクトが発生し
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うることが推察される。例えば、建築物の形態や意匠、地区内での視界の確保、

屋外広告物の設置に関してコンフ 1)クトが発生しうる。

各自治体で景観条例等が制定されていることにも示されるように、行政は好ま

しい美観・景観を創出することに対してより積極的である場合が多い。一方、地

権者は開発事業の採算性を向上させる必要があり、美観・景観に対する関心はあ

るものの、行政よりも消極的になりうる。このような積極性の差により、主体聞

で美観・景観の要求が舗突することがある。

なお美観・景観の好ましさとはいかなるものかという原点に遡って主体聞に生

じるコンフリクトも考えられる。本研究では、美観・景観を構成する空間の形成

をめぐるコンフリクトについて取り上げるが、評価の主観的相違に起因するもの

は取り扱わないこととする。

2. 3 コンフリクト構造のモデル化

2.3.l コンフリクト構造の記述方法に関する検討

前節では、都市拠点開発の基盤整備計画(地区空間再編計画)においては一般

的に大別して9種類のコンフリクトのテーマがあることがわかった。以下ではこ

れらのコンフリクトがどのようにして主体聞に生じるかを明らかにしたい。

マーチ7)は個人コンフリクト・組織の中の個人コンフリクト・組織の中の集団

関コンフリクト・コンフリクトに対する組織の対応・組織閤コンフリクトに分け

て、文章記述的ではあるが詳細な考察を行っている。地区空間再編計画における

複数の地権者と行政といった計画主体はいずれも法人であり、かっそれらの主体

が共通の目的をもった集合体を形成しようとしている場面であると捉えられる。

したがってマーチによる分類の中では組織内の集団間コンフリクトに近いものと

考えられる。マーチによる組織内の集団間コンフリクトに作用する諸要因は図2

-1のようにまとめられている。

図2-1を参考にすると、確かに地区空間再糧計画の計画過程は、それを終え

るべき供用開始期という期限にいたるまで計画に関与する主体の聞でスケジュー

Jレを共有していくものである。また地区空間という限定的な資源をいかに共有・

共同利用していくかという問題である。図の右側には、情報とその認知という側

面についてまとめられている。この点については事実確認が非常に雛しく、別の

機会に検討することとしたい。本研究では、各主体の聞には共通の知覚・認知が

なされるものとの仮定をおいたうえで主体問のコンフ 1)クトを取り上げることと

する。
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図2-1 組織内の集団間コンフリクトに作用する諸要因η

また都市計画におけるコンフリクトとその実践的対応についてMinnery8)が詳し

い。彼は、コンフリクトという社会的現象は最も簡単には「コンフリクトの発生

の条件 (p恥 ondition)→コンフリ クトの発生(∞nflict)→その結果(油田国山)J 
という 3段階のプロセスとして捉えることが有効であるという。 pondy9)などもほ

ぼ同様の表現を行っている。 Pondyはコンフリクトの発生の条件に相当するもの

として資源の稀少、主体聞の行動目的の相違を挙げている。またMinnery10)はコ

ンフリクトの結果には"勝敗"、"放棄"、"妥協"、"協力"、"同意"、"報酬"、"自然消

滅"があるとしている。これらは互いに排反であるとはいえないが、いずれもコ

ンフリクトを特徴づけるものである。

以上のことからコンフリクトの構造をモデル化するには①複数の主体が異なる

行動目的のもとに②稀少資源の利用に関する f決定(あるいは代替案の選択)J 
を行うことによってコンフリクトが顕在化し、③何らかの結果が生じるプロセス

であることを明示する必要がある。地区空間再編計画の計画過程についてもこれ

が当てはまるといえよう。③については特に、上述のようにプロセスが「多段階

的Jであることと意思決定が「並列的Jに行われることに着目する。 r並列的j
とは(i)主体内で意思決定が並列的に行われる、 (ii)主体問で意思決定が並列的に行

われる、という 2つの内容を含んでいる。 (i)は例えば、地権者が「複数のJね的
施設の規模を同時に検討し、これを決定するような場面のことである。 (u)は例え

ば、複数の主体が、各自の決定すべき項目を同時に検討し、これを決定する場面

のことである。

要するに、コンフリクトが生起して、その結果として何らかの状態に至るとい

う時間的順序(鈴quence)を明示することが適当のようである。計画過程を離散

事象 (discreteevent) 11)により連鎖して進行する事象駆動的なプロセス (event-
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driven pr即時s)として提えればよい。そこで本研究では、協議のプロセスを可能

な限り簡明に記述し、 プロセスにおけるコンフリクトの発生の構造を明示的に表

現するためのモデル化手法を得ることとしたい。これには f並列的J、 「多段階
的jといった特徴をもっプロセスを記述するのに用いられるペトリネット理論が

有効であると考える。ペトリネット (Pe出net)は1962年に発表されたC.A.Petri

の博士学位論文12)を起源とし、その後、理論的研究13)と離散事象シミュレー

ションツーJレ14)としての発展が同時進行している。近年、ソフトウェア工学、

F M S (Flex.ible Manufacluring System) 15)等で注目されている"並列処理システ
ム..16)の設計開発に活用されている。

2.3.2 ペトリネットによるコンフリクト構造のモデル化

2.3.lで述べたように、地区空間再編計画の計画過程ではそれに関係する各主体

により多様な項目について多数の意思決定がなされる。一つの f決定jには事前
にいくつかの前提条件を必要とし、それが全て充足されると「決定jがなされ、

それは複数の結果の中のいずれか一つを残す。このような前後に変化を生み出す

動的事象としての「決定jの過程をモデル化するにはペトリネットが有用である

ことに着目する。まず計画過程における主体の意思決定のプロセスに着目し、次

いでそれらが相互に干渉しあう関係をもつことによりコンフリクトが生じると捉

え、その発生の構造をペトリネットによりモデル化する。

ペトリネットは、トランジションとプレースと呼ばれる2種類のノードの集合

とそれらの問の有向アークの集合で定義される 2部グラフである。一般にトラン

ジションは正方形で示され注1)、プレースは円形で示される。トランジションは

事象の生起出)を去し、プレースは事象生起に関するシステムの条件を表現する。

黒丸で示すトークンをプレースに配置することによりプレースに対応する条件の

成立を表す。あるトランジションが示す事象が生起するとき、 トランジションの

前のプレース(入力プレース)からトークンを取り除き、後のプレース(出力プ

レース)に新たにトークンをおく。一般のペトリネットでは、入力プレースの全

てにトークンがある時にそのトランジションが示す事象が生起可能であるとして

いる。まず、ある一人の主体(主体αと名付ける)によりある lつの意思決定が

行われる状況のモデル化を考えることとしよう。

図2-2はペトリネットを用いて f決定jが生起するプロセスを表現したもの

である。

「決定jという行為は f決定を行おうとしている状態jを前提として必要とす
る。この状態はいわば主体がその項目に対する「決定権を持っている状態」と見

なすことができょう。主体が f決定Jを行うとその後に f決定を行った状態Jに
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移行する。またここでは、何らかの資源を利用することを決定するものとしよう。

利用しようとしている資源は図2-2のプレースP2にトークンを置くことに

よって表現される。

ペトリネットの全プレースにおけるトークンの分布のことをマーキングという。

マーキングの遷移を調べることによりシステムの挙動が明らかとなる。図2-2

では「決定」という事象の生起が左のマーキングから右のマーキングに遷移する

ことによって表現される。またマーキングは各プレースのトークンの個数に対応

させてベクトJレ形式で表すことができる。図2ー2の左のマーキングMしは(2・1)

式に、右のマーキングMRは(2・2)式に示すとおりである。プロセスの初期状態を

示すマーキングは初期マーキングという。MLは図2-2の初期マーキングに相

当する。

Pl p2 P3 

ML= (1， 1，0) 

MR = (0， 0， 1) 

0・1)

0・2)

プレースP1に投入されたトークンは主体αが決定を行おうとしている状態を示

している。

図2-3 rコンフリクトJの基本的な構造を示すペトリネット

次に2主体の問で対立が生起するプロセスは基本的に図2-3のペトリネット

で表現できる。資源を表すーっのトークンを各主体が必要としており、どちらか
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が自らが望む決定(という行為)にそのトークンを用いれば、他方の主体は望む

決定を行うことができなくなる。ペトリネット理論では複数のトランジションが

図2ー3の点線の枠内のような状況にあることを「鈍合 (confljct)Jという。
主体が意思決定を行う際に、他者の意思決定、行動、 あるいは情勢の変化など

によって自らの意思決定に障害が生じることがある。コンフリクトは共有不可能

な稀少な資源を介して主体間相互の意思決定に支障が生じる現象として解釈する

ことができる。

現実の場面に照らして考えると、コンフリクトが発生した場合にはコンフリク

トの発生要因であるようなP5内のトークンに相当するものを主体聞で取り合っ

ていると捉えることができる。以下では、このトークンを「競合トークン」と呼

ぶこととする。

なお3者間の対立も図2-4のように表現可能である。開発に参画する 3人の

主体α、p、yの聞でコンフリクトが生じている場面を想定しよう。3主体が関
与するため、図2-3に新たに主体γの決定権の有無を示すプレースP6を追加

する。唯一の資源を3主体で競合している場合にはプレースP5にトークンを一

つ投入すればよい。

.)主体yの
決定権[有l

業I選択のo ~_ _ _()_.. ~~~~. 0案3選択の
決定[完了] 案 2還択の決定I完了1 決定I完了l

図2-4 3者間の対立を示すペトリ ネット

2.3.3 コンフリクトのテーマの各類型のモデル論的解釈

図2-3に示したコンフリクトの基本J再造を示すモデルでは、当事者らが、そ
の主体の決定権を表すプレースにより特定され、それらの主体の (決定という)

行動がトランジションにより表現されるとした。そしてコンフリクトが発生する

要因が「競合トークン」により示されると考えた。2.3.2では締少資源を、競合トー

クンの意味するものの実際例として挙げたが、実はいかなるコンフリクトにおい

ても「稀少資源jがその発生の要因であるとしてよいか確証していない。これに

ついて以下では2.22~こ整理したコン フ リクトのテーマの各穿盟において「鏡合トー

クン」が意味するものの解釈を試みる。

【類型 1) r地区内の基盤施設機能の導入jに関するコンフリクト
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この類型のコンフリクトは、地区内に基盤施設機能を導入することを期待する

行政と、これを望まない地権者の間で生じる。 2.3.2で説明したペトリネットモデ

ルでは、コンフリクトを、主体問で「競合トークンに相当するものJの取り合い
として捉えている。 r地区内の基盤施設機能の導入jに関するコンフリクトが生
じる場面では、主体聞でどのような「鏡合トークンjを取り合っているといえる

だろうか。

地区内の基盤施設機能を導入する際に必要となるものとして、基盤施設が占有

することとなる f空間Jという資本と整備にかかる「費用Jがある。これら f空
間Jと「整備費用Jがコンフリクトの発生要因と捉えられる。 r空間」は主体聞
で取り合いになり、 f整備費用」の負担は押しつけ合いになる。整備費用の負担

の押しつけ合いは、整備費用と同額の「資本」を取り合っているものと捉えるこ

ともできる。そこで聾備費用と同額の資本を f費用代替資本Jと呼ぶこととする。
これより2.3.2で説明したペトリネッ トモデルにおける「競合トークンJには「空
間jおよび/または「費用代替資本Jという意味を与えることができる。
{類型21r地区外の基盤施設機能の導入jに関するコンフリクト
この類型のコンフリクトは、地区外における基盤施設機能の導入を期待する行

政と、導入のためにかかる負担を望まない地権者の聞に生じる。この場合は用地

の負担はコンフリクトの要因にはならず、整備費用と同額の「費用代替資本Jと
いう鏡合トークンを取り合っていると捉えることができる。

[類型3)r私的機能の導入jに関するコンフリクト
この頬型のコンフリクトは、当該の私的機能の導入を望む主体と、これを望ま

ない主体との聞に生じる。 [類型 1]や [類型2]では競合トークンに「空間j

や「費用代替資本jという実体のあるものに対応する意味付けを行うことができ

た。しかし、私的機能の導入に関するコンフリクトについては、このような実体

のあるものを主体聞で取り合ってはいない。各主体が「私的機能の導入を行うかJ
あるいは f私的機能の導入を行わないか」という選択を迫られている状況である。
どちらかの二者択一を迫れている場合、主体聞でこの問題の選択肢を選ぶ権利を

取り合っていると捉えることができる。競合トークンには「私的機能の導入につ

いてのオプション(選択権)Jという意味付けを行うこととする。
{類型4)r地区内の基盤施設機能の導入規模jに関するコンフリクト
この頬型のコンフリクトは、当該の地区内基盤施設機能を地権者の負担により

導入することを決定した上で、その導入規模に関して生じる。 [類型 1)で述べ

たように、地区内の基盤施設機能を導入する際に必要となるものは配置するため

の「空間jと整備にかかる「費用」である。ここで取りあげているコンフリクト

は規慎において主体問で差違が生じていることから、主体の掲げる要求の差に対
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応する「空間Jや「整備費用jがコンフリクトの発生要因であると捉えられる。
そこでこれらを競合トークンに対応させる。

具体的に説明しよう。例えば行政と地権者が、地権者の所有地内に公園を導入

することを基本的に決定した上で、行政がAt[m2]、地権者がA2[m2]の規撲の公

園を整備することを要求している場面を想定しよう (At>A2)。また一般に規

模に対応してその整備費用が算出される。 At[m2]の公園を整備するのにX1 [問、

A2[m2]の公園を整備するのにX2[円]だけ要するとしよう (X1> X2)。この場

合に、空間としてはA1-A2[m2]、整備費用としてはXt -X2[円]が主体の要求

の差として生じる。

公闘が地権者の負担により導入されるという前提の下で、行政の要求が実現し

た場合には、地権者の要求が実現した場合と比較して、地権者は空間A1-A2[m

2]、整備費用X1 X2[円]分だけ負担が増加する。逆に行政は空間At-A2[m2]、

整備費用X1-X2[円]分だけ便益を得ることになる。すなわち、この種のコンフ

リクトが発生した場合、主体問で空間At-A2[m21、投入資本X1-X2[円]を取

り合っていると捉えられる。

以上を踏まえて、コンフリクトの発生構造をモデル化すると、競合トークンに

は、規模に関する主体聞の要求の差に対応する[空間Jおよび/または「代替資

本Jという意味が与えられる。
[類型5) r地区外の基盤施設機能の導入規模Jに関するコンフリクト
この類型のコンフリクトは、当該の地区外基盤施設機能を導入することを決定

した上でその規模に関して生じる。 [類型2]で述べたように地区外の基盤施訟

機能の導入の際に問題となるのは、基盤施設の整備費用である。ここで取りあげ

ているコンフリクトは規模に関するものであるから、その要求の差に対応する

f整備費用jがコンフリクトの発生要因であると捉えられる。競合トークンを特

定する方法は {類型4]と詞嫌である。すなわち当該の地区外基盤施設の整備に、

行政の要求する農慌ではX1[円]、地権者の要求する規模ではX2[円]だけ要する場

面を想定しよう。この場合、 X1-X2[円]の負担のあり方が問題となる。つまり

主体聞でXt-X 2(円]の投入資本を取り合っていると捉えることができ、競合トー

クンにX1-X2[円]の「投入資本Jという意味付けを行えばよい。

{類型6] r私的機能の導入規模」に関するコンフリクト
この類型のコンフ t)クトは、当該の私的機能の導入の妥当性を各主体が確認し

た上で、その規模に関して生じる。これは {類型3)と同様、 「空間jや「資本」

という実体のあるものを主体問で取り合つてはいない。各主体が「いずれの主体

-31-



の望む導入規模を実現させるかJという選択を迫られている状況である。つまり、
主体聞で選択する緬利、すなわち f私的機能の導入規模についてのオプションj

を取り合っていると捉えることができょう。

[類型7]r諸機能の導入位置J~こ閲するコンフリクト
この類型のコンフリクトは、機能の位置に関しであるものである。 [類型3] 

や {煩型6]と同様、 「空間」ゃ「資本Jという実体のあるものを取り合っては
いない。各主体が fいずれの主体の望む導入規模を実現させるかjという選択を

迫られている。つまり、主体問でこれを選択する権利、 f機能の導入位置につい

てのオプションJを取り合っていると捉えることができょう。
{類型8]r土地利用規制」に関するコンフリクト
この類型のコンフリクトは、用途および容積に関する規制の経和を望む地権者

と、これを望まない行政の聞に生じる。

まず用途規制について検討する。これは、私的機能の導入を望む地権者とそれ

を望まない行政の聞で生じるコンフリクトである。したがってこれは [類型3] 

の「本的機能の導入Jに関するコンフリクトと発生要因は同じである。つまりモ
デル化を行う際には、主体問で「私的機能の導入についてのオプションjを取り

合うものと捉え、鏡合トークンに f私的機能の導入についてのオプションjなる

意味付けを行えばよい。

次に容積の規制について検討する。容積の規制とは言い換えると地区の上空空

間の活用のあり方に関する規制である。つまり地区の上空に建築物の増床のため

の空間の獲得を望む地権者と、それを望まない行政の間でコンフリクトが生じる

と捉えることができる。モデル化を行う際には、主体聞で「空間jを取り合って

いることから、競合トークンに「空間jなる意味付けを行えばよい。

{類型9]r地区あるいは各施設の美観・景観J~こ関するコンフリクト
この類型のコンフリクトは、良好な美観・景観が実現されることを期待する行

政と、それを(さほど)望まない地権者の間で生じる。好ましい美観 ・景観を創

出するために、地権者が建築物の意匠等に配慮する場合、その意涯を実現するた

めの「費用jが必要となる。また好ましい美観・景観創出する際に、私的施設の

建築の自由度が減少し、建築床の減少等の地権者の活用できる f空間Jが減少す
ることが考えられる。美観・景観に関するコンフリクトにはこのように「費用J
や「空間jの問題が絡んでいるとも考えられる。美観・景観に関するコンフリク

トの発生要因が「費用jや f空間jであるならば、 [類型2]と同様に、主体問

で「空間jや「費用代替資本Jという競合トークンを取り合っていると捉えれば
よい。

なお2.2.2でも触れたように、美観・景観の好ましさといった評価の主観的な相
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違に起因するものは取り扱わないことを断っておく。

以上のようにしてコンフリクトの当事者を特定し、競合トークンに意味付けを

行うことにより、いかなるテーマのコンフリクトであろうと主体聞のコンフリク

トの基本構造は図2-3に示す形式で表現できることがわかった。
表2-5にコンフリクトの各類型における競合トークンの意味付けをまとめた。

結論を簡単に述べると、空間利用・所有および費用負担に関するコンフリクトに

ついては、トークンが、主体問で競合している資源(空間あるいは資金)を表す

ものとして理解しやすい。以下ではこの種のコンフリクトを「資源コンフリクト

問題jと呼ぶこととする。これに対して、資源の競合によるものではない種類の

コンフリクトも見出される。これらのコンフリクトについては、複数ある選択肢

の中から一つを選択する「権利(以上ではオプションと呼んだ)Jを一種の競合
資源として拡大解釈することによって上記の「資源コンフリクト問題jと同様の

形式による表現が可能であることがわかった。

2.3.4 計画プロセスの障害要因としてのコンフリクトとその調整

2.3.2ではペトリネットにより主体聞でコンフリクトが顕在化するプロセスをモ

デル化した。これによれば主体聞でコンフリクトが顕在化すると可能性をもっ複

数の結果の選択肢の中からいずれかを選択するようにしてプロセスが終了するこ

とが表現される。コンフリクトの結果には、望ましいものもあれば望ましくない

ものもある。望ましさについても一部の主体にのみ望ましい場合、両方にとって

望ましい場合、あるいは公共的にみて望ましい場合、というように梯々な場合が

ある。本研究で論じているコンフリクトの調整方式とは、公共的にみて望ましい

結果へと誘導するためのものであると理解される。そこでここではコンフリクト

の結果について考察しよう。 2.3.2でも触れたように、コンフリクトの結果につい

てはMinnery17)に詳しい。コンフリクトの結果には"勝敗"、"放棄"、"妥協"、"協

力"、"同意"、"報酬"、"自然消滅"などがあるとしている。

T~~よ2生起
M1=(0. 1. O. 1， 0) M2=(l. 1. O. 0， 1) 

図2-5 rコンフリクト」の基本構造を示すペトリネットの可達木

図2-3のコンフリクトの基本構造では、図2-5に示すように、初期マーキ
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ングMOで示されるプロセスの初期状態から 2種類のマーキング、 Ml、M2のい

ずれかの状態に到達する。図2-5のようなマーキング聞の遷移関係を記述した

ものを「可逮木jという。

Ml、M2もともに一方の主体が決定を行うことができなかったという点で望ま

しくない。これはMinneη18)による"勝敗"あるいは"放棄"という主体聞に不公平を

もたらす結果を指しているといえる。ここで"放棄"とは、交渉を放棄した側が不

利を被るという意味で"勝敗"と同じである。また積極的な対立解消策を検討する

上では"自然消滅"は好ましいことではない。これはペトリネットによればいかな

るマーキングにも遷移せず、 MOのままであることに相当する。すなわちどちら

の主体も決定を行わない状態MOも望ましくない。

ペトリネット理論ではプロセスが望ましくない状況に到る可能性を判断する問

題は「可達問題Jに帰着されることが多い。可達問題は次のように定義される。
可逮問題: I与えられた目標マーキングM、初期マーキングMOに対し、 MがMO
より到達可能かどうかを判断する問題j

ペトリネットは各種の制御システムの安全解析19)に活用されている。すなわち

モデルにより説明されるプロセスの進展の可能性を上述の f可達木Jにより網羅
し、プロセスが最終的に不都合な状態に到ることがないか検証する。この解析結

果を踏まえてアーク、トランジション、プレース等の部品を付け替えることによ

り不都合な状態に到ることがないようにプロセスを改善する。これを安全設計2め

という。

図2-3のコンフリクトの基科書造が示すプロセスの進展の可能性には、 一部

または全部の計画主体が決定という事象を実現できないという f障害jがある。

図2-3のペトリネットモデルでは、各主体の決定の完了を表すP4とP5の両

方にトークンが存在するマーキングが実現しないことがこれに相当する。コンフ

リクトの調整方法を検討する上では、そのような状態を除く結果にいきつくよう

にプロセスを設計すればよいという見当がつく。

例えば、主体問で資源が競合するときに、一方または両方の主体に代替資源を

用意しておくことなどが考えられる。例えば、行政と地権者で駐車施設の設置箇

所を検討しているときに、私有地内でその用地を供出することがコンフリクトの

要因になっているとしよう。その場合に、行政が道路下空間などの未使用の空間

を利用することを認めれば、地権者が駐車施設用地を自分の所有地から供出しな

いで済むようになる。すなわち道路下空聞が代替資源に相当する。

この方法を適用した場合のコンフリクトのプロセスは図2-6のようなペトリ

ネットモデルによって表現できる。図2-6の進展の可能性を図2-7の可達木

により観察してみよう。本方策により図2-3の基本的なコンフリクトの構造で

は不可避的であった対立が回避できるようになった。すなわち上述の例では行政

が駐車施設の配置箇所として道路下を選択すれば対立は回避される。ただしこれ

だけでは、可達木に示されるように一方の主体が決定をしないままプロセスが終

了する可能性が残っている。
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2 -6 代替資源の用意によるコンフリクトの翻整

P1 目的 P4P5 P6 P7 

MO=(1， 1， 1， 1， 0， 0， 0) 

T 1生起/ T3曹生哲¥..T 2生起

詳(1，0， 1，.0， 0， 0人~)

T 1 ~主起/ 司、
M1=(O， 1， 0， 1， 1， l)(' 0) M4=(O， 1， 1， 0， 0， 1， 0) 

T3吋 /
M3=(O， O. 0， 0 1. 0， 1) 

く最終マーキング>

M3 ;駐車湯を道路下に設置し、地権者がね有地を
利用する →対立解消

M4 ;駐車湯を私有地に設置する →対立解消せず

図2-7 図2-6のペトリネットの可達木

本方策は先述のMinnery21)による対立の結果の分類における"協力"によって望

ましい結果を導きうる方策と理解される。連続する空間を要する道路のように基

盤施設の用地を特定の箇所に確保するためには、地権者が協力して恥的建築物を

地区内の他所に移して配置する方が地区全体の機能性からみて適当な場合がある。

勿論、当該箇所に私的建築物を配置することの望ましさと基盤施訟を配置するこ

との望ましさが措抗する場合にはこの方策では解決しない。本方策の考え方は実

際に土地区画整理事業の換地、まだわが国の都市計画では適用されていないが

T 0 R (開発織の移転)22)などにみられる。

このように代替資源を用意するというだけでは必ずしもコンフリクトは処理さ

れるとは限らない。誰が代普資源を用意するのか。あるいは代替資源を用意する
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という方法を誰が言い出すのか、といった問題がある。以下の各章ではコンフリ

クトが問題となる場面をより詳細に限定し、その場面にふさわしい対処の方法を

検討していくこととする。

2. 4 結語

地区空間再編計画は、複数の主体が個別に意思決定を行う並列的なプロセスと

して、また各主体が複数の意思決定を行う多段階的なプロセスを持つシステムと

して捉えられる。これらの点からコンフリクトの発生憎造を記述するにはペトリ

ネット理論を適用したモデル化が適当であることを明らかにし、地区空間再編計

画におけるコンフリクトのペトリネットによるモデル化手法を提案した。その利

点をまとめると次の通りである。

1 )いかなるテーマのコンフリクトであろうと、その基本的な構造が表現可能で

ある。

2 )コンフリクトが顕主化する動的なプロセスを到達しうる結果までをも含めて
表現している。

3 )一般ペトリネットを用いることにより、わずか4つの部品から構成され、普
遍性の高い記述を行うことができる。

4 )視覚性に富んだ表現形態をとる。

以上のようなコンフリクト権造のモデル化により、計画の場において当事者で

ある主体らがコンフリクト問題、さらにはその調整の必要性への認識を高め、か

っ共通化させることが可能となると考える。

あらゆる社会現象の中に主体聞のコンフリクトは存在する。それらをみる限り、

ひとくちに主体聞のコンフリクトといっても現実はきわめて複雑である。

Robbins23)が指摘するような評価の主観的相違、主体相互間の不完全情報に起因

するコンフリクトについては本研究では十分に対応していない。コンフリクトの

回避・解消には主体聞の適切なコミュニケーションが役立つことは明らかである。

このような情報伝達とそれに対応して主体がとる行動の原理も把握しなければコ

ンフリクトを完全に理解したとはいえないが、このことについては今後の研究課

題としたい。なおペトリネットが情報工学の分野において活用されていることか

らしでも、本アプローチによって情報伝達・認論の側面に見出されるコンフリク

トの諸問題にも対処できるのではないかと考えている。

以下の各章では、主体問のコンフリクトを調整するための方法について検討す

るが、各章の巻頭には、その章で取り扱うコンフリクト問題の構造と、それを調

整するための方法の基本的な考え方を、それぞれペトリネットモデルを用いて表

-3~ド

現する。本章で提案したペトリネットによるコンフリクトのモデリング手法はこ

れらの前提となっている。

注 1.トランジションは様状の記号で表記されている場合もある。

注2.ペトリネット理論では、あるトランジションが指す事象が「生起するjことを、モ

デル上でそのトランジションが「発火するJと雷う。 r事象が生起可能であるjは「発火
可能であるJ、 「複数事象の生起順序Jは f発火系列」などという。本論文では一貫して
これらの雷業を用いずに現象の方を指して f事象の生起jと曾うこととする。

表2-1 本研究でとりあげた再開発地区計画制度の適用された事例

地区名 札幌市ピール工場S草地地区 否権留地区 袋町地区

治相者自主 後a(4人) ila 

地区冒険(ha) 4.7 10.6 14.3 

所在地 札幌市中央区 大阪市北区 大阪市淑速区

行政担当!Ul 札線市 大Iil市宮tOO局 大原市計部局

従前土地利用 工場量宇治 ヤード跡地 ヤード跡地等

立黄色灸件 都レ心事置き産地 15.(;、の一角 侭心のー角

凶L直結果醤号 301-335 

地区名 此:it西鶴地区 大阪府港コスモスクエア地区 千京市.強者時都心.ft砂地区

地術省歎 II欽{多数) 複数(多数} 4星放(多量生)

地区面積(ha) 156.2 69.0 56.4 

所在地 大塚市此花区 大Iil市住之江区 子第市

行政担当館周 大家市港湾局 大阪市港湾司 千<<市

従前土地相'1m 工場軍事地 新規壇立治 筋線1I立地

立地条件 港湾 港湾 JiIS.心

til鼻緒集番号 401-444 501-527 ω1-621 

表2-2 推察される協議内容(一部抜粋)
tAll純泉信号 taU鹿内容

(IIU曜・実務 ・文化地区li)多S的ホール等技膏・文化活動に供する鎗Rの場入を図る

{商..業務・文化地区li)犯令公園田との盛合性を持たせたr.a量と親しむj笠閣の創出を図る.

(高..~U車・文化地区1: ) 広 ij . 緑泡及び安全で決速な歩行者~閣のj111却を図る.

-37-



1似 (f萄4聖地区l;t)7ミューズメント絡l2:なども場入する. {公園と調Eーする純分については湖北閣のアクセλ不足解湖のため)多行者..111 !Jtff"..III..のJl.
通路の聾備を図る

lω {商9聖地区l;t)安全で倹1宣な歩行者空間の創出を図る。
113 .. 地の有効空地の硲保t行う. 有効変異Sの・直線

IC泌 {市道東田了IUlについては}将来の交通量増大予測等から鉱強襲偲を図る.
2(l3 オープン且ベ-;.の縄保に努める. オ』プンλベ-;.の殉保

107 (公潤と~療する総分については南北閣のアクセス不足車産相曜のため) IJ行者専用通路の盤側 を図る 2m 練..かな調いのある歩行者室喝を笥保する. 歩行者受喝の司保

1(渇 11!史あるiI祭司bli、その保存・再生活用を亙る。 zω (公11は)_Citのシン11;レとなる快調書で広温的な安司として整備を符う. 公罰の援備

lω JI貨物の外観IJ.、レンガ途などの建築翁と調和を待たせる. 2ω ...下...とIlS竜する*下歩行....，1Hli置する. S下歩行者...のli宜

110 理Eカあるお有無恨の~1!2をmる. 210 ..内に担修行..周辺.11&を段ける. 9行者・周道路の段重

111 ~rn障については)十分な壁面後退を行う
212 .喝内にオ由プン且ペ目見を司保する. 才ープンAベ-;.の司保

31~ Fーミナル聾備に伸い公共B・lil号 (交通広治)を盛鋼する. 交通広樋のJl.

112 敷地の狭小化を例制する。
319 旭区中央総ば地区のシンポルとなる南北歩行者~..の形成を図るため公共緒I!t 中央広喝のヨE偶

11113 敷地の有効雪地の権保を行う。 2'" {中央広場}をJl備する.

114 健全な高度利用を図る.
323 周辺治区からの場入舗や.地区内の9行tJb.のIa節点に人のたまりと しての広 広場空間の護側
h・s!閣を盤側ずる.

201 ピジネス・宿泊・高_ ，文化毒事の後合織自Eを持たせた空間を形成する. 32'* 公共地下タ行，...と地区内の排待者動織を混絡する多目的広場1;1， 慣わいのある ~包的広舗の護側

実olS!閣としてJl備する.
202 土地の高度利用に努める.

40' オープンAべ-;.の穐保に努める オープンAベ-;.の伺保

2ω オープンスペースの磁保に努める。
413 (D地区は).水嶋股の鐙備をE置る. .水諸般の聾備

204 緑jlかなi街とする.
418 (1;地区は}公司、組本緑地・の盤備を図る 公司、風水緑地のJl・

20.5 地下空閣の有効かつ適当な活用を図る. 421 (F地区は}公舗、楓水緑地専の箆偶を罰る 公省、・水島最4の盤側

206 地区~~遭!!を適切に配置する. 422 CC鳩区は}水上交通Fーミナル、 駐車峰、-;;:.練主主を11備する. ;;:.上交通、駐車喝.倶水緑地の盤

• 
初7 是正.aかな滑いのある歩行者空閣を砲侠する。

431 駅周辺の銭a碍用者のt:il'湾留受司を碕侵するため、緑忌や広過を.lhl内に釜 敬定、~喝の筆伺

208 (公Et] 1;t ) 地区のシンボルとなる決速で広場釣な~Mとして隻伺 を行う. 備する

苫耳司 治下道と接続する泡下歩行者道路を:lt置する.
436 必要な公司'2旭の司伎を行う 公喝受織の司保

210 敏地内にIjt行者専用道路を綬ける.
5ω "水支閣の制幽t!!!lる. 積水笠司のJltll

319 ~，畏な公開S!.の硲慢をrr う . 公調空調主の崎健

211 歩行者..1Il道路を公tIl等と一体的に隻備する.

“同 .$(1iUUj択にあわせ. 駅前~喝を配置する. 駅前広・の..

212 敷地内にオープンスペースを稽保する.
何7 {集積研究地区の中央付近に)公団を配置する. 公曹の重量伺

213 敷地内の緑化に努める. “19 (駅前衛区にあ。ては}タ行暑専用遭"の整備を泊る. タ行者専用通路の盤側

611 {タウンセンター地区に結いては) ・ìIi~量>A等による開拘のとれた鶴市空閣の殉 価市空閣の殉係、.跨のttll
保や、 ..地内通鱒等のlIt置鶴場を行う.

613 (集積観，宅地区の駅前街区においては}貨の高い広島・状、歩道状空地の緒僚を鴎 ~地の砲tIl

る.表2 3 r協議内容」と fコンフリクトのテーマJ
~，且結果4番号 細分化された~l量結果 コンフリクトのテーマ

617 タ温や.濁倹必鈍 (Jt網ゾ田ン)等の地上レベルを F 体的に益備するプロムナー ，.歩遣の買~.

{鯛担1)r地区内のお盤猪股線"の場入jに。ーするコンフリタトを緯療できる" コン7')?トのテ四マ ドネットワータ(進タ遭)の形成をOIIる

ll.I畠県
312 地区...道路l-1tを>>備する. 道路の重~.

313 地区......11&1号を整備する. 遭跨の益働102 c.. '.，.，文化地区は)箆念公也との盛合性を待たせた「織と規しむJ空晴 緑地の創出
の創出を園る.

103 (蘭.・舞鶴 ・文化地区は}広嶋・緑地及び安全で快適な歩待者受喝の創出を@ 歩行者受閣の創出
42'* 地区僻.遭跨 ・区留週路を蜜備する ...の聾伺

る.
318 立体的な~.分債をþと した安全で快適な9行者空調:+.ヲトワ ークの形成を園 タ行者S!~・:+.ットワークの~$.

111ω (高司聖地区は}安全で倹.Ii~干手書受鳴の創出を濁る. 歩行書s!喝の"“
る.
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429 玖な どの地区内の主畏な織般を這絡し、立体的な~.分電を含めた安全・決迫~ タ行者ネァトワークの形成 301 国際交易、先鴻奴術開先.情線通信専の高度な.ttの集積を留る 高度な機"の.1)

タ行者Jトァトワ-7の~I&を@る
高. . ...~{-中心としたttft.舗を行う . 南東..飽殴の益偶

313 地区内の主畏な施自宣告紬ぴ、立体的な両者分般を含めた安全検aな歩行者ネット lJi符.U フトワータの傭保
ワークの縄保骨司る (A' B地gには) 回目a~J!..1tを中心として、インテリジJ.. ントピルや1<テル i1..II.nの必入

-の趨.・...ft.t配置する.
出l6 曽...で包切ちす1た衝窓稽互のー停性を図るた0).:1. 1;イウ...イ等を配置する. λカイウ&イの..入

5ω (D~IKには ) 77"7シ，ン.貨をはじめとする..It段寄の.{置を罰る. 寮...1の哩1)

616 各111lのアトリウム(吹きttけ大!2喝}司を211レベルのスカイウιイで11ぴつ アトリウムネフトワータの形1& 510 (E思区には} 情鰻渇遮.~鴻緩衝IPJ~:IC温をは じめとする.. ・ 墨京撞段、窃 ...tttft、窃究開先 .".
けたアトリウム...，トワークのJ!l*をgる 究月唱発 ."・ttftの典績を図る. .ftの.1)

2刷 線・;.な司固とする. t量化 ω1 (，ウンセンタ-*区民ニ).. .集局、文化等複合.ttの..入をSる 高..棒、文化.ftの..入

213 敏雄内の縁Itに努める. 織化 “鬼 {実8窃究地区には)国際的な集積.n.車Ii.路、メ ヲセヲt!l:IC連..lIttの .1・.ttの割軍人

331 う ~Hいのある"市環境づ〈りを図るため、 .池内の緑化に努のる. 緑化
後先的必入に努める

406 総..かな積塊づ〈りを行う 緑化
614 (.揖研究地区の駅前街区においては}低層積に訳"にふさわしい高察、サーピ 高礎、サーピA.文化.li'のn.. 

λ、文化等の鎗E置をa..する.

410 (A地区は}風水緑地の.備を留品. ..水緑地の聾備 215 (廊市首十31.島に獲する)1I.魯の INK分のm盆は‘事依符者がE常利用できる 歩符者の日常利用で島晶m，aの.. 

4沼 ;直路で1:担割同情等をftける 4直樹備の段置
周造とする. 入

437 .地内の緑化をfiう 緑化
411 (B地区は}映像制連企泉、情報通情・コンピューター等のハイテ夕食.'"を中 窃究開~艶点の形成、 インテリ

心とした研究開宛艶点の形成、イ ンナリジs.ントサフィ λ等の楚備を罰る ジJ昆ントオ7イλの盤側

5刷 安全・快適で鰍..かな9行積績を創出する. 紙盛かなタ行繍~の創出 412 (C地区は}中t.，・li'であるUSJの..入を図る テーマパータの曝入

$12 地区・...路、区細道路の盛備にあた。ては、 IUI帯等を怠ける 組樹怖のft置 417 ( E 地区は)箆宅の益仰を図~. 住宅のJl備

320 放組内の織fヒを行う 緑化 420 (F地区は)ウ>t-'-7ロン トを滑用したハイアメニテイな住宅の餐備を図る 住宅の輩"

制調 広幅員のlJi温の緑化を行う. 緑化
423 (G旭区は)水上77セAの利便性を高めるため.利m者へのサ F ピλ施ft専を サーピAb量殴の盛倒

101 (iIU!...・文化地区は}多1J9'J'"ール'欽育 ・文化活動に依する』主役の..入を 教育 ・文化tt股の..入 益備する.

51.， sc圃 (C治震にはA.BJa区とal'tして)鋼際交易 ・交模擬"の益"を図る 個際交".交1Il.，aの隻側
301 空港とil:Iaした"心ターミナJレの鐙備を行う. IS心，-tナルの章lf・

副沼 (J事録メフセ!I!f胞は}由時実施締役の立法をgる。 個習慣交III泊般の立足

~19 (F..区は}霞1fの...擁伎の盤側を図る. .iI・."ftのJl伺 613 (..研究旭区においては}舵切に7メニティを与える盛段の段置s"をgる. 7メニテ4を与える繍股のf::1

31‘ 旭区の交通状6!にltじた泡区内交通手段の憶保・こ努める. 交通手段の司倶 ( :，t~4) r..人事仇る地区内の&鍵諸般IIttの視慎Jに渇するコン7リタトを建 コン7リタトのTーマ

司目指1)r旭区外の&鍵;iftlllttの..入Jに5ーするコン7リ7トを建寮できる溢 コン7・J7トのテーマ 察できる渇.11.

.崎県 216 f駐車輸l'i殴については}泡乏な楓慢を筆4ーする. 駐鹿3i段の.r唱
~15 JaI&:TI辺では駐車4.を￥竃し、 適切な交通処理を行う. 駐車場案内シAテム

316 ItI.¥I11l&1K全体で.;1切な台放を砲保する. 駐車地段の剤t，.

440 f駐車鎗ftが}有効に1!.111されるように努める. 駐車.¥1，院内'./:1.1"ム
4)8 {駐車3・Rについては)渇蕊な焼肉(-Jl備する. 駐車紘Rの.，.

323 (駐車ttft由勺有効に槽用されるように努める. 駐車崎案内シAテム
521 (駐車鎌段については)J8.iEな農績を..ーする. 駐車純伎の.，.

620 {駐車地般の)有効活用を由る. 1t..¥I案内シAテム
619 (駐車線股については)iI.iEな震情を砲慢する 駐車鰭股の..縄

430 アタセAr句上を図るため、 JRtlの愉送力増強を，.める 鉄道の整備
441 利用に~・じた自伝車駐車喝の確保に努める. 駐倫締役の現慣

{湖沼3)ru.約機絡の樽入Jに関するコン7リクトを権第できる編組結果 コンフリタ トのテーマ
52A 利用に~・じた 白紙車駐車過の稽保に努める. 駐鱒締役の..，.

10崎 (蘭.地1l!:11)アミューズメント泊段なども噂入する。 アミューズメントB・ftの..入 ( 1，11 ~5) r..入さ札る地区外のお盤!11ft傾向の規制民Jに倒するコン7リタトを縫 コン7・J7トの1"-V

3切 (A旭区では)繭寝察局等の線市<<mのa入を図る. i1.."'IUの..入
療で畠るIA級品"匹

309 (B地区では)寝台交通センタ由を中心に、 商業、業務、得治機t8の塊入を図る. i1.集積、宿泊機"の..入
106 (市灘京国TI1I績については}将来の交通量得大予測等から鉱鎌豊富伺を図る. 道路の鉱録

ω3 (.....においては}タ温縄"を十分にとる ".aの細貝

413 (0地区は}市テル.7...Aティパルマーケットをはじめとする苅実績段、愉入 梅..ftの..
..11.・t(-申心とした高司IU*ftの重量備をsる

(鋼製6) r..入される底的機絡の線機jに縛するコン7・J:タトを緯第できる脇島 コン7リタトの1"-マ

絡県

414 (OJaIKは}里民慣を活用した根実文化，ilftの.備を密る 慎濃文化.ftの..
11‘ 健会な寓皮肉用量由る. 高庇利用

416 (E地区は}司lIU.を対.とする広Ja彊砲の書事情望湾.JU.のヨE備を図る 婿唾.fJの.伺
202 土地の高度利用に努める. 高度利用
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.502 土地の高度利用UIる. 高度利用
'18 位置と.nに応じた1Jf.甥の.高碩度を11定する 容-IJ~匹

:xn (A' B旭区には)治区の中心として高度な空調利用と絹布署直線の..債を図る. 高度な:2晴利剤、"司市機"の..佃 (~・S19) r地区あるいは~.Ii:の'豊富E ・ .慣j に舗するコンフリタトを慮穫でき コン7リタトのテ巴守

{刻~7) r..入さ仇る凶.飽の位置jに5ーするコン7リタトを緩療できる111.絡 コン7リタトのテ由マ る~.品~.

'院 108 !!史あるillllllは、その保存・再生活mを自国る. 思史的虚無司障の保存・再生

106 旭区"....をa切に配置する. 道路の配置 I(蹄 員量豊島唱曲の外眼11.レンガ遣などの鴎111111と鋼拘を持たせる. h霊祭却の外観

311 .!.!ðlì車交通並びに4!.!肉交通告内滑に処理できるよう道路等を適切に12~する. 道館の鹿温 IE -ヵある鹿市置観の司~Il告団る. "市震観

m 地:i!.....a.!.!.道路を適切に配置する 温aの配置 11
114 iI.~.の形'又はaæの~..量得 う. 組~唱Bの形. 世I'f

330 大阪の玄縄ロとして.4区傘俸をシン"lfJ1.'ttの湾い.・7ザインを廼ること ζす 旭区全体の震観ヂザイン

328 ti!・5唱に庖舗等g常利用可"な用途を皮宣する. 庖舗の唱S入 る.

329 中高，'''1に低層舗との一体性を考.した用途を宮f・鈎に鹿置する. 用通の虜入 331 各..1・に細いても、t量司自の高さとa，..lI5・中高層認のパランλに配Sする. 纏~111のパランλ

217 ザーピA用車問や&_.11直純のとH入ロは適切な虚置とする. 出入ロの位置 332 アメニティ佳の高いまちづ〈りを符う. ア〆ニティ往

439 (Il・s・Ii:の}出入口を適切に配置する 出入口の位置
11
4刷 当面生..nが継続する周辺地区との興和を図る 濁辺地区との開和

$12 {駐車締役の}幽入口を通切に配置する 出入口の位置 434 k量.物等の形鰻又は 司ll!Eの~..を符う. 強築物の形螺・世匠

621 車の幽入ロをS十圃約に配置する. 出入ロの位置 443 池区の中心穏など玄奥な地点からのtl界の事事保を図る. tl界の布保

111 ~符".Jllíll&を公濁婚とー体的にJUーする。 ~符者専用JI.事と公却のー体性 4制 a舛広告司闘については‘地区会偉の景般を捌ねないようIi:置の骨折l隈を行う. 慮外広告物のIi:置

118 地下タ符...JI飴と.iI繍唱障を!f織する. 地T~行書道路と.iI鋳物の』車線 '17 ....司自等のJli.D又は.涯の"喝を.ffう. illII唱障の形.0'.怪

320 地区外局道路の歩遭混とー体的に級のある快適な9行者:2閣を形成する。 JlI&のI.'JI舗とタ行者~閣のー体 $16 地区の中心昂など主更な地点からのtl界の砲保を図る. tl界の幡鎌
性

321 ll~!十置とー体的に公関空地及ぴ建物内歩行者受閣を、旭区の共用雲閣と してa 公開霊峰.建物内9行.!!閣の配
$17 畠外広告衡については、地区会俸の.11を鍋ねないようR置のe<JIIを行う. a外広告物の股~

切に12置する. 置 610 (タウンセン，ー地区にaきいては) 高次信費、文化.国環業務の~けロにふさわ 鍾築物のふさわしき

322 '1辺からの77セAJ:i.に配・した歩行者空曹の遺族t主を確保する. タfi者!!喝の遭鈍色
しいJI舞司障を配置する

32$ Â-パープロッタ単位でー体l1lな峰~It濁を進める. 旭司~1障の一体性
(耳目盛10) rその他の内容jに。ーする協組結果

3:6 公共受喝司ある週箆 ・広場等と1;1.釣受閣である建築司也事の録法ζが、 l曹積約に調 公共空調とJI~.のtt~の胴拘
112 .池の倹小{tをJlte<Jrる.

相した綿布~喝を >>tーする. 201 ピジ皐A・IJil'l.111建 ・文化等の'lit"絡を待たぜた空司を形成する

4111 検序ある統ーのと札た軍事市~;;置の中にも変化とメリハリのある受喝配宝を行う. 空調盛宜 pω 地T!!喝の曹司bかつ，J;請な活用i'!l!lる.

416 続可肺公~. Â-パー援助と司俸となった風水緩怠・公共lZ思等を霊鋪する .111公園 'Aーパ-11坊とa*緑 遭路、 鉄道、広場.タ行暑受喝'のA盤ヨE備をI:II~量と一億で行う.
地・公共空地のー修注

303 集積、高司聖.究成、アミュ・・ズメント.n等による喫合多畿能s1の渇発を行う.
417 通織した敏雄や広泌を.lIi内に盛備する. 緑地や広崎の追犠t1

3制 周辺~~貴重E備への寄与に皮渇した調発とする.
431 :.ll&と組織物等の敏地とが膏積約に鋼掬した鶴市空喝を釜倒する. JI.と蛾II窃の.地の闘相

30$ 土地の高!lfJJII と且正予な鶴市環境の形d止を図るため、震~高速道路とー俸となっ
$U ..お と惣健司白書'の唱帥と也管有機的に網和した事事市登喝を>>~闘する. 遍路とII鋳物の.4の別相 た鎗自貴重~t帽を行う.

31' 駐車婦は地下で碕保することを"本とする。 駐車場の位置 306 (A地区では}疲御高速海路の>>備にあわせて、これと一体となった鰭RR伺を

111 01貨物については)十分な曽薗後遣を行う 健砲の位置
行う.

317 安全で快迫な歩符者自l.ttを殉保するため、 監萄の位置の制限を行う. .舗の位置
308 (A地区では);:・~娼川の水辺?z簡を生かした書苦心ミナミに連続する

勉カある.わい~聞を創出する.

433 .置の位置の制限を符う. .iIlの位置
310 (C地区では)集務 ・商業 ・文化・アミューズメント等の割豊能を伺え

$16 鰻司の位置の制限を行う. .11の位~ た複合割UR訟のbIIlR:l1備を符う.

612 (典.窃究地区に必いては)量iIi畿通噂による懲力的な舗前空閣益備を翻る. .11の位置
317 旭区関連交通の円滑化のために必要な地下交通ネットワーク化を図る

o園狙8) r土地利用.*'1Jに舗するコン7リタトを援11できる湯姐結果 コン7リタトのナ・・マ
334 障害者・高齢..等にとっての利便性・安全性に十分配慮 した建策物及

33' 調辺の，鑓a・2量及ぴ土地利用の訣耳Eに・み.旭区全体の1m撃を.ねS∞~とIi:定 容.f1!t! ぴ外e~聞の益何を行う.
し.こ札を各区・ごとに.その符色・Fに応じたきめ淘かな容狙撃の指定を行う.

43' 位置と・"にIe:.じた容積事の.有限度を指定する ~検事
伺 1I馴E配置に関 山
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402 ウキーターフロント空間の機舵イメージを最大援に活用する

締3 交通の利便色を~~する

408 "ð~ ・ 高齢者の利便性・安全性に十分配電する.

4ω (A 地区I~) 既存のエネルギー倹給路設の存置を濁る

“2 水辺の符11を活かす
S2S 水辺の符伎を活かす

ω |刷の細分化による糊軒附止に努める・

表2-4 ヒヤリング調査を行った事例の概要

事例A 事例B

地指.l-li 2 

地区薗領Cha) 7.1 271 

t;tJt(J土地利用 工場跡地 米利用地

....曜のiI妙状況 峻工直前 治ヱ前(針聞段階)

ヒヤリング先 デベロッパー コンサルタント

去2-5 コンフリクトの各類型における競合トークンの意味付け
コンフリクトの甥~ :主合 トークン

(~~I)地区内の~I書箱段担U~の~入に関するコンフリクト ~喝・(皇E舟費用に相当する) 資本

{積~2)地区外の5ß鎗段機能の~入・. . (益得費用lζ栂当する)貸本

{湖沼3)品LtlIJ狼絡の~入・. . g釣損tRの~入についてのオプション

('_'~4)地区内の3基盤~I量破"の場入規模 ・. . (主修司直の要求の~に対応する}空間・資本

{鋼製S)治区外のJi~U事絞<<URの場入規模 ・. . {主体喝の要求の還に対応する)資本

(1"~6)説的徴的の場事入規Il . . . 費量t~の場入位置についてのオプシ，ン

(3~7)'官級"の場入位置・ . . .fI.約機能の場入規療についてのオプション

(畑~8)土地利用規制・. . (用途の規制が対象の場合} ぷ約機総の~入についてのオプション
-_.圃固・ ・・・・ ・・・・ 4・聞・ ・・・・・・・・ ・・田._---・・・・ ・・司._.周回・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・・・・・・・・・・トーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー
(矧ltI8)土地利用規制・・ 0 (容績の規制が対象の場合) (地区のよ?2の)空間

(鋼製9)地区あるいは各b1i1宣の~m. 策綬・. . 空間、または資本
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第3章 地区空間再編計画における地権者の協同体制の形成過程に

関するゲーム論的研究

3. 1 概説

都市拠点開発は、所有地の有効利用を図ろうとする地縮者、あるいはその開発

ポテンシャルに着目 したデベロッパーの動機を発端とすることが多い。開発事業

の全体像、共有的な基盤施設の整備の方針など開発事業の計画内容は、地権者ら

の土地利用の意向に対応するようにして地区一帯で調整され、決定されていく。

開発地区の位置、形状、規模は、参加する地権者の構成によって決定づけられる

ところが大きく、一部の地権者が開発を実行する予定であったのが、それを留保

へと変更すれば、開発地区の形状、規模が変わり、開発事業の全体憶も異なった

ものとなる。

開発事業の計画内容が決定されていく過程の中では、各地権者は協同して開発

事業を行うことに意義を認めつつも、何らかのコンフリクトに起因して不参加、

あるいは分裂が生じて参加主体の構成が変化しうること となる。図3-1に示す

開発事例では、当初、現在の開発地区の東部も含めた開発計画が構想されていた。

しかしこれらの土地を所有する地権者(この場合は市の所有地が多くを占めてい

る)が参加しないことにより開発地区が現状のように形成された。もしも地区の

束部を含んでいれば住宅と一体的に整備された職住接近を実現する開発事業と

なっていたはずである。

ところで、都市拠点開発は都市の成長に大きな影響を及ぼすものであることか

ら、行政は開発地区に対して調整を加えることとなる。特に交通需要、土地利用

分布の変化などに対応して開発地区を含む当該地域に対して都市計画上の政策を

変更することがある 1)。これらの政策の変更を適切かつ迅速に行うためには、行

政は開発が周辺に与える社会的な影響を予測しなければならない。そのためには

開発の全体像を決定づける開発に参加する地権者の構成を把握する必要がある。

そこで本君主では、地区一帯の複数の地権者の中から開発を行う地権者による協

同体制が形成されるメカニズムについて考察する。そのプロセスは基本的には地

区一帯の地権者間で何らかのコンフリクトが生じ、その後、地権者が合理的に選

択淘汰された結果として、何らかの協同体制が決定されるものと捉えられる。こ

のプロセスをペトリネットによって表すならば図3-2のように示すことができ

る。ここでは地権者の開発による利得を競合する資源とみなす。これは図3-2
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の最も左にあるプレースにあるトークンで表現される。一部の地権者が協同体制

を組むことによって、単独で、あるいは異なる種類の協同体制によって行動しよ

うとする地権者からこの利得を獲得する場合がある。

主体Fの
決定g閉

o 
(a. ß •r ' (a.sIα.rIs.r){a} (s) {y} 

3者共同利用 (J内は資源利用者を表す

図3-2 提携コンフリクト問題

このような協同体制の形成過程に生じるコンフリクト問題を「提燐コンフリク

ト問題jと呼ぶこととし、そのような問題は利得の再配分のプロセスを含んだ合

理的な提携形成により解決されるものと考える。ペトリネットモデルではあらゆ

る提携の形成の可能性を示すのみで、いずれの提携が合理的であるかを説明する

ことはできない。そこで地権者をプレイヤーとみなしたゲームを想定し、地権者

らによって協同体制が決定されるプロセスを協力ゲーム理論における配分の概念

を用いて説明する。

地権者は、開発を留保する、単独で実行する、協同体制を形成して開発を実施

する、といった3種類の行動の選択肢をもっ。そして地権者間で協同体制の結成

が検討される際には、地権者間の交渉力の差異に起因して行われるであろう利得

の再配分が試算されるものと想定する。このようにして各地権者は試算した利得

が最大となるようにして行動を決定するものと考える。

以下に本章の構成を記す。まず3.2において都市拠点開発における地権者の

協同体制の形成過程の基本的な特徴に関して考察する。続いて協力ゲーム理論を

用いた地権者の協同体制の形成過程を定式化する。以下では3. 2の定式化にも

とづき、都市拠点開発のケース地区を想定した分析を行う。 3.3では地権者が

単独で行うか他の地権者と協同して行うかの判断を行う場面に対する分析を行う。

すなわちこの場面では、いずれの地権者も単独であれ協同であれ開発を実行する

ことは決めているという前提をおく。 3. 4では地権者が開発の実行を留保する

という判断もある場面を想定し、これに対応する配分解の概念を設計し、この概
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念を用いたケース地区における分析を行う。最後に3. 5では本意の研究の成果

をとりまとめ、今後の課題を検討する。

3. 2 地権者による協同体制の構成決定プロセス

3.2.1 協同化の効果をふまえた地権者の行動決定過程

開発事業は、特に初期の段階で参加する主体の構成が変化することがある。参

加する主体には、開発地区を保有する地権者、事業を推進する役割をもっデベ

ロッパーが挙げられる。その中で特に地権者は土地という開発の鍵を握る主体で

あり、地稿者の一部が開発の実行もしくは留保という行動の変更を行うことは、

開発地区の形状の変更につながり、周辺への影響の内容を左右することとなる。

地権者は、所有地を有効に利用して便益を得ょうとする。また周辺の基盤施設、

他の地権者による土地利用など基本的に自らの意思を及ぼすことのできない環境

条件がどの程度好ましいものであるかがその便益を左右するであろう。例えばマ

ンションを建築する地権者には、地区が落ち着いた環境であるほど好ましい。小

売庖舗を建築するのであれば、地区はより賑やかである方が一般には好ましい。

地権者はこれらの条件をふまえて開発の実行に関する意思決定を行うこととなる

だろう。ここで地権者が考慮に入れる環境条件を (a)開発地区内における自区画

の位置づけと (b)周辺に対する開発地区の位置づけとに二分する。

(a)開発地区内における自区薗の位置づけ

自区画が地区内の他の区画と相互にどのような関係をもつかが便益を左右させ

るだろう。例えば工場は周辺に対して騒音や振動、悪臭などを発し、周辺環境を

悪化させる。公聞や緑地は憩いの場として周辺の価値を高める。

(b)周辺に対する開発地区の位置づけ

都市拠点開発が行われる地区はしばしば都市の新しい核となる地区として位置

づけられる。土地利用規制(の変更)によって土地利用の展開の可能性が変化す

る。また周辺の交通基盤整備によって開発地区のアクセシピリティーが大きく変

わり、商業用途の施設をはじめ、多くの施設にとって好条件となる。

このうち特に環境条件(心については、開発に際して複数の地権者が協肉体制を

形成すれば、体制内で他の地権者が行う土地利用に対して要求を伝えることが可

能となる。例えば商業錨設の建設を予定する地権者と住居施設の建設を予定する

地権者が協同化することにより、商業施設の利用者の交通動線が住居施設の居住

者の迷惑とならないように施設配置が行われたり、屋外広告等の配置への配慮な

どがなされる。また開発を協同化することによって地区外の幹線道路とより効率
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的に接続されるようになり、自区画の活動環境を向上させられるなどの効果も挙

げられる。開発を協同化することによって、個別に開発が行われれば自らの意思

を及ぼすことのできない環境条件を変質させることができる。これは開発を協同

化することの最も重要な効果であるといえよう。開発事業への参加を検討する地

権者は、このように開発を協向して行う、あるいは単独で行う、さもなければ開

発事業への参加を留保する、いずれかの行動の選択を迫られることとなる。

すなわち、一人の地権者は下に記した3種類の行動の選択肢をもっ。

〈行動 1> 開発を留保する。

〈行動2> 単独で開発を行う。

〈行動3> 他の地植者と協同化して開発を行う。

次いで、地区一帯の全地権者がこのような行動の決定を行った結果として、開

発事業の実施、分裂しての実施、あるいは何らの開発も実施されない、などの中

からのいずれかの状況か定こりうる。全ての地権者の行動の組合せを f状況概造J

と呼ぶこととし、 sk (k=I，.・.， K)で表す。ただしKは地権者数および各地橘者の
行動の選択肢に依存して決まる値である。

状況情造ごとに地措者相互間に発生する影響は異なる。組むことが望ましい地

権者からは正の影響を受け、望ましくない地権者からは負の影響を受けるものと

する。協同体制を組む場合には先述のように環境条件を変質させることが可能と

なり、複数の区画を一括して開発することで空間の一体性を創出したり、区画の

境界に拘らない施設配置や機能分担等の実現が期待される。このようにして事業

を協同化する場合には双方の地権者の便益に正の効果を得ることとなる。

各地権者は様々な状況構造を想定し、状況構造に依存して決まる各自の便益を

試算し、それが最大となるように行動を選択する。しかし協同体制を実現させる

ためには、それに参加する全ての地権者が合意しなければ成立しない。そこで、

これに向けた地権者間の交渉が不可欠となる。ある協同体制jの形成によって非常

に多くの便益が得られる地権者は、その協同体制に参加しようとするであろう。

さらに、ぞれほど多くの便益を得ることのない地権者に何らかの補償を行ってで

も、その協同体制を実現させようとすることも考えられる。このような交渉のプ

ロセスを経て開発により得られる便益は再配分される可能性がある。以下ではこ

のような交渉過程をゲーム理論を用いて説明することとする。

3.2.2 協力ゲーム理論の適用

上に述べた交渉のプロセスは、利得(便益、負値でもよい)に影響を与え合う

地権者をプレイヤーとするゲームとみなすことができる。なかでも「提携(

∞alition) Jというプレイヤーの集合を考え、提携に属するプレイヤーの問では、
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いかなる行動をとるかについての合意(拘束的協定)がとられ、存在しうる全て

の提携について、それがとる行動の結果としての利得により状況を表現する「提

携型ゲームJ2)と呼ばれる協力ゲームに当てはめることができょう。提携型ゲー
ムでは、提携に期待される利得を表す関数を f特性関数 (characlerisucfunction) J 

と呼ぶ。本問題では地権者による協同体制が提携に相当し、協同体制に含まれる

地権者の利得の総和が特性関数に当る。そして各プレイヤーへの利得の再配分は

「別払い (sidepayment) J 3)に相当する。実際には、金銭の移動による場合もあ

れば、使宜の供与、負担の代行などもあり得る。

以下には別払いを数学的に示すこととしよう。地権者Plと地権者P2が隣接す

る2区画を所有しあい、両地権者がそれぞれの区画において何らかの開発を行お

うとする場面を想定する。地権者が単独で開発を実施した場合のそれぞれの利得

をV1({I})、V2((2))とする。また両地権者が開発を協同化した場合のそれぞれの

利得をVl({ 1，2))、V2(( l，2})とする。ここでは議論を簡単にするため、 P1の利得

は開発を協同化することにより(Vl({ 1，2})-V I({ 1}))だけ増加するが、 P2の利得に

は変化がないものとする。この場合、 P2はP1に対し、 P1の利得の増分(V1

({l，2})・V1((I}))はP2が与えたものであると主張し、協同化しないことを提示しつ

つ増加した利得を一部でも回収することを提案するかもしれない。これに対し、

P 1はこのよ うな利得の再配分によって自らの利得が幾分減少しようとも、単独

で開発を行った場合の利得V1((l})を上回る範囲であればP2の主張を受け入れる

であろう。以上のようにして両地権者は利得を再配分し、それぞれV'I((1，2})， 

V'2({1，2})を受け取ることとなる。

V'I({ l，2})= V I ({ 1，2})ー t(V I({ 1，2))-V I ({ l})) 

V'2({ 1，2})= V 2 ({ 1，2})+ t (V I({ 1，2})一VI ({I})) 

(3-1) 

(3-2) 

O<t<l 0・3)

ただし係数 tは両地権者の交渉能力により決定されるパラメータである。

協力ゲーム理論は、上述のような利得の再配分について何らかの合理性を与え

る結果を示唆しうる。協力ゲーム理論では、合理性をもっ利得の構成を「配分J

と言い、 n人のプレイヤーに対する配分の結果をx=(X"X2，….Xn) と記す。
「配分jの考え方についてはシャプレイ値、コア、仁、安定集合などこれまでに

いくつかの概念が提案されている4)。

起こりうる複数の状況構造の聞では、利得の再配分値を比較した場合に、ある

状況構造における配分Xがこれに関わる全プレイヤーにとって他の状況情造に

よって実現する配分Yよりも好ましい場合がある。このことを f配分Xが配分Y
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を支配するJ5)という。n人のプレイヤー、特性関数Vのゲームにおいて2つの
配分X、Yについて、提携Sに関して、次の2つの条件式を考える。

(i)選好条件

Xj>Y. Viεs 

ただし、 Xjは配分Xにおけるプレイヤー iの配分値を表す。

(ii)実現可能条件

~Xj~V(S) 

iεS 

(3-4) 

(3・5)

これら2つの条件が成立するとき、提携Sに関し、 f配分Xは配分Yを支配するJ
といい、次のように表記する。

X dom Y (3舟
ある提携Tが実現しうるあらゆる配分が、異なる提携Sにより実現する配分に

支配される場合、提携Tは提携Sに参加するプレイヤー (ViES)により拒否

され、実現しないこととなる。このような配分間の支配関係を調べることにより

ある提携が実現可能であるかが判明する。すなわち配分間の支配関係は提携聞の

優劣を示唆する。提携Sでの配分Xが、提携Tでの配分Yを支配するとき、両方

に参加しうるプレイヤーは、提携Tよりも提携Sを望むため、提携Sが実現する。

以後、本研究ではこのような提携の優劣関係についても f支配Jという言葉を用

いる。すなわち「提携Sが提携Tを支配するjことを下のように記すD

S dom T (3-η 

先述のよ うに該当する地区一帯に土地を所有する全ての地価者についての行動

の組合せをます 「状況構造jをsk (k=l"・，J<)と表す。他のいかなる状況憎造p
kにも支配されない状況構造がある場合、それを f支配的状況構造jとよぴ、 s*
と去すこと とする。

βdom s* ただし β= o (3・8)

状況情造聞の支配関係は、それぞれの状況構造における各地権者の利得値に

よって決定される。状況構造skにおける地権者 iの利得を Vj(sk)と表す。協同

体制に参加する場合には、地権者聞の別払いの過程を経て地権者 iは配分解を利

得とすることとなる。配分の結果による地権者 iの利得はφi(sk)と去す。

以上のようにして協力ゲーム理論を応用した提携形成問題の一般的な定式化を

行った。提携形成問題については投票型ゲームによる分析がいくつか行われてい

る。Shenoy6)はコアの概念に基づいたdynamicsolutionという概念を用い、配分間

の支配にもとづいた提携形成行動を分析している。Peleg7)はプレイヤーの集合の

なかのdominanlplayerと呼ばれる交渉力の高いプレイヤーに着目することで、全
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体としての提携形成行動を分析している。提携形成行動の分析は主に投票型のゲー

ムで行われており、より一般的に用いられている特性関数型ゲームを対象とした

ものは見当たらない。

なお、本研究の問題に従来の協力ゲーム理論を応用する際に、以下の3点では

修正を施す必要がある。

1)従来の協力ゲーム理論では主として全プレイヤーによる提携 (r金提携jと
いう)の成立を前提とした議論が行われている。協力ゲーム理論が対象とする社

会的状況には規模の効果が発生することが多く、 より多くの主体が協同する状況

である全提携が成立する可能性が高いためであると思われる。本章の研究では一

部のプレイヤーにより形成される提携(r部分提携jという)においても、その
提携に参加するプレイヤーだけによる部分ゲームを仮想し、本来は全提携を対象

とする解概念を流用して、配分が行われるものとする。

2)協力ゲーム理論では部分提携が成立した場合に提携外のプレイヤーの行動を

考慮しない。交渉集合やカーネJレといった解概念などでは部分捷携における配分

に際し、 「異議Jめという概念を用い、提携に参加しないプレイヤーの存在を考
慮している。しかしこれは厳密には提携外のプレイヤーの行動を考慮しているの

ではなく、提携外のプレイヤーとの提携形成という潜在的な行動の可能性を考慮

して提携内の配分のための交渉が行われるとするものである。本問題では各自の

収益か環境条件によって変化するため、ゲーム理論に当てはめようとすると配分

値 (平田尋)が提燐外プレイヤーの行動の影響を受けることが説明できない。もし、

提携内のプレイヤーの配分値が提携外プレイヤーの影響を受けるとするならば、

各提携に提携値を対応させている従来の特性関数では表現カ切言可能となり、状況

構造ごとに配分値を決定するための特性関数が必要となる。

3)単独、協同という行動のほかに、開発を実行しないという行動が考えられる。

もしも既往の協力ゲーム理論の枠組みによってこれに対応しようとすれば、問題

を2段階に分け、 一人のプレイヤ}はまず開発の知子もしくは留保の判断を行い、

実行を決定した場合に、他の主体との相互関係をふまえた開発への参加・不参加

(単独での実行)を判断すると捉えるのが適当であろう。

以上のように本市で対象とする場面は協力ゲーム理論の枠組に適応しているも

のの、幾分の修正を行う必要がある。

3. 3 地権者による協同体制形成過程のモデル分析

3.3.1 モデル分析の基本的設定
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あるケース地区一帯における地権者の協同体制形成過程に対して、 3. 2 ~こ述

べた考え方に基づいた分析を行う。地区一帯は次のょっな条件にあるものとする。

都市内及びその周縁の鉄道駅からの徒歩圏内に位置する。地区一帯には3人の地

権者が直線的に並んでおり、各区画は一辺が150-2∞(m]の正方形であるとする。
3地権者の所有地の面積を合計するとlO[ha]程度の規模となる。区画およびそれ

を所有する地権者を端から願に i(ij=1，2.3)で表す。 iと異なる地権者を説明

する場合には必要に応じて jと記す。開発構想、が検討される時点では、各区画は

空地(遊休地)となっており、地区一帯には基盤整備が十分にされていないもの

とする。ケース地区一帯の地図を図3-3に示す。

区画1 区画2 区画3

150-2∞m (地権者P1) (地権者P2) (地権者P3)

図3-3 ケース地区一帯の地図

地権者 iは、自分が予定している土地利用の用途Ui、影響を与える周囲の地権

者jの七地利用用途uj、両者間の距離dりによって特徴づけられるものとする。

これらは状況構造skにより規定される。地権者の行う上地利用として①商業用

途、②業務用途、③住居用途の3穐頬を考える。これらは現実における都市拠点

開発の事例で最も多く晃られる用途である9)。区画問の距離は隣接区画聞の距離

をIとし、その総和により去す。例えばd13は2である。

地権者 iは、先述の(a)、(b)に示した環境条件から受ける影響と他の地権者の行

動の結果として生起しうる様々な状況を想定して、それに応じた利得Vj(sめを

予想する。環境条件(a)に関しては、開発地区の他の区画でどのような土地利用が

行われるかを想定し、他の区画の用途の種類により当該区画の地権者の利得の大

きさが異なったものとなる。環境条件(b)に関しては、特に開発地区の位置や形状

が変化し、道路の接続地点などが異なるために交通アクセスが変化する。この変

化により全地権者の利得が一様に変化するものとする。

以上をまとめると地権者の利得は、当該地権者の土地利用の用途、他の地権者

の土地利用、所有区画の位置関係などによって左右される。残念ながらそれらの

影響を定量的に分析した研究は見あたらない。そのため以下では多くの仮定を設

けて特性関数を特定することとする。そして最後にいくつかのパラメータについ
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てパラメータ分析を行い、その妥当性を検証する。

地権者 iの利f早川(sk)は、開発地区内における区画の位置づけから決まる部

分 1j(sk)と周辺に対する開発地区の位置づけから決まる部分Oi(sk)とに二分さ

れ、両者の和として表されるものとする。

V i ( s k) = 1 i( s k) + 0 i ( s k) (3-9) 

(3・9)式右辺第 l項の 1j( s k)は次のような関数であると考える。土地利用用途間

に発生する影響にもとづき、区画間の距離に応じて減少するものと考えられる。

そして協同化するとその値は上昇する。

Ii(sk)=!Hi{Uj・Uj)・D(d ij) . m( d ij) (3・10)

HiんUj) :区画 iおよびjの土地利用用途聞に発生する影響により
決定される地権者 iの利得の基本値 (i宇j)

D( d ij) :距離の減衰関数

m( d jj) : 2区画を協同的に開発することによる協同化の効果

一言に土地利用用途間で発生する影響といってもその中には様々なものがある

と考えられる。ここでは影響の具体的内容として後述の4種類があるものと想定

し、これらの部分的な影響ごとに利得の基本値を与え、それに異なったウエイト

を掛けて足し合わせる。地権者はこれらの部分的影響をふまえ、想定される状況

における環境条件を判断し、行動を決定するものとする。土地利用用途問で主体

の利得に及ぶ影響の種頬の検討に際しては、都市活動が相互に及ぼし合う影響に

若目した都市活動の最適配置に関する研究の事例10)を参考にした。

。基盤施設に関わる効率化に関する部分的影響;整備費用や所要空間を分担する

ことにより節約でき、運営面についても効率化が達成される。

0空間価値の上昇に関する部分的影響;地区に同種の土地利用が集まると調整を
行わなくても自然と均整のとれた景観が形成されることがあり、地区の評価が高

まる。また土地利用の均質化によりその土地利用に対し適した環境が創り出され

る。

0地区の機能上昇に関する部分的影響;複数の土地利用が近接すると、地区全体

がもっ街としての機能が向上する。

0環境条件を悪化させる負の部分的影響;騒音や痕動、悪臭を発生する工場の立
地や、商業施設に集中する交通が周辺の静寂さ、安全性を損なわせる場合などで

ある。ただし都市拠点開発においては工場のような他の主体の環境条件を低下さ

せる土地利用は一般にはみられない。

これ以外に過密による悪影響など様々な影響がありうるが、ここでは考慮から
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除外する。各部分的影響に対し、土地利用によって異なるウょイトWP.Uiを用い

て総芳日し、 1 j( s k)を決定する。

1 Pi(州 =?Ha(Ui，リ Dp(d ij) 州 dij) (3・11)

す。住居用途に関するウェイトは異なる値Wp，resとする。なお、空地に関しては

得る便益もなく、空地に関する各部分的影響で決定される使益値に対するウェイ

トの設定を行う必要がない。与えた値は表3-1の通りである。

以上により決定される利得1i( s k)を、協同化しない場合とした場合について

それぞれ表3-2と表3-3に示す。また協同化による利得の上昇を表3-4に

示す。表3-3および表3-4での距離(2)とは離れた区画 1と区画3で協同化さ

れる場合を示す。数値の記入がない欄は、空地という土地利用を行う地権者が他

の地権者と開発を協同化することが起こりえないことによる。

It(FK)zfmuifHpa(UiJJ)DP(dij}mMdij) 山)

p:部分的影響の種類

H pj ( U i • U j) :部分的影響ごとの区画 iおよびjの土地利用問に発生す

る影響により決定される地権者 iの利得の基本値 (i宇j)

o p( d Ij) :部分的影響ごとの距離の減衰関数

mp: 2区画を協同的に開発することによる部分的影響pに作用する

協同化の効果

Wp.Uj 土地利用 Ujの部分的影響pに対するウェイト

部分的影響pに対してHpi(Ui.Uj)に数値を与える。p= 1、2、3ではOから

1 0までの値を与える。p=4の「環境条件を悪化させる負の部分的影響によ り

決定される使益Jではー10からOまでの値とする。値は2つの土地利用用途の
組合せごとに異なるものであり、各部分的影響ごとに各組合せにおける影響の大

きさを相対的に評価し、値を決定する。相対評価の結果、部分的影響が最大であ

ると判断される用途の組合せに対しては最大値の 10を設定し、また最小のもの

にはOを与える。空地というよ地利用が他から受ける影響に関してはOとした。

減衰関数D(di)は図3-4に表されるようなDIとO2のいずれかであるとする。

01は距離の増加に対する影響の逓減の割合が小さいものであり、影響が広範囲

に及ぶ場合がこれに該当し、 O2は距離の増加に対する影響の通減の割合が大き

いものであり、区画が近接している場合にのみ発生する影響がこれに該当する。

協同化の効果mpは、 2区画の開発が協同化される場合に 1より大きく、行わ

れない場合には lとする。区画1と区画3のみが開発を協同化する場合には杢間

的に連続しないことから、区画1と区画3が開発を協同化する場合のmp(= 1) 

と3者で協同化する場合のmpの中間の適当な値を与える。与えた値は表3-1 

の通りである。p=4は負の影響であるため協同化によって値が改善されるもの

とする。

部分的影響間のウェイト WP.Uiはその地権者が行う土地利用の用途の種類に閤

有であり、その土地利用に対する環境条件がそれぞれの部分的影響によりどのよ

うに決定されるかを表す。商業、業務といった事業系用途については、全体とし

ての環境条件を各部分的影響が決定する比率が両用途で同程度とし、 wp.entと表

滅 0.8 • • •• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •• • .• • • • • • •• • 
--a 
• •• • •. • • • • • • 

衰 0.6

率 0.4

0.2 

0 

01 

02 

2 

区画問の距離dij 

図3-4 減衰関数D(d ij) 

3 

次に(3・9)式右辺第2項のOj(s k)は次のような関数であるとする。

Oij(s k)= Z i・ rij . 0 ( d ij) (3・13)

Z j 周辺に対する位置づけにより決定される利得の基本値

(協同体制内で一定)

rij 区画 iと区画jの協同化により決まる係数

外部の幹縁道路との接続の有無という属性を考え、接続により環境条件が向上

するものとする。区画 iの外部の幹線道路との接続の有無を0・1変数の Zjによ

り表し、接続が有る場合には l、無い場合に0とする。そして協同体制が組まれ

た場合には接続の効果はより高められるものとする。この大きさを rijによって

表し、 Ziに掛ける。区画 iと区画 jが開発を協同化した場合(ただし区画lと区

画3のみの協同化は除く)には rij= 1、区画 iと区画jが開発を個別に行った

場合には rjj=0.2、区画 1と区画3のみが開発を協同化した場合 r ij =0.4とし

た。ただし外部との接続をもたない区画についても単独での開発を行うことが可
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表3-1 利得に対する各部分的影響と部分的影響聞のウェイト

i : j 空地 商業 業務 住居 W p，ent W p，Res 
空地 。。。。空地 。。。。インフラ 0.21 0.1 
商業 。10 8 3 商業 2 5 。。空間価値 0.14 0.2 
業務 。8 10 3 業務 2 。5 。機能性 0.35 0.2 
住居 。3 3 10 住居 5 。。10 負の影響 0.30 0.5 

i : j 空地 商業 業務 住居 i : j 空地 商業 業務 住居

空地 。。。。空地 。。。。インフラ 2 

商業 。10 5 5 商業 。-8 -5 -2 空間価値 2 

業務 。5 8 2 業務 。-8 -5 -2 機能性 1.5 

住居 。5 2 5 住居 。-10 -8 -3 負の影響 0.5 

表3-2 地区内に対する位置づけにより決定される利得 1i( s k) (協同化しない場合)
画区聞は商業 |画区画は業務 !白区間は住居 自区画は空地

距離 2 距離 2 距離 2 距離 2 

商業 。。商業 。。商業 。。商業 。。
業務 。。業務 。。業務 。。業務 。。
|住居 。。住居 。。住居 。。住居 。。
空地 。。空地 。。巴竺 。。空地 。。
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表3-3 地区内に対する位置づけにより決定される利得1i( s k) (協同化する場合)
113区幽は偽寮 白区画は業務 白区濁IH主iS 白区画l:t~地

Z邑習量 l 2 (2) 短耳E 2 (2 ) 経緩 l 2 (2 ) 箆M 1 2 (2) 

高策 9.7 5.5 2.9 商業 4.8 2.5 0.7 商業 -0 -2 商業

業S磨 5.2 2.8 1.4 業務 9.1 5.0 2.9 集務 -2 官量務

|住居 3.6 2.4 1.5 住居 2.0 1.1 0.5 住~ 6.8 3.0 1.4 住居

~地 空地 空治 空地

表3-4 地区内に対する位置づけにより決定される利得 1i( s k)の協同化による上昇率
自区画は商業 自区画は量産務 自区画li住居 自区画l:t~地

短寿t I 2 (2) 箆再E l 2 (2) 題M 1 2 (2) 距耳量 2 (2) 

商業 3.3 2.5 0.6 荷量産 3.3 2.5 0.6 事量.. 3.3 2.5 0.6 事車業

事長重軽 2.5 1.9 0.5 業務 2.5 1.9 0.5 重量君事 2..5 1.9 0.5 業務

住居 4.3 2.2 0.6 住居 4.3 2.2 0.6 住居 4.3 2.2 0.6 住居

~地 1.0 0.4 0.1 ~地 1.0 0.4 0.1 ~地 1.0 0.4 0.1 ~地

表3-5 周辺に対する位置づけにより決定される利得の基本値zi 

能であるとする。その場合には各区画ともに最低限の狭陸な接続道路により何ら

かの幹娘道路と接続されているものとする。さらに地権者 iの利得は幹線道路が

最も近くで接続されている区画 jからの距離に応じて減少するものと仮定し、距

離に関する減衰関数D(d ij)をさらに掛ける。

自区画が外部の幹線道路との接続をもっている場合の利得は表3-5の通りと

する。各部分的影響で決まる利得Hpi(ui， u j)の最大値を10としていることを参考

にこれに相対する値を与えた。

3.3.2 シャプレイ値を用いた分析

3.3.1で定式化したモデルを、地権者が単独または協同することによって開発を

必ず知子するという前提のある場面に対し適用し、結果の分析および考察を行う。

本分析は既往の協力ゲーム理論の枠組みに沿っており、ここでは f状況構造」は
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協力ゲーム理論の f提携構造jを指している。この分析には、後述の理由により、

地権者間の利得の再配分がシャプレイ値にのっとり行われるものと仮定する。

シャプレイ値 (Shapleyva1ue) t t) 

シャプレイ値は協力ゲーム理論における配分解の概念の一つである。その特撮

は、ある提携Sが成立する過程として、プレイヤーが単独提携を出発点として順

次提携を結んでいき、最終的に提携Sに至る状況を考慮することであるといえる。

具体的には、シヤプレイ値はプレイヤーが順次提携に参加する際に生じた当該プ

レイヤーの限界貢献度を、提携Sの成立過程の全ての外部接続パターンについて

平均することによって得られる。

シャプレイ値による任意のプレイヤー iの配分値引は、全提携をN、全プレイ

ヤー数を n、任意の提携Sに対する提携値を特性関数VによってV(5)と表せば、

次式で与えられる。シャプレイ値は本来は全提携に対するものであり、次式に示

される値も全提携が成立した場合の配分値である。

民
泌
総
謀
nbu~
山首
嬬
緩
念
日
~
提
訴

E
R
a刊
n
b
凶
費
削

m
g

φj=ヱ[κ(5)・ IV(5)-V(5ー{i })I ] 
iεSCN 

κ(5)=(5 1)!(n-5)!/n! (!は階乗を去す)

φj 全提携におけるプレイヤー iのシャプレイ値

5 提携Sのメンパーの数

(3・14)

(3・15)

部分提携に関しては、その提携に参加するプレイヤーだけによるシヤプレイ値

を算出する。

シャプレイ値を採用する理由は次の通りである。まずシャプレイ他が、提携に

参加するプレイヤー数がl人から順に増えていく過程を反映させた計算方法であ

り、これが凶発を協同化するために地権者間で行われる交渉の過程に合致してい

ると考えることが一つの理由である。またあるプレイヤーのシャプレイ値はその

プレイヤーの参加可能な提携全てについての限界貢献度をもとにしており、貢献

度の違いから交渉力に差がうまれると考えられる地権者間の交渉過程に非常に類

似していると考えたためである。さらに分析者の視点からすれば現実の交渉によ

る配分の過程に対して、仁川などの解概念において達成されるほどの厳密性を求

めることはできない。本章の研究では配分の過程を現象として平易に把握するこ

とを目的とするため、解概念としてシャプレイ値を選択する。

配分計算の結果として何らかの状況構造が支配的状況構造 (sホ)として特定

できる場合がある。これが結果として実現する開発地区の状況を表す。支配的状

況構造が複数ある場合には、どれが実現するかが定められない。結果的に実現し

、。

M 

憾
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なかった状況情造についてもそれが他の状況情造に対してどのような位置づけに

あり、なぜ実現しなかったかを検討する必要もあると恩われる。このように状況

情造問の関係を分析するため、全ての状況構造について支配関係を一対比較し、

これにもとづき、状況情造をレベル分けする。レベルの数字がより小さい状況構

造は数字が大きい状況構造には支配されず、また同一レベJレに位置する状況構造

は、それらの聞に支配関係が存在しない。最上位レベルであるレベル Hこ唯一の

状況構造が存在するとき、それは支配的状況構造である。

この状況構造聞のレベル分けは、不明確な社会的問題に対して適用される構造

分析法の一種である ISM法13)と同様の手順を踏む。状況構造は ISM法におけ

る要素に相当し、状況構造聞の支配関係は要素聞の相互関係にあたる。要素と要

点間の相互関係を明示的に表すのに用いられる情造モデルを用いて状況構造聞の

相E関係を表す。これを f支配構造モデルjと呼ぶこととする。

ケース地区では3区画のそれぞれに3種類の用途が行われる可能性があるため、

全部で27(=33)通りの開発地区の土地利用状況があり得る(表3-6)。この

それぞれに対し、各区画に対する外部の幹諌道路との接続パターンが、空間的な

対称、性を考晴、すると 6通り存在する。よって162(=27X6)通りの場面がある。

本分析では、地権者は f単独で開発を行うJ、 f 協同体制に参加するJ、とい
う2種類の選択肢しかもたない。3地権者の聞で生起しうる状況構造は5種類に

限定される(表3ー7)。

去3-7 3地権者による状況嶋造

九例
。協同して開発する
O単独で開発する
×開発を実行しない

3ユ2において、所有区画の特性によって地梅者の交渉力に差異が発生し、別払
いが考慮されることを考慮すると述べた。別払いは協同体制内の利得の再配分と

してシャプレイ値およびその応用概念にもとづいて決定されるものとし、協同体

制の成立可能性を高めるものと考えている。この地権者聞の別払いは、現実に何

らかの形で行われているものと考えられるが、その大きさを決定する基準はおそ

らく陵昧であり 、またその効果の大きさや特性も明らかにはされていなし、。そこ

で本章の研究では、別払いを考慮することの効果を確認するための分析も行う。

すなわち、別払いのない場合を想定し、この場合の状況構造問の支配関係を求め、

別払いが考慮された場合のものと比較する。

表3-6の土地利用状況[231を例として各地権者の利得およびその再配分の計
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算結果を去3-8に示す。土地利用状況[23]とは区画lが商業用途、区画2が業

務用途、区画3が住居用途によって利用される場面であるが、以後、これを|商

業、業務、住居|のょっに記す。表3-8は罫線に区切られた縦8x償7のセJレ

により構成されている。上から外部接続パターン 1、2、 ・・・、 8となってい

る。左から第 l列には、幹線道路との接続状況を、区画(地権者)の番号と、接

続をもたないことを O、接続をもつことを 1とする 0・1変数により示す。第2

列から第6列では状況情造ごとの計算結果を掲載している。状況情造の中で成立

する協同体制を、その協同体制に属する地権者(の行う土地利用用途)の欄に網

掛けを行って表記している。網掛けのない地権者は単独で開発を行う。 一番右

の列には外部接続パターンごとの各提携に対する提携値を特性関数として記して

いる。

表3-8の一つの外部接続パターンにおける一つの状況構造に対応するセルの

内部について説明する。セル内の各列は左から、各地権者の行う土地利用、利得

Vj( P k)、再配分後の利得φj(Pk)である。地権者は、上から地楠者l、2、3と

し、土地利用の用途(商業、業務、住居のうちの一つ)を記している。利得V
1
(

Pk)は(3・9)式により決定されるものである。再配分後の利得φj(Pk)は、地梅者が

協同体制に書加する場合に行われる地権者間の別払いを経た後の利得値(シャプ

レイ値による配分値)である。利得Vj( P k)と、再配分後の利得φI(P k)の列の最

下行には全地権者についてのそれぞれの値の長湘~ Vj(Pk)、ヱφj(Pk)を表す。

これより再配分の前後で利得の桂耳目が一致していることが確認される。

~ V I(Pk) ~φi( P k) (3・16)

開発を協同化して行った場合と単独で行った場合を比較すると、本モデルの想

定では、協同化して行った場合の方が利得Vj(Pk)は大きいものとしている。こ

のため、再配分後の利得φj(Pk)は協同化した場合の方が単独の場合より必ず大

きい。

φj(Pk)主主φj(P 1) (3・17)

(地権者が開発を単独で行う場合に等号が成立する)

状況構造問の支配関係を調べることにより支配的状況構造が判明する。結果と

して状況憎造P1はP2，P3， p4、psに常に支配される。さらに状況構造p2、

p3， P4の間の支配関係を調べるには、比較する 2つの状況構造ともにおいて開

発を協同化している地権者の配分値を比較すればよい。例えば状況棺造p2とp3

については |φt(P2)、φ2<P2)、φ3<P2)(=V3(P2)) Iと |φt(P3)、φ2(P3) 

(= V 2{ P3))、φ3(P 3)1 とをまずは各地権者ごとに比較する。そしてある提携

-64-

に参加している全てのプレイヤーの配分値が一方の状況構造において総じて上

回っている場合に、その状況構造が他方の状況構造を支配することとなる。ここ

では、地権者2の配分値が状況構造p2において大きく (φ2(P2)>φ2(P 3)= V 

2( P 3))、地権者3の配分値が状況構造p3において大きいこと (φ3(P3)>φ3( 

P 2)= V 3( P2))が常に成立している ((3・17)式)。そのため両状況構造において

協同体制に参加する地権者(ここでは地権者 1)の配分値 (φt(P2)とφt(P 3)) 

を調べることで、状況情造p2とp3の支配関係が判明する。

分析の結果、各場面における状況構造問の支配関係は図3-5に示す8種類の

支配構造モデJレにまとめられる。支配構造モデルは矢印により状況構造聞の直接

的な支配を表している。別払いを考慮しない場合にあり得る支配構造モデルの種

類を表3-9に記す。別払いを考慮する場合を表3-10に記す。以下、 3.3.3で

は別払いを考慮しない場合について考察し、3.4.4では別払いを考慮する場合の結

果について考察する。

3.3.3 別払いを考慮しない場合の結果に関する考察

考察に先立つて、議論の重複を避けるため土地利用状況および外部接続パター

ンについての対称性を整理しておく。土地利用状況は表3-6に示す通り全部で

27種類が存在するが、このうちの[けから[9]の9種類は空間的に対称な上地利用が

行われるものである。これらは、外部との接続関係が対称、となる外部接続パター

ン1、3、5、6~こ示される場面で、状況構造の p2と P4が同じ状況を去すこと

となる。また土地利用状況[10]から[15]の土地利用は[16]から[21]の土地利用と、

[22]から[24]の土地利用は[25]から[27]の土地利用と対称なものであり、これらも

外部との接続関係が対称となる外部接続パターン1、3、5、6に示される場面

では、それぞれの組合せにおいて状況構造のp2とp4が同じ状況を表す。例えば

土地利用状況[10]I商業、商業、業務iの状況構造p2は区画 lと2の商業用途同
士の提携が形成される状況を表すが、これは土地利用状況[16]I業務、商業、商

業|で、区画2と3の商業用途同士が提携を形成する状況構造P4と同じ状況で

ある。以上のような対称性を考慮すると、開発地区の土地利用状況や外部接続パ

ターンを表す162事例中、 36事例が重複し、実質的には126種類のケースが存在す

ることとなる。

さて、別払いが考慮されないものとすると一人の地権者 iの利得Vj(Pk)には

配分値ではなく特性関数に示される利得値が用いられ、状況構造聞の支配関係は

これによって決定される。このため結果は比較的予想しやすいものとなった。

本モデルの諸パラメータの設定では開発の協同化が進展するほど利得V1(P同
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図3-5 支配情造モデル

表3-9 各場面における支配偶遺モデル(別払いを考慮しない)
(その1) 
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※網皆けは別払いを考慮することで支配構造モデルか~わる場面であることを示す

(記号は図3-5を参照)
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表3-9
(その2)
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パターン51区画2
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パターン 1I区画2 。

区画3 。
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区iii3
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パターン3 区磁2

，密行
バターン4

※網掛けは別払いを考慮することで支配構造モテツレが変わる場面であることを示す

(記号は図3-5を参照)

商業

音量iJ!

Bl 

表3-10 各場面における支配構造モデjレ(別払いを考慮する)
(その1) 

費量疹 住居 業務 商業

業務 住居 商業 住居

Bl Bl Bl 

パターン6liE|:lB1|BllB11B11B11B1lB1|BllBl 

※網掛けは別払いを考慮することで支配構造モデルが異なっていることを示す(表3-9参照)
(記号は図3-5を参照)



は高まるため、別払いが考慮されない場合には、いかなる場面においても全提携

の存在を表す状況構造β5がβ4、s3、s2を支配し、これらがさらにslを支配

している。 したがって表3-9に示される支配構造モデルの違いは全て状況構造

s4、s3，s2の聞の支配関係によっている。そこでこれらの違いについて考察

してみることとしよう。

一つには、隣接区画聞で部分提携を成している状況をみてみると、同一用途が

行われている提携が、異なる用途が行われている提携を支配している。そして隣

接する区画の用途が異なる場合には、提携の相手としては商業、業務、住居の順

に好ましいことがわかる。同一用途の提携が最も好ましい点は規模の経済性の存

在を示唆しており、以下商業、業務、住居の順となった点は、協同化の相手の選

好順序が、協同化による環境の改善を重視することによっているといえる。

また、外部の幹線道路との接続パターンについて考察すると、どの地稿者も個々

に外部の斡線道路に接続している状況では、土地利用用途の種類にかかわらず隣

接区画聞の提携は成立するが、離れた区画問(ここでは3人のため両端の地権者

同士の提携を指している)の提携は成立しない。確かにあえて中聞に存在する地

権者を外して提携を組むことの意義は見られず、現実的ではない。開発地区内の

一つの区画にのみ接続がある場面では、離れた区画間の提携が成立するような状

況構造に支配されることがある。これは事業系の用途が開発地区のアクセシピリ

ティーを毘視することによって生じているようである。地区内の2区画に接続が

ある場面は、全区画に接続がある場面と同様の結果をもたらしている。この結果

からは部分提携聞の支配関係には中央の区画に位置する地権者の存在が大きく関

わっていることが推察される。実際にもこのような地権者は協同化の実現に大き

な影響力を持っているといえ、また全提携以外ではどの部分提携を成立させるか

を選択できる立場にあるといえよう。

(
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3.3.4 別払いを考慮する場合の結果に関する考察

ここでは別払いを考慮する場合の結果について考察する。別払いを考慮するこ

とにより、考慮しない場合と異なる支配権造モデルが生成された場面は126事例

中56事例であった。去3-10ではこれらの場面に網掛けを施している。また各

場面で最上位の支配レベルにある状況構造を表3-1 Uこ示す。

別払いを考慮すると、状況構造聞の支配関係にもとづく階語化が進展する場合

と、階層化が後退する場合があることが判明した。多くの場合は前者となるが、

外部接続パターン5における場面では後者となった。外部接続パターン5では両

端の地縮者1と地権者3に外部との接続があり、両者が地権者2から受け取る別

払いがきわめて大きく、地権者2にとっては甚だ協同体制に加わることが不合理
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であるためと考えられる。別払いの大きさを決定する解概念としてより小さい値

を与えるものを用いれば、結果は別払いを考慮しない表3-9に近づき、支配的

状況構造はp5に定まるかもしれない。
現実に開発予定地の両端に道路が接続していることはよくある。このような場

面では、両端から開発地区内に届いている道路を地区内で連結することの意義次

第により、開発状況も異なったものとなると予想される。すなわち、 2つの道路

を接続することの意義が小さい場合には、地権者2が大きな別払いを他者に行わ

ない限り提携は成立しない。一方、 2つの道路を接続することの意義を誰もが認

める場合には全ての地権者の交渉力が平均化し、全提携を形成することが合理的

となりうる。なおここでの"接続の意義"とは、当該地区の地権者にとってのも

のである。他万、開発地区を横断する道路によって周辺全域の利用効率が高めら

れるという広域的観点からの意義も考えられる。このような広域的な接続の意義

を考慮して道路の整備を検討する場面を取り上げるには、行政をプレイヤーとす

るゲーム14)を考察する必要があろう。

外部接続パターン 6以外でも別払いを考慮することにより支配構造モデルが異

なる場面は幾つかあるが、これらは全てレベル2以下に位置する状況構造の支配

関係が変化したものであった。外部接続のない区画を所有する地権者は、外部接

続のある区画との協同化では大きな別払いを支払う必要があるため、これを嫌う

場合がある。逆に外部接続のある区画を所有する地権者は、外部接続のない区画

との協同化により大きな別払いを受け取れるため、これを望む。

およそ別払いが考慮されることにより、状況構造聞の支配関係が明確になり、

より顕著な階層が形成されている。また実際的ではない空間的に連続しない提携

の形成を含む状況構造p3の支配レベルが別払いを考慮することにより概ね低下
している。これらが別払いを考慮することの効果として見出された。

門
司
ー
の
制

3.3.5 パラメータ分析

モデルでは各種の係数や関数を用いているが、その値や関数形は必ずしも現実

を正確に記述しているとは限らない。そこで設定したパラメータのうち、モデル

による結呆を大きく左右しうるものを取りあげ、これらに異なる値を与え、それ

による結果の変化を観察する。

3.3.1で、表3-3、表3-4、表3-5に与えた3種類のパラメ}タについて

それぞれ表3-12、表3-13、表3-1 4の網掛け部分に示すように値を変

えた。比較のために本来の値を与えた場合の各場面における支配構造モデルの種

類を去315に示す。
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[ 1 ]全ての値を10倍した設定に対する分析

設定値を表3-1 2に示す。この設定により得られた支配構造モデルの種類は

表3-16の通りである。分析の結果、あり得る支配構造モデルの種類は図3-

6に示すように 12個に増えている。標準値を与えた場合の結果である表3-1

5と支配構造モデルが異なる場面には網掛けを施している。

このような設定値の変更により、協同化する傾向の強い用途聞では協同化が実

現する状況が増えるとともに、協同化する傾向の弱い用途間では協同化が実現す

る状況が減少することが予想される。また、地権者の利得は(3・9)式により決定さ

れるものとしており、このうちの 1i( s k)の値だけを増加させているため、相対

的に外部と接続されることの利得が軽視されるようになるであろう。

外部接続パターン5における支配構造モデルからは、最上位レベルに複数の状

況構造が存在する例がなくなり、またレベルの数も全体的に増加していることが

観察される。すなわち状況構造聞の支配関係がより明確化されている。これは、

上で述べた協同化に関する傾向の強弱が明確になるという予想どおりの結果であ

る。

またその他の外部接続パターンでは、例えば外部接続パターン2(区画1のみ

接続)の土地利用状況[5]I商業、住居、商業|では支配構造モデルがA3からAl
へと変わり、状況構造s3 (区画1と3の協同化)がs4(区画2と3の協同化)

に支配されている。

外部接続パターン4の土地利用状況[22]I商業、住居、業務iを除いては、総
じて支配構造モデルは外部接続パターンによっては異ならないものとなっている。

支配構造モデルは土地利用状況の対称性や、開発地区で行われる用途の種類に

よって異なっている。これは全用途に関するパラメータを10倍し、用途聞の差異

を広げた結果、商業、業務、住居といった用途の違いはむしろ狭まり、自区画と

同じ用途か異なる用途かという違いが結果を決定づけるようになったためと考え

られる。

[ 2 ]住居用途が影響を受ける場合の値についてのみω倍した設定に関するパラ
メータ分析

設定値を表3-1 3に示す。この設定により得られる支配構造モデルは表3-

1 7の通りである。標準値を与えた場合の結果である表3-1 5と支配構造モデ

ルが異なる場面には網掛けを施している。

土地利用状況[11]、[13]、[14]、[15]、[17]、[19J、[20J、[21]、[24)で、全ての外

部接続パターンについて支配構造モデルが一致しており、住居用途が行われる土
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地利用状況において外部接続パターンによる結果の違いが小さくなっていること

がわかる。このような結果が得られた原因は、 [ 1 J ，こ述べたように、地権者の
利得を表す0・9)式のうちQj(Pk)はそのままで 1j(Pk)だけを増加させているため、

相対的に外部と接続されることが軽視されるためであろう。

概して土地利用状況の違いによる支配構造モデルの違いは見られなくなってい

る。これは各用途の違いが不明確になったことと受けとめられる。住居用途の環

境条件のうちの開発地区内における区画の位置づけから決まる 1j( P k)に関する

パラメータのみを10倍したことで、住居用途の性質が事業系用途の性質に近つ.い

たためであろう。

[3 J周辺に対する開発地区の位置づけに関するパラメータ分析
設定値を表3-14に示す。 3.4.3および3.4.4の考察では、利得のうち外部接続

に関係する部分であるQj(Pk)が開発地区内の土地利用に関係する 1i( P k)を大き

く上回り、結果を決定づけている場面が多く見られたoここではQj(Pk)をさら

に大きく評価した場合の結果を出していることとなる。

この設定により得られる支配構造モデルは表3-18の通りである。表3-1 

4と支配構造モデルが異なるものについて網掛けを行っている。

Q.( P k)をより大きく評価することで、支配構造モデルは主に外部接続パター

ンにより決定されることとなる。土地利用状況による支配構造モデルの違いがさ

ほどなくなり、全ての外部接続パターンについて土地利用状況の対称性のみに依

存して支配構造モデルが異なったものとなっている。

以上、当初の設定から値を変更することによって結果が異なる場面は少なくは

なかったが、概ね設定から予想される結果が得られている。よって 3.3で定

式化したモデルは、その基本的な構造については現実に対する再現性を持つもの

といえよう。
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決;)-12 パラメータ分析[1 )の』受注

協同化を行わない渇合の使鋒

白区画は繭.. 白区画は幾務

距. 2 (2) 距. 2 

~地 空地

商業 39 20 術費量 10 1.5 

業務 19 8.7 業務 41 22 

住居 18 12 住居 7.3 3.3 

協同{ヒを行った場合の便益

白区画は樹貴重 同区画は業務

距. 2 (2) 距. 2 

空地 さを地

商業 97 55 29 商業 48 25 

業務 52 28 14 雪量窃 91 50 

住居 36 24 15 住居 20 11 

~:l - Ia パラメータ分析 [2)のt22i:

協同化をffわない場合の使盆

回区画は尚策 白区画は業務

庭用E 2 (2) 距緩 2 

き包I自 空地

前事監 3.9 2 商業 0.2 

業務 1.9 0.9 業務 4.1 2.2 

住居 1.8 1.2 住居 0.7 0.3 

協同化を行った繊合の便益

自区慣れ孟I碕業 自区画は講座務

距. 2 (2) 距. 2 

2包tt!J 空地

測量産 9.7 5.5 2.9 i商業 4.8 2.5 

重量務 5.2 2.8 1.4 業務 9.1 5 

住居 3.凸 2.4 1.5 住居 2 1.1 

~:~ -11 パラメータ分析[:3]の段~

白区画のJ1J途 使占主

i商業 JO 

業務 24 

(ef.i竜 10 

型地 。
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白区画は住居

(2) 短調E 2 (2) 

~地

i商業 -37 -31 

調趣務 -33 -28 

住居 25 8 

白区画は住居

(2) 距同E 1 2 (2) 

きを地

7.4 匝奇策 4 -6 -25 

29 '"務 .8 -9 -23 

5.3 住居 68 30 14 

白区i砺は住居

(2) 距. 2 (2) 

空地

i商業 -37 -31 

重量務 -33 -28 

住居 25 8 

同区画は住居

(2) 距鰻 2 (2) 

|空地

0.7 I ~育費量 4 6 -25 

2，9 業務 -8 .9 23 

0.5 11:思 68 30 14 
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図3-6 パラメータ分析において種類が増加した支配構造モデル

表3-15 各場面における支配構造モデル(別払いを考慮する) (表3-10再掲)
(その 1) 

¥外郎按畿 、土、地利用状況

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) 

区商l 商業 業務 住居 商業 商業 業務 業務 住居 住居 商業 商業 業務 業務 住居 住居

区画2 商業 業務 住居 業務 住居 稲妻E 住居 商業 業務 商業 高梁 業務 調理務 住居 住居

区画3 商業 業務 住居 商業 商業 ，u努 重量務 住居 住居 業務 住居 商業 住居 積禦 .~野
区画l 。
Bl Bl Bl Bl Bl Bl Bl Bl Bl Al Al lAl Al lAl lAl パターン l 区画2 。

区画3 。
区画l

Al Al lAl Al 民3Al A3 比1lAl Al Al Al lAl lA3 lA3 パターン2 区画2 。
区画3 。
区画1 。
Bl Bl Bl Bl Bl Bl Bl Bl Bl Al Al A2 lAl A2 A2 パターン3 区画2

区画3 。
区画l 1 

A2 A2 A2 lA2 lA4 lA2 A4 A2 A2 A2 A2 lA2 lA2 lA2 A2 ，'¥ターン4 区画2

区画3 。
区画l

Dl Dl Dl Dl Bl Dl Dl Dl Dl Cl Cl Cl Cl Cl Cl パターンδ 区画2 。
区画3
区画l

Bl Bl Bl Bl Bl Bl Bl Bl Bl lAl Al lAl lAl lAl lAl パターン6 区画2
区画3

l..._ 

-
吋
ゆ
・

(記号は図3-5を参照)



表3-15

〈その2)

-∞。，

「W¥4aR瞳眠 、土、地利用状況

(16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24) (25) (26) (27) 

区画l 業務 住居 商業 住居 商業 業務 商業 商業 業2努 J健2努 住居 住居

区画2 商業 商業 業務 業務 住居 住居 住居 業務 商業 住居 業務 商業

区画3商業 商業 業務 業務 住居 住居 業務 住居 住居 商業 商業 業務
区画1 。
A2 A2 A2 lA2 lA2 lA2 Al Al Al A2 A2 A2 ，'¥ターン i 区画2 。

区画3。
区画l l 

Al Al Al Al Al Al A3 Al Al A3 Al Al パターン 2 区画2 。
区画3。
区画l 。
A2 A2 lAl lA2 lAl Al Al Al lAl A2 A2 A2 パターン3区画2

区画3。
区画l

A2 lA2 lA2 lA2 lA2 lA2 A2 A2 lA2 A4 A4 A2 パターン4 区画2 l 

区画3。
区画l

C2 C2 C2 C2 C2 C2 Cl Cl Cl C2 C2 C2 パターン5 区画2 。
区画3
区画l

lA2 lA2 lA2 lA2 日¥.2lA2 Al Al lAl lA2 A2 A2 パターン6 区薗2 l 

区画3l 
(記号は図3-5を参照)

表3-16 パラメータ分析[1 ]での各場面における支配構造モデル
(その 1) 

パターン l

住居

区画31商業|鰯122132|;;|鰯 |鰯 |住居 |儲
~ IB llB llB llB llB llB llB llB llB 1 

。。
区画l

パターン21区画2

区画3
区画 1I 0 

パターン31区画21 
区画3
区画1I 1 

パターン41区画2
区画3
区画i

パターンδ|区画2

ザーン6ljI111Bl|Bl|Bl|B1|B11M llBl|B1

※網衝けは衷3-15と支配構造モデルが異なっていることを示す

(記号は図3-6を参照)



. 
。tψ。. 

. 。。、ρ. 

区画l 。
パターン 1I区画2 。

区画3 。
区画l

|バトン2|即
区画3I 0 
区画l

パターン31区画2
区商3
区画1

パターン41区蘭2
区画3
区画l

パターン51区画2
区画31 1 
区画1

パターン61区画2
区薗3

表3-16
(その2)

※網掛けは表3-15と支配構造モデルが異なっていることを示す

(記号は図3-6を参照)

表3-17 パラメータ分析 [2]での各場面における支配構造モデル
(その 1) 

住居

即 商業 |鰯 |鵠|鰯 |鵠1::I住居|商業
区画3 商業 業湾 住居 商業 商業 業務 実務 住居

区画l 。
B llB llB llB llB llB llB llB llB 1 パターン 1I区薗2 。

区画3 。
区画l

パターン2 区画2

区画310
区画l

パターン3 区画2
区画3I 0 
区画l

パターン41区画2
区画3
区画 l

パターン51区画2
区画3
区画i

~ IB llB llB llB llB llB llB llB llB 1 パターン61区画2
区画3

※網掛けは表3-15と支配構造モデJレが異なっていることを示す

(記号は図3-6を参照)



. 。。、A. 

パターン I

土地利用状況

区画l

区画2

外部媛続 区画3

表3-17
(その2)

※網掛けは表3-15と支配構造モデJレが異なっていることを示す
(記号は図3-6を参照)

表3-18 パラメータ分析 [3]での各場面における支配情這モデル
(その1) 

商業 業務 住居

署員集 軍IU努 住居|鰍|儲|商業
商業 調理務 住居 商祭 商祭 実窃|祭窃|住居。

パターン 1I区画2 。IBllB llB llB llB llB llB llB llB 1 
区画3 。
区画i

パターン2 区画2 。
区画3 。
区画l

パターン3 区画2

区画u_q

区画1

パターン41区画2
区画3 。
区画l

パターンる|区画2 。
区画3

ルノ6122;|;|B1|B11B11B11B1|B11BUL lB1 
区画3I I 

※網掛けは表3-15と支配構造モデルが異なっていることを示す
(記号は図3-6を参照)



実行・協同化の同時決定を考慮したモデル分析4 

3.4.1 シャプレイ値の応用概念

本節では地権者が開発の実行を留保する可能性も考慮に入れる。これをゲーム

的に捉えるためにはシャプレイ値に代わる新たな解概念が必要となる。また支配

の概念についても修正を加える必要がある。

既往の協力ゲーム理論ではプレイヤーには単独での行動 (単狙提携の形成)か、

他のプレイヤーとの提携形成という選択肢しか与えられておらず、 「行動しないj

3 . 

という選択はなされないという前提がある。このため、本問題において地権者が

開発を留保することを考慮するには、そのような枠組みの中で考案されたシャプ

レイ値を適用することができない。

もし既往の協力ゲーム理論の枠組みによってこれに対応しようとすれば、問題

を2段階に分けて捉え、開発の笑行もしくは留保を決定し、それから実行を決定

した後にいかなる提携を組むかの決定を行うことになる。このうちの後者は3.

3の分析にほかならない。前者ではある協同体制の形成がそれに拳加する地権者

にとっての最適行動であったとしても、その協同体制に参加しない地権者の行動

によって状況構造が2種類に分かれるため、後者も含めたプロセスを経た後には、

前者の段階で望んでいた結果が得られる保証がなくなる。

以下に「開発を留保するJという選択をとる可能性のある場面に対応しうる新
たな解概念を考案する。そして状況構造問の推移的な関係を決定づける 3つの基

準によってランク分けする。

(i)それぞれ単独で行っていた2人の開発が協同化される (提携を形成する)

(ii)単独で行っていた 1人のプレイヤーによる開発と、既に協同化されている 2人

以上のプレイヤーによる開発が協同化される

(iu) 1人のプレイヤーの行動が開発を留保する状況から行う状況へと推移する

これらの基準によるランク分けによって、状況構造の推移ごとにその原因とな

るプレイヤーの限界貢献度を算出する。限界貢献度の計算方法はシャプレイ値と

同様である。シャプレイ値でも明示されないものの(i)と(u)の基準を用いたランク

分けが行われており、ランクの違いは提携に参加しているプレイヤー数の違いに

よって示される。ここで考案する解概念では、新たに(iu)に示すように l人のプ

レイヤーが開発を実行しない状況から実行する状況へと推移することをランクを

変化させる要因として考慮する。

シャプレイ値では提携の内容の変化により場面の変化を捉えている。これに対

して新たに考案する解概念では、提携の内容の変化に加え、提携外の主体の行動
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の違いについても場面が変化している。シャプレイ値が(部分)提携内で利得を

配分するのに対し、本概念では常に全地権者間で利得を配分することとなる。

開発の留保を考慮する 3人ゲームの構造は図3-7のように図解される。図3

-7ではプレイヤーの行動を表す記号(@、 O、x)に添えられたkが状況構造

の番号を表し、またその状況構造における全プレイヤーによる利得の稔苛日を特性

関数Vにより表す。各アークに添えた分数は、当該ランク聞の状況構造の推移が

各アークにより同じ確率で生起するものとした場合の、アークで示される状況構

造の推移の生起確率を示す。

図3-8には従来型の3人ゲーム(3. 3)に対する状況構造のランク分けを

示す。図3ー7では各ノードが状況構造を指しているのに対して、図3-8では

提携構造を指しており、ノード内には提携および提携の利得値を記している。図

3-7と同様に、アークの添字は当該アークで示される状況構造の推移の生起確

率を表している。先述の通り、シャプレイ値では配分の算出に際し、提携が成立

する過程としてプレイヤーが単独提携を出発点として順次提携を結んでいく状況

を考慮し、プレイヤーが順次提携に参加する際に生じた限界貢献度を提携の成立

過程の全ての外部接続パターンについて平均することによって得られる。プレイ

ヤーPlを例にとれば、図中の太線が、全提携が成立する過程でのPlの提携への

参加を表しており、各アークでのプPlの限界貢献度にそのアークの生起確率を

乗じることでシャプレイ値は求められる。すなわち、全提携に至る過程でP1が

提携に参加するのは図中の太線で示した段階であり、各プレイヤーが提携に参加

する順序が等確率であるとすれば、その段階でP1が提携に参加する確率がアー

クに添えられた数字で示される。

図3-7をもとに、地権者が開発を留保する可能性を考慮した解概念を導き出

す。ここで配分のための基準を lつ追加する必要がある。それは「各アークごと

に算出される限界貢献度(そのアークの終点の状況構造と始点の状況構造での総

利得の差)はそのアークにおいて行動が変化しているプレイヤーに均等に帰属す

るJというものである。図3-7において状況構造p・5からs'9への推移ではP1 
とP2とが個別の開発から協同化した開発へと行動を変化させている。よって、

このアークにおける限界貢献度 (V(s '9)-V (s '5))はPlとP2とに均等に分配

され、これに関する両プレイヤーの限界貢献度はともに (V(s'9)-V(s'5)) / 

2となる。シャプレイ値では 1人のプレイヤーが提携に参加することによりある

提携が別の提携へと推移すると捉えているが、本問題では状況構造問の推移を考

え、その過程で行動を変化させるプレイヤーが複数に及びうるためにこのような

基準が必要となる。

ところで、 3.2.2では一般的な協力ゲーム理論における支配の概念を説明した。

-88-

ランク G

ランク~-ー

ランク i

記号・は科j由権者の行動を jJ~す
×・・・1m発をWI保する
0・・・単独でIm~~を行う
0・・ ・提mを剥lんでIJ日発を行う

1~13 -7 IJHJGの間保を考lll¥:する 3人ゲームの構造
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ランク 4

ランク 3一一一ー一

ランク 2一一一一一

ランク l

院13-8 1H1~~のWl~をJt峨しない 3 人ゲームの構造
(シヤプレイ仙の考え方)
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3. 3の分析では、この提携聞の支配が状況構造聞の支配を意味するものであっ

た。これに対し本分析では、全ての地権者が提携関係を趨えて協議を行い、協議

の中で実現する状況が決定されるものと捉える。そこでこれに対応するように支

配の概念に修正を施す。

[支配の修正概念]

(i)選好条件

X i > Y i V i E N (3・18)

(ii)実現可能条件

2 Xi 孟V(Pヲ (3・19)

iEN 

ただし、 F・はある状況構造を表し、 Nは全プレイヤーの集合を去す。

全プレイヤーについて一方の状況構造の配分値が上回るときに状況構造聞に支

配が成立するものとする。各プレイヤーはそれが望む行動がどのようなもので

あっても、行動の決定には他プレイヤーとの協議を行い、全プレイヤーに認めら

れる結果が実現するよう行動を調整することとなる。地権者の行動の決定に関し

てこのような前提がある場合、実現する可能性をもっ開発状況が唯一に収束する

可能性は低くなるといえる。

以上の考え方にもとづき開発を留保するという判断も年慮した分析を行う。土

地利用状況及び外部接続パターンの数は3. 3と同様にそれぞれ27種類、 6種煩

あり、全体として162事例の場面設定が存在する。3.3では状況構造は5種却

のみであったが、ここでは個々のプレイヤーの実行・留保の決定も年慮に入れる

ため 15種類となる。全ての状況榊造は表3-1 9に示す通りである。

表319 開発の留保を考慮する場合の3地梅若による状況指造

凡例

協同して開発する
00単独で開発する。Ix開発を実行しない

まず、ある一つの土地利用状況に対する利得およびその再配分の計算結果を、

区画lが商業、区画2が業務、区画3が住居として利用される場面(土地利用状

況[23])を例に表3-20に示す。表の構成は3.3で用いた表3-6と同様で

ある。そして状況構造問の支配関係を分析することにより支配的状況構造を求め

る。また各場面で最上位のレベルにある状況情造を表3-2 1に示す。別払いを

考慮しない場合の状況構造聞の支配関係を同様に分析し、その場合の最上位のレ

ベルにある状況構造を表3-22に示す。
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3.4.2 別払いを考慮しない場合の支配構造に関する考察

各場面における最上位レベルの状況構造について、 3.4.2では別払いを考慮しな

い場合について、 3.4.3では別払いを考慮する場合について考察する。

支配関係は0・18)、0・19)式に示すように、全ての地権者について一方の状況構
造で利得が上回ることを条件として必要とする。支配的状況構造が唯一に決定さ

れるのは、全ての地権者にとって利得が最大となる状況構造が唯一存在する場合

だけである。分析の結果としては、支配的状況構造は定まらない場面が多くあっ

た。これは別払いが考慮されないことに加え、支配の概念を修正した際にも述べ

たように、支配関係の成立条件が3. 3で用いたものよりも厳しくなっているこ

とにもよるといえよう。支配的状況構造が定まらない場面では、開発地区内の一

部の区画を空地とする状況構造が最上位のレベルになっている例が見られた。こ

れは、住居用途は事業系の立地を嫌い、事業系用途の立地が予定される区画が空

地となる状況構造を望むことに起因していると考えられる。

空地を含む状況構造が最上位レベルになるということは、開発の留保を認める

本分析が、現実の地縮者の行動の選択の可能性をより昭広く捉えていると解釈す

ることもできる。ただし空地は土地利用として積極的に求められたというよりは、

地区内で他の地権者に負の利得を発生させる用途よりも空地の万が望まれるため

にその存在が認められていると解釈するべきであろう。

ここで考案した解概念によれば、行動を行わないことが最適な場面があること

がわかり、これを考慮.しない分析では分析者が結果の可能性を狭めていたという

ことがいえる。

3.4.3 別払いを考慮する場合の支配構造に関する考察

ここでは外部嬢続パターンごとの結果の把握を容易にするために表3-2 1の

行と列の配置を入れ替えた表3ー23を用いる。表3-23では別払いを考慮す

ることで支配的状況構造が変わる場面に網掛けを行っている。また別払いを考慮

しない場面との比較を容易にするために別払いを考慮しない場合の結果である表

3 -2 2の行と列の配置を入れ番えたものを表3-24に示す。表3ー24でも

別払いを考慮することで支配的状況構造が変わる場面に網掛けを行っている。

全体としては、別払いを考慮しない場合に全提携の存在を表すP'15が支配的状

況情造となる場面では、別払いを考慮しでも変化が見られない。また外部接続パ

ターン5を除けば最上位のレベルにある状況構造の数は概して減少しており、別

払いが協同化を促進する効果が確認される。外部接続パターン5で最上位レベル

の状況構造の数が増加していることについては3. 3の分析でも同様の結果が得

られている。
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別払いを考慮することの効果として3. 3の分析と同様に、概して協同体制の

形成を促進することがある。しかし開発地区の両端に外部接続がある場面では、

別払いが協同体制の成立を阻害するという逆の効果が生じる場合があることがわ

かった。また外部接続の状況にかかわらず、別払いが協同体制の形成を回答する

例も見られた。

また、 3. 3の分析では商業用途と業務用途は事業系用途としてまとめて捉え

られるような結果を示す場面が多かったが、本分析では大きく結果が異なる場面

もあった。これは空地という新たな用途が加わることにより、用途の総数が増え

ることで用途間の関係が増え、各用途を特徴づける属性が増えたことによると理

解できる。別払いを考慮する場合に用途の性質の違いが明確になったことから、

本節で考案した解概念が用途の違いをより明確に反映しうるものであるというこ

とがいえる。
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表3-20 開発の留保を考慮する場合の土地利用状況(23Jにおける各地継者の利得
(その1) 

。
ゅ
ム
・

パターン l 主主況婦道β1 主主古t"這β・2 状況相暗証Eβ・3 状況甥盗β・4 伏況鰐盗β・5 状況総盗β・6 状況"li!iβ7 状況嶋盗β司

外elll置 使主主配分 便益配分 使益配分 便益配分 t!u配分 使主主配分 便益配分 便益配分

。 空地 。 鶴舞 0.39 0.39 空地 。 空地 。 •• 2.04 1.59 高. 1.45心.82空地 。 111. 3.10 0.38 

2 。 ?!地 。 空地 。 星座易 0.S6 0.S6 きE担E 。 .lJf 1.31 1.76 空t色 。 .1書 1.01 ・1.37.1買 176 心.17

3 。 空局自 。 空員自 。 ?!地 。 住.Id 1.4 14 ?!地 。 住.Id -2.08 0.19 住居 -2.9心.53住居 -6.38 ・1.74

。 。 0.39 0.39 0.S6 0.S6 1.4 14 3.35 3.35 ~.63 ~.63 -1.89・1.89 -1.52・1.52

パターン2 4文i5l"盗β・1 主主15t"造β2 伏百t"通Eβ3 伏15t"通Eβ・4 状況"mβ・5 状況線道β・6 状況絢盗β7 状況嶋盗β官

外廓後続 便益疋分 便益配分 便益配分 便益信分 (!益配分 便益 E分 (!益配分 便益配分

?!地 。 覇軍. 30.4 30.4 ?!地 。 ?!地 。 滴.32.0 31.6 荷重量 31.5 29.2 空地 。 証8. 33.1 30.4 

2 。 ?!地 。 空地 。 '量Z覧 4.4 4.4 ?!地 。 lU:9f 5.15 5.6 空地 。 望書窃 4.85 2.48 .1書 5.6 3.68 

3 。 ?!地 。 空地 。 ?!地 。 住居 2.8 エ8空地 。 住居 .0.68 1.59 住居 -1.5 O.鎚 住居 -1.98 .0.33 

。 。 30.4 30.4 4.4 4.4 ~8 2.8 37.2 37.2 30.8 30.8 3.35 3.35 33.7 33.7 

バターン3 4犬況鰐盗β・1 状況構盗β・2 状況傭盗β3 t主百足明遺8・4 状況調時盗β・5 状況傍証Eβ・6 状況縄海β7 状況偶造β官

外&1M続 便益配分 使益配分 使益配分 便益配分 便益配分 便益配分 便益配分 便益配分

。 空地 。 荷量産 5.19 5.19 さ聖地 。 ?!地 。 置8. 6.84 6.39 荷重量 6.25 3.98 ?!地 。 iIl. 7.90 5.18 
2 空地 。 空地 。 Jl8i 24.6 24.6 ?!lt9 。 量産8i 25.3 25.8 空地 。 員u賀 25.0 22.6 JlDi 25.8 お.8
3 。 ?!地 。 空地 。 3!地 。 住居 3 31 ?!地 。 住居 .0.48 1.79 住居 -1.3 1ω 住居 -4.78 ~.13 

。 。 5.19 5.19 24.6 24.6 3 3 32.2 32.2 5.i7 5.i7 勾.7 23.7 28.9 28.9 

パターン4 状況側証Eβ・1 状況線道β2 状況構盗β・3 状況.aβ・4 状況桝盗β・5 状況偶盗β・6 状況偶盗β7 状況..iaβ唱

外郎織統 便益配分 便益配分 。回益配分 。H益配分 jJ!益配分 便益配分 使益配分 (!益配分

?!地 。 軍事業 30.4 30.4 空地 。 空地 。 測量産 32.0 31.6 再軍. 31.5 29.2 空地 b iI!. 33.1 30.4 
2 ?!地 。 空地 。 薬局 24.6 24 6 ?!地 。 1I8i 25.3 25.8 空地 。 着陸拐 25.0 2之6JllIi 25.8 23.8 

3 。 空地 。 空t也 。 空地 。 住居 3 31 ?!地 。 住居心.48 1.79 住居 -1.3 1.ω 住居 -478 心.13

。 。 30.4 30.4 24.6 24.6 3 3 57.4 57.4 31.0 31.0 お.7 勾 7 54 1 54 1 

1¥ターン5 状況鰐盗β・I ~皮切造β ・2 状況鍋盗β3 状況隅盗β・4 状況割暗証Eβ・5 状況婦滋β・6 状況栂造β7 状況例盗β官

外鱒簸a 使主主配分 便益配分 便益配分 (f益配分 便益£分 便益配分 使量産配分 便益配分

空lt!! 。 商業 30.4 30.4 さ聖地 。 ?!地 。 iQiJl 32.0 31.6 高事実 31.5 29.2 空地 。 高. 33.1 30.4 

2 。 空地 。 3!lt!! 。 JlI再 4.4 4.4 空地 。 J!f再 5.15 5.6 空地 。 .Bi 485 2.48 .8i 5.6 3.68 

3 ?!地 。 空地 。 空地 。 住居 11.411.4 空地 。 住居 7.92 10.2 住居 7.1 9.48 住居 3.62 827 

。 。 30.4 30.4 4.4 44 11.4 11.4 37.2 37.2 39.4 39.4 12.0 12.0 42.3 42.3 

バターン6 状況.aβ・1 状況傭這βヨ 状況鱒這βヨ ~15t"遜β ・‘ 伏i5l"造β・5 4文況m盗β・6 状況栂盗β7 状況例道β喧

外e綬a 便益配分 便益配分 便益i!分 使益配分 使主主配分 便益配分 使主主配分 使盆配分

空地 。 荷重量 30.4 30.4 空地 。 空地 。 高史 32.0 31.6 il!Jl 31.5 29.2 空地 。 高8. 33.1 30.4 

2 1 ?!地 。 ?!地 。 .f百 24.6 24.6 さ聖地 。 MBf 25.3 25.8 空地 。 量産窃 25.0 22.6 JtBi 25.8 23.8 

3 ?!地 。 空地 。 空地 。 t主広 11 4 11.4 ?!地 。 住居 7.92 10.2 住居 7.1 9.48 住居 3.62 8.27 

。 。 30.4 30.4 24.6 24.6 11.4 11.4 57.4 57.4 39.4 39.4 32.1 32.1 62.5 62.5 

表3-20
(その2)

.。u
・

1¥ターン l 状況鰐盗β9 状況線道β・10 状況締盗β・12 状況鰐造β・12 状況鱒通Eβu 状況縄盗β・14 伏況騎造β15

外Ballll 便益配分 t!益配分 (!;主配分 便益配分 t!益配分 使主主配分 (!益配分

。 •• 5.35 5.12 軍事. ι41 3.91 空地 。 o. 3.10 0.38 ..  1.75 心.35砲事昆 3.4 0.85 軍首. 7.ω l..lO 
2 。 .lJf 5.07 5.29 来a 5.52 3.37 実a 乙29 0.53 3・III 3.04 1.73 ?!治 。 量111 1.76心.17.11 6.80 色.1B

3 。 笠岡自 。 住居 -6.38・1.74住建 .0.4 1.37 住居 ・3.88 0.16 住居 .1.45 0.65 住居・5.75・1.27住居 -1.36 .us 
10.4 10.4 5.54 5.54 1.89 1.89 2.26 2.26 0.3 0.3 心.59 ~.59 13.0 13.0 

パタン2 ~15t"滋β 可 伏況"這β'10 状況線道β・12 伏i5l.aβ・12 状況卿盗β・13 状15t"盗β・14 状況，，=p・15
外OII担陸続 使益配分 便益配分 便益配分 (f益配分 使益配分 (!益配分 便益配分

肩車. 35.3 42.8 薦書! 36.4 41.6 !!地 。 o. 33.1 30.4 o. 31.8 30.3 術祭 33.4 31.5 ... 37.6 s.l 
2 。 .111 24.3 16.8 .lIf 24.7 14.9 重量11' 6.13 4.37 .1膏 6.88 5.57 空地 。 .1曹 5.6 3.68 _5 26.0 l.2..l. 
3 。 ?!lj!J 。 住居 -4.98 .0.33 住居 1 2.i7 住居・之48 1.56 住居 1.35 2.75 住居 -2.95 0.83 住居 5.64 s..os 

59.6 59.6 56.1 56.1 7.13 7.13 37.5 37.5 33.1 33.1 36.1 36.1 69.2 69.2 

バターン3 状況網造β9 状況卿這β'10 伏況例道β・12 状況総盗β'12 状況偶盗β・13 状況線道β・14 状況網盗β・15

~Ølllla 使益 ε分 便益配分 使益配分 便主主配分 (!益配分 便益配分 便益配分

。 湾. 29.3 19.5 演奏 30.4 18.3 空地 。 高. 790 5.18 再軍. ι55 4.45 衛書匪 8.2 5.65 •• 31.6 12.1 
2 .1暗 殺 1 38.9 集積 29.5 37.0 .11' 26.3 27.7 •• 27.0 28.9 ?!地 。 量産Bf 25.8 23.8 集E町 30.8 ~ 
3 。 空地 。 住居 -4.78心.13住居 7.6 b.17 住居 4.12 4.96 住居 0.15 2.25 住居 -4.15 0.33 住居 6.64 ι.lS 

58.4 58.4 55.1 55.1 33.9 33.9 39.1 39.1 6.7 6.7 29.8 29.8 69.0 69.0 

パターン4 状況鱒量Eβヲ 4式首i!"盗β・10 状況卿造β・12 状況"aβ・12 状況鰐盗β・13 状況締途β'14 状況鱒盗P'15

外戚後続 便益配分 便益配分 使益配分 (fU 配分 便益配分 便益£分 !!益配分

..  35.3 35.1 問調l 36.4 33.9 空地 。 制緩 33.1 30.4 l1li. 31.8 30.2 測黛 33.4 31.4 •• 37.6 .1丘..51
2 .5 29.1 29.3 .理! 29.5 27.4 集局 26.3 27.7 .lIf 27.0 28.9 ?!地 。 .8i 25.8 23.8 集』時 30.8 .1斗a
』 。 !!地 。 住居 -4.78心.13住居 7.6 6.17 俊足 4.12 4.96 盆毘 1.35 2.85 住感 -2.95 0.93 住居 6.64 ふiS

64.4 64.4 61.1 61.1 33.9 33.9 64.3 64.3 33.1 33.1 56.2 56.2 750 75.0 
1¥タ ン5 状況"=β9 状況相暗証Eβ・10 状況絢造β・12 状況'時五Eβ・12 伏況鰐造β・13 状況割暗証Eβ・14 状況鰐盗β'15

外郎嬢続 便益配分 便益配分 便益配分 便益配分 使量産配分 便益配分 使U i!分

•• 35.3 ~乙a •• 36.4 41.6 空地 。 荷量I 33.1 30.4 .黛 31.8 29.6 肩車，. 33.4 30.8 海銀 37.6 37.9 

2 。 .lIf 24.3 16.8 ヨ1. 24.1 14.9 実験 21.5 12.0 集.I9f 22.2 13.2 空婚 。 ヨ111 5.6 3ω .1膏 26.0 2Q...3 
3 空調量 。 住居 3.62 8.27 俊足 9.6 .L2Jl 住居 6.12 17.8 住居 8.55 10.7 住居 4.25 8刀 住居 8.64 141 

59.6 59.6 64.7 64.7 31.1 31.1 61.5 61.5 40.3 40.3 43.3 43.3 72.2 72.2 

パターン6 伏dtll量Eβヲ 状dt"盗β・10 伏dtll=β'12 状況網量Eβ・12 伏l5t"aβ・13 4主15tM=β・14 伏dtJl盗β・15

外邸調1ft 便益配分 便益配分 便益£分 (!益配分 (!益配分 使主主配分 使益配分

•• 35_3 35.1 •• 36.4 33.9 空地 。 肩車. 33.1 30.4 E‘'臨 31.8 29.6 再軍軍1 33.4 30.8 ... 37.6 1主』
2 .1野 29.1 29.3 接続 29.5 27.4 ... 26.3 24.5 集聖路 27.0 25.7 空民主 。 .1膏 25.8 23.8 .11 308 氾2

3 空員E 。 住居 3.62 8.27 住居 9.6 114 住居 6.12 10.2 住居 8.55 10.7 住居 4.25 8.73 住居 8.64 比五

644 644 ω.5 69.5 35.9 35.9 “3 66.3 40.3 40.3 63.4 63.4 i7.0 i7.0 
」一一一一ーー
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表3-21 最上位の支配レベルにある状況構造(別払いを考慮する) [土地利用状況別]

(その1) 

土地利用状況 ( 1 ) 

土地利用 商業・商業・商業

パターン l β・15

パターン2 β・15

パターン3 β・15

パターン4 β・15

パターン5 β・10β・12β・15

パターン6 β・15

土地利用状況 (4 ) 

土地利用 商業・業務・商業

パターン l β・15

パターン2 β・15

パターン3 β'15 

パターン4 β・15

パターン5 β・10β・12β・15

パターン6 β・15

土地利用状況 ( 7 ) 

土地利用 費量務・住居・業務

/'¥ターン l β'15 

/'{ターン2 β・15

パターン3 β・15

パターン4 β・15

パターン5 β'10β・12β・15

パターン6 β'15 

土地利用状況 ( 1 0 ) 
土地利用 商業・商業業務

パターン i β'15 

パターン2 β・15

パターン3 β・15

パターン4 β・15

パターン5 β'10β'12β・15

パターン6 β'15 

土地利用状況 ( 1 3) 

土地利用 覇軍海・業務・住居

パターン l β・4β9β・11β・15

パターン2 β・15

パターン3 βヲ β'11β・15

パターン4 βヲ β・11β・15

パターン5 βヲ β・10β・11β・12β'15

パターン6 β・4βヲ β・11β・15

土地利用状況 ( 1 6) 

土地利用 業務・商業・商業

パターン l β・15

パターン2 β'15 

パターン3 β'15 

パターン4 β'15 

パターン5 β・10β・12β・15

パターン6 β・15

(2) 

業務・3実務・業務

β'15 

β'15 

β'15 

β'15 

β'10β・12β・15

β'15 

(5) 

商業・住居・商業

β・15

β・15

β・15

β・15

β・15

β'15 

( 8 ) 
住居・商業・住居

β'15 

β・15

β'15 

β'15 

βヲ β・10β・11β・12β・15

β・15

8・15
β'15 

β・15

β・15

表3-21

(その2)

( 1 1) 

商業・商業・住居

βヲ β'10β・11β・12β'15

β・15

( 1 4 ) 

住居・住居・商業

β・15

β・15

β・IS

β・15

βヲ β'10β・11β・12β・15

β'15 

( 1 7) 

住居・商業・商業

β・15

β・15

β'15 

β・15

βヲ β'10β・11β・12β・15

β'15 

(3 ) 

住居・住居住居

β・15

β・15

β・15

β'15 

β・10β・12β'15

β'15 

( 6 ) 

若草窃・商業・覇軍務

β・15

β'15 

β'15 

β・15

β'10β'12β'15 

β'15 

( 9 ) 
住居-業務・住居

β'15 

β・15

s'15 

β'15 

β9β・10β・11β・12β・15

8・15

( 1 2) 

業務業務・商業

β・15

β'15 

β'15 

β'15 

β'10β・12β・15

β'15 

( 1 5 ) 

住居・住居・業務

|β・lβヨ β・3β・4β'5βヲ β・11β・15

β'15 

β9β'11β'15 

β・15

β9β・10β・11β・12β・15

β'4β9β・11β'15

( 1 8) 

商業・業務・業務

β'15 

β'15 

β'15 

β・15

β・10β・12β・15

β'15 



表3ー 21 
(その3)

土地利用状況 ( 1 9) (20) (2 1 ) 

土地利用 住居・業務・業務 商業・住居・住居 重量郵・住居・住居

パターン i β2β9β'11β・15 β'15 β'1β・2β・3s・4βマ β9β・11β・15
パターン2 β・15 β'15 β・15

"ターン3 β'9 s・11β・15 β・15 βヲ β・11β・15

"ターン4 βヨ 8・11β・13β・15 β・15 β2βヲ β・11β・15

パターン5 β'9 s・10β・11β・12β・15 βヲ β・10β・11β・12β'15 βヲ β・10β・11β・12β・15

パターン6 β2βヲ β・11β・15 β'15 β・2βヲ β・11β'15

、。。。
土地利用状況 (22) (23) (24) 

土地利用 商業・住居・3健務 商業・業努・住居 業務・商業・住居

パターン l β・15 β・15 β9β・11s '15 
パターン2 β・15 β'15 β'15 

パターン3 β・15 β・15 β9β・11β・15

パターン4 β・15 β'15 β9β・11β・15

パターン5 βヲ β・10β'11β・12β・15 s'9 β'10β・11β・12β・15 βヲ β・10βuβ・12β・15

パターン6 β・15 β・15 β9β・11β'15

土地利用状況 (2る) (26) (27) 

土地利用 業務・住居・術祭 住居業務・商業 住居商業-重量務

パターン l β・15 β'15 β9β・11β・15

"ターン2 β・15 β・15 β・15

パターン3 β・15 β・15 β9β・11β・15

"ターン4 β・11s・13β・15 s'11β・13s・15 β・15

"ターン5 β'9 s・10β'11β・12β・15 β'9 s・10β・11β'12s・15 β9β・10β・11β・12β・15

パターン6 β・15 β・15 βヲ β・11s '15 

表3-22 :4土位の支配レベルにある状況縛這(別払いを考慮しない) [土地利用状況別]

(その1) 

土地利用状況 ( 1 ) (2) (3 ) 

土地利用 高富男1，海_，編集 .，野・.，事・ヨu野 住居・住居・住居

パターン l β・15 β1 β'15 

パターン2 β百 β・15 β・15

パターン3 β・15 β'15 β・15

パターン4 β・15 β・15 β・15

パターン5 β1 β・15 β・15

パターン6 β1 β'15 β・15

-

市

町

市

w

・

ニヒ貫主利用状況 (4 ) (る} (6) 

土地利用 通..・3覧車時・褐型車 E奇策・住居・高草案 '陸自持・商事1，ヨ1M

I~タン l 13'15 β・1β宮 β3β・4βち βヲ β・IIβ・13β・15β・15

バターン2 β百 β9β1 β'15 

パターン3 β'15 β3βヲ β・II;3'15 β'15 

パターン4 β・15 β'3 s '9β・I1β・15 β'15 

パターンる β・15 βヲ β・11β・15 β・15

パターン6 β'15 β1βヲ β・11β'15 β・15

土地利用状況 (7) (8) (9) 

土地利用 .l!f'住居・11M 笠Z量・褐_，を:!:F.量 住居・!1M，住居

1¥ターン i β1β2β'3 s・4β・6βヲ β・11β・13β1 β・15 β・13β・15

バターン2 β9β1 β'15 β・13β'15

パターン3 βヲ β9β・11β'15 β'15 β'15 

パターン4 βヨ β9β・11β'15 β'15 β・13β1

パターン5 βヲ β'11β・15 β・15 β'13β・15

パターン6 βヲ βヲ β・11β1 a・15 β・13β'15



表 3-22

(その2)

土地利用状況 ( 1 0) ( 1 1) ( 1 2) 

土地利用 ~.'~. ' 1I~時 商業・商業・住居 重量穆・JU!嘗・肩車重量
パターン l β'15 β・1 s7. β3β・4β'5βヲ β・11β・15 β'15 

1'¥ターン2 β'15 β・15 β'15 

パターン3 n・15 B・Ils・15 β・15

パターン4 β・15 β'11β'15 β'15 

パターン5 β・15 β・4β'11β・15 β・15

，'¥ターン6 B・15 β・4β'11β'15 β'15 

土地利用状況 ( 1 3) ( 1 4 ) ( 1 5) 

土地利用 III苦・14f揮・住居 住居・住居・商重量 住居・住居・業務

パターン l β・1β宮 β3β・4β・5β9β1 βヲ β・15 β9β・15

パターン2 β・15 βヲ β・15 β9β・15

パターン3 β・11β'15 βヲ β・15 βヲ β・15

パターン4 β・11β・15 βヲ β'15 β'9 /3 '15 

，'¥ターン5 β・4β・11β・13β'15 βヲ β'15 βヲ β・15

パターン6 β・4β・11β・13β'15 β9β・15 β9β・15

-戸()。，

主地利用状況 (l6) ( 1 7) ( 1 8) 

土地利用 .f括・商業・商業 住居・商業，商業 高音楽祭主持量産務

パターン I β'15 3・lβ2β・3β・4β7βヲ β・11β'15 β1 

パターン2 β・15 β宮 β9β'15 β'15 

パターン3 β1 βヲ β・15 β・15

パターン4 β・15 β2βヲ β'15 β'15 

パターンS β・15 9官 β9β'15 β'15 

パターン6 β・15 β2β9β・15 β・15

表 3-22

(その3)

土地利用状況 ( 1 9) (20) ( 2 1 ) 
土地利用 住怠・.ll時・.l!事 商業・住居・住居 1111，住居・住居
パターンi β'1β2β3β・4β7β・11β1 s'11 s・15 βuβ・15
パターン2 β2βヲ βuβ'15 β'15 β・15
パターン3 βヲ β1 β・11β百 β・11β百
パターン4 β2βヲ β・13β1 β・11β'15 β・11β'15
パターン5 β2βヲ β・13β・15 β・11β・15 β・11β百
パターン6 β2βヲ β・13β・15 β・11β'15 β・11β・15

土地利用状況 (22) (23) (24) 
主治利用 肩車重量・住居・型軽修 重量lI'lIl!持・住居 Jlll旨・書lill'住居
パターンi β・lβヨ βヲ β・4β・6βヲ β11β・13β・15β・Iβ'2 s'3 β・4β'5β9β1 β・1β2βヨ β・4β・5βヲ β・11β1
パターン2 βヲ β1 β'15 β・15
パターン3 βヲ βヲ β・11β百 β・11β・15 β・11β・15
パターン4 βヲ βヲ β・11β・15 β'11β・15 β・11β・15
パターン5 βヲ β11β・15 β・4β・11β・15 β・4β・11β・15
パターン6 β'3βヲ β・11β'15 β・4s'II β・15 β'4β・11β百

-一(){'

土地利用状況 (25) (26) (27) 
土地利用 III買・4主15'if電車E 住居・業務・商業 住居・荷量産・実感
バターン l β1β官 βヲ β・4βち β9β'11β・13β・15β・lβ2β3β・4β7β・11β・15 β・lβ官 β・3β・4β7βヲ β・11β・15
，'¥タン2 βヲ β・15 βコβ9β・15 β宮 βヲ β・15
パタン3 β'3β9β・11β・15 β9β1 s、9・15
，¥タン4 s'3 βヲ β'11β1 β2βヲ β・15 β2β9β・15
パターン5 βヲ β・11β・15 β2β9β・15 β2β9β百
パターン6 β3βヲ β・11β・15 βヨ β9β・15 β2βヲ β・15



[外部後続パターン別]At上位の支配レベルにある状況将軍遺(別払いを考慮する)

(その 1) 
表3-23

土地利用状況 土地利用 パターン l I~タン2 パタン3

(1) 肩車.'jI軍.'高.β・15 9・15 β'15 

(2) .11'.11.&11 β15 β・15 β・15

(3) 住居・住居・住居 β15 n・15 β・15

(4) 商事.，&11・扇1IIβ15 β・15 β・15

{る) 肩車lII'住居・o.ll寵 β'15 β'15 β'15 

(6) 1II1野・樹祭・&1野s15 β'15 β'IS 

(7) 集局・住居・&1野 β'1S 』‘~

β'15 ^ 巴巳 β'IS 
、.

Lι~~ _.:.. 
一ー

(8) 住居・高実・鐙怨 β百 P'I a・IS
(9) 住居 .11・住居 β1.5 β'15 β'IS 

(l0) 事li.iIIi.・.!括 β・15 β・IS β'15 

( 1 1) 商.・諸.住居 β'15 β'15 β・15

(l2) .1野'.11'肩車. β・15 β・15 β'15 

( 1 3) .f野'.11'住居 β・4β9β可1β'L5 β・15 βヲ β11β可5

(14 ) 住居・住居・縞.β吐5 β'15 ~ -・ h・ β・15

( 1 5) 住居・住居'lIf膏 βtβヨ β3β%β・5βヲ β'11β'15β'15 ." βヲ β'Uβτ5

( 1 6) .f野'j百.'i1置.β15 β・15 β'15 

( 1 7) 住居・溺.，o.β吐5 β'15 β15 

(l8) 再着実'.11'.1百 β・15 β'15 β・15

( 1 9) 住居'1I5'.l膏 β吃 βヲ β・IIβ・15 {J'15 βヲ β11β・15

(20) 産車袋・住居・住居 β・15 β'15 β‘15 

(2 1 ) .f再・住居・住居 β守 β2βヲ β'4βワ βヲ β・11β・15日・15 βヲ β'11β1

(22) 商事量・住居・雪量麟 βヨ5 β'15 β吐
" 

(23) 商事!'JUJf'住A β'15 β'15 β'15 

(24) .11・積雪量・住居 βヲ β'11β15 β1 βヲ β'11β15

(25) 型車lJf・住居・再ti.β15， β'15 ， β百

(26) 住居・2塵E時・iUi:&β可5 β'15 β・15

(27) 住居 ・薦~ ・ ~f耳 βヲ β11β・15 β'15 βヲ β11β恒

-
-
O
M
-

※網録けは別払いを考rLrすることで最上位の支配レベルにある状況停車盗が変わっている場面を示す

表3-23
(その2)

主治利用状況 土地利用 I~タン 4 I~タン 5 パターン6

( 1 ) 蘭.'高.，jI車重量 a・15 β'10 snzβ官 ー、 β'15 

(2) .5，.l野・.11P15 β吐os，12.β・15 β・15

(3) 住居・住居・住Z苦 β15 β'10>β:喧'lJ'lm.s 持 β'15 

(4 ) 高.，.5，高5.β15 β'lQ.β官るβ'l5 β'15 

( 5) 蘭.・住居・荷量Eβ、5 β江5 β'15 -_.司司 曹司司1冒・ ~~ 

(6) .1野・商.'.1膏 β'15 β'l{)β・12P可5 ‘話 β・15

(7) .Bf・住居・.5β'lS ， β'10 {J'JZβ15 β・15

(8) 住居・碕.'住居 β'15 βヲ β'10β11β官 β'15 β'15 

(9 ) 住居・.5，住居 β・15 βヲ β官。β11β'12β'15
， 

β'15' ヘー
( 1 0) 声高.・碕.'貧弱 β'15 β'10β'12'β15 曲 ' 目 β百

(1 1) 商事_，肩車線・住居 β・15 βヲ βτoβ'llβ12β官 ，、也、...・、..且 β可5 .. 、‘

(l2) .11・貧11，..β15 β'lO fI"官 βM β・15

( 1 3) .5，.1野・住居 s":1β'11β羽 βヲ β10β')1βuβ'15 fJ‘4β'9s・ltβ'15 -且- "富島『再

( 14) 住居・住居・高.β宮5 ， 
可. βヲ βτeβ可Eβ'l2β15 β甘 司

( 1 5) 住居・住居，.11β'15 盲旬 βちt/1'10.β可lβ・'12β・15 β当 βヲ β可Tβ・15

( 1 6) lIIl野・碕.'簡集 β15 β'lQ.'fj官 β~'l5 β・IS
( 1 7) 住m，面画祭・肩車.β15 ~ β宅担、 β芳守β~l "β '1.2β 'lS β'15 1 三.

( 1 8) 蘭.'.11'.1野 β'15 β吐0β怯 β日 ~ 岨>， β15 

( 1 9) 住居・.5'.11 βを βτ1βuβ'15 β9βτ0'β・μβ可2β'lS ， ミさも βな βヲ β'11βq

(20) 重量.・佳m'住居 β、E β司Pβ"10/1'11β・12β'15 β'15 

(2 1 ) 1II5・住居・住居 fJ可Zβ9β可1β官 .、. βヲ β10β唖1β1.2β'15 β2β9β'11β・15

(22) ilU健・住思・.111J'l5 βヲ β・10.fJ'11β1.2β'15 β'15 

(23) 碕.・.窃・佳局 β吐5 βヲ {r'10β11β・12.fJ'15 β・15 ， 

(24) .1野・蘭.'住居 βき言、β'11β15 再再・曹弔電 ..舟

、， βヲ .fJ"HI"β11βuβ'15 βヲ β'}1β'15

(25) .11・住居・高5.β'11、βqヨβ'15 ・h ヂ β9β'l(}β'11β'12β'15 β・15 ~ 

(26) 住居・.1野・題.，8 '11βτ3β・IS βヲ β'10.β'11β可2βヨ5 β可5 ーV 

(27) 住居潤.・lIlJfβ・15 βヲ β'10βヨlβ・12β'15 βヲ β11β百

-
-ou
・

※mt詩けは別払いを考慮することで最上位の支配レベルにある状況停車道か1変わっている場面を示す



[外o綬統パターン別]

ニtl$~lm伏況 主地~周 パタン l ，'¥タン2 パタン3
( 1 ) 両面.・粛..碕豊島 /1 '15 /1 '15 β・15
(2 ) .5..5'.8f β・15 β・15 β15 
(3 ) 住居・佳局・住居 β15 β15 β・15
(4) ...)直君臨・置.. β15 β・15 β・15
(5 ) ...住居・..β1β2βヲ β・4β・6β'9β可1β'lJβ"15βヲβ・1ヨ βヨβ'β"11β・15
(6 ) 3瞳E膏・高豊富・.8fβ15 β'15 β'15 
(7) .e町・住居・.8fβ'1 /1'2.β・3βwβち βヲ β"11β13β・1 a、β・15 βて3β9β'11β'15
(8) 住居....住居 β15 β・15 β'15 
(9 ) 住居・.l膏・住A!iβ"13β15 β13 /1'15 β15 
( 1 0) ~. ....Jl5 β15 β'15 β15 
( 1 1 ) 再軍..鴻ヨ1.住居 β'1β宮 β3β河 ・β's βヲ β"11.β'15 β'15 β'"11/115 
( 1 2) .lJf..5... β・15 β'15 β'15 
( 1 3) .5..5.住居 仰向 βヲ /t'4 β・3βヲβm β・15 t門1β'15
( 14) 住居.a;:感・湾.βヲβ'lS βヲ β也 β'9β'15 . 
(l5) 住居・住居..!町 βヲβ'15 β、、β"15 _"守 β?β'15 

r~'-，，'且~~ .' ~ 

( 1 6) .Bf.潤.'蘭2曜β15 β・15 β15 
(l 7) 佳居・再軍』瞳・..β1β2βヲ β・4βマ β'9βτ1β15 βてZβ9β'15 βヲβ'15
(18) 肩書鍵・Jll野・Z瞳t膏β15 β'15 β15 
( 19) 住Z邑・.5..5β'1 βそZβ3β2・β?β'11β15 βてZβ9β'13β1き β?β'15 
(20) .J瞳・住居・住居11'll.，{J、色、 β・15 p::n {J・15 今

(2 1 ) I.~耳・住居・住居 β11β15 旬 β・15 11'11β吐5 .， 
(22) ...住居・Jlf野 β可 /t'2 βヨ β~β'6 β'9 β・'u f!"13β15 βヲβu β9βヲβ11β15 γ 

(23) ..・2瞳Bf.住居 a、1/t'2 /1、 11¥‘宮、古露、 s・15 β'15 β'11β'15 
(24) .t耳・衝突・住居 F・1 書、担、 s ・~ Ii量、 p、 g・11(J'l5 β・15 β11β15 
(25) .f買・住居・繭費量 β'1 f!・2β'3 β'4β・6βヲ β可1β・13β15β'9 P'IS 

ーー
βラ β9β'11β'15

(26) 住居.Jll事・高重量直 p'1 βヨβヨβwβマβ'11β百 β2β9β'15 β9β・15
(27) 住居..重量・JlIIβ1βてEβ・3βヨ βマP'9β'11β'15 β"l β9β'15 βヲβ'15

.ft上位の支配レベルにある状況鋳造 (別払いを考慮しない)

(その1) 
表3-24

--oh
骨・

*網鋳けは別払いを考慮することで最上位の支配レベルにある状況僑透か交わっている場面を示す

表 3-24

(その2)

j:地利用状況 主治利用 パタン4 "タンる "タン6

(1) 高.. ~百..肩車. β'15 β15 β'15 

(2) .8f'猿lI'.8fβ・15 β'tS β'15 

(3) 住居・住居・住居 β15 β官
‘_'  

β・15

(4) 簡易1.耳障E耳・南署.β'15 β'ls. " β・15

{五) 濁.・住居...β・3β9β'11β・15 ， .. 、， 、 βY'"β'lLβ'15 四- . βヨ/tヲβ"11β'15
( 6) .fI置・置1i...8fβ15 β'lS β15 

(7 ) JlII.住居・.f再 βヨβ9β11β'15 βヲ β11β'15 β3βヲ仰1β百

(8) 住居・酒重量・住居 β'15 P'1S' β15 

( 9) 住怨・.l!高・佳辰 B・1311・IS .凶 β'11β・15 ト . ・， β'13β・15

( 1 0) 高..覇軍...5β'15 β'lS β'15 

(l 1) 扇』鹿・蘭.'住居 β司1β・15 !t'4β"11β'15 
、

βwβ'11β'15 

( 1 2) Jl8f'.l膏・調11.β'15 β、s β・15

( 1 3) .1野・鍵E耳・住居 β'11β'1S βて‘きP，'u!t、.311'15 〉事官、，_ β'<(β'11β'1Jβ'15 

( 1 ，，) 俊足・住居・蘭舞 βヲβ15 βを守R・.15 .，.~.... !-‘ β'9 f!'lS 
( 1 5) 住居・住窓・象5β事 β吐5 p'9'β'lS 

問 ・凶‘・" 11'9β'15 
( 1 6) .1I.jI草案・覇軍.β'15 β・ts: β・IS

( 1 7) 住居......βヨβ?β・IS 117.βヲβ・15 {J7. IJ、a・15
(18) 情.-.l膏・.5β'1$ β宝5‘ β'15 

( 1 9 ) 住居・.Bf-.1IβてZβ9β13β'15. βa主P-'9β'13{J'I'J ' β~:'2 β'9 β'13β吐5 、叫 、"，

(20) 耐震・住居・住居 β'1lβ百 β・UI1可5 p、11/J、s
(2 1 ) .11-住居・住居 β11β'1S β"11β'15 β'11β'15 ・司・ー
(22) ...・住居・.1Iβヨβヲβ・uβ・15 βヲ β・'uβ15

'・
βヨβ9β11β'lS 【司，

(23) 百11.・.l量・住..(!β'11β'15 β町通 β'11 β '1S ~A ' .~，・ v 守、 β当 β'11β'15 園、戸

(2" ) Jlll-jIi量.-住居 β・11β・15 p~ β11β1 β・4β・11β・u

(25) JlBf・住思・.JIβヨβ9β・11β・15 βヲ β'11β・IS βヲ βヲβ11β'15

【26) 佳足 .Bf-.JIβTβ"9β・15 β2β9β'15 β'2.βヲβ15

(27) 包Jd'磁裏・3量5βτβヲβ'15 !t7.β守 β'15 βてEβヲPβ'lS

-
}
(
}
u

・

※綱鈴けは.sq払いを考慮することで患上位の支配レベJレにある状況祖母遥か変わっている場面を示す



3. 5 結語

開発地区では都市活動の活動環境が向上し、ゆとりある空開設計などアメニ

ティーへの配慣がなされる。他方、交通渋滞の発生等の都市拠点開発による弊害

もある。こういった弊害を可能な限り抑制し、また軽減させることは行政の責務

である。そのためには行政にとっての計画情報として事業計画や、参加する地権

者の構成を知ることが不可欠であるといえる。しかし大規模な開発事業ではその

構想策定の過程における参加主体の構成は不安定であり、かっこの過程を外部か

ら観察することが容易ではない。

そこで線数の地権者が開発の実行・協同化の是非を相互的に決定するプロセス

を協力ゲーム理論を用いてモデル化し、様々な開発地区の状況を想定した分析を

行うことによって、地編者らによる協同体制の形成過程の基本的な構造的性質を

調べた。結果として、それぞれの地権者が協同化メリットを求めようとするもの

の、提携構造聞にあるメリットの大小較差によって、地権者のおかれた状況次第

では一部の地権者のみによる提携関係が形成されうることを示すことができた。

本経の研究における問題点、および今後の課題について整理する。

1)環境条件を決定づける種々の要因の評価値は、実際にはその評価方法が確立

されておらず、計画主体がそれらをどう捉えているかも不明である。これに関し

ては今後の研究に期待するものである。

2)支配的状況情造が判明しない場合(用途の組合せ、道路接続位置)も多く存

在する。これは、開発の前提となる協同体制の形成過程に不安定さを擁する地区

例であると解釈できる。現実にはさらに支配的状況構造を限定するような地借者

の行動規範があるかもしれない。この点について今後、調査 ・検討を進めること

としたい。

3)開発地区で行われる各用途や、開発地区の特性などが結果に与える影響が考

察されたが、これをうけて行政がどのような具体的政策をとるべきかの考察は

行っていない。これには公共政策の観点から広範な議論が必要となろう。
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第4章地区空間再編過程の協調化に関するモデル論的研究

4. 1 概説

地区の基本的な空間情成はひとたび生成されると容易に変更されない。施設が

織りなす地区の空間情成はそれ自体が社会資本である。それゆえ行政は地区の空

間構成を決定づけるような開発事業に対して適切な指示・誘導を行う責務がある。

また民間開発と公共による道路等の都市基盤施設の聞には機能上、配置よの有機

的な連関を可能とするために、両計画聞の調整が求められ、特に過密する都心部

では f建築物整備と一体となった土地区画整理事業jりなどといった地区を面的

に整備するための事業制度の適用が有効となる場合が多い。このような施般計画

聞の嗣整について昨今、公共と民間および複数の民間主体がパートナーシップ

(協調関係)をもつことの意義が認識されてきており2)3)、再開発地区計画制度4)

の設立などによって私的開発と碁盤施設整備の協調的な運営に積極的に対応しよ

うとしている。また都市拠点開発ではしばしば地権者らが開発協椛会5)を設悶し、

調整の場をもつことにより各地権者の意図が相反するまま計岡が進展することの

ないように努めている。

前取では、開発地医のヤ而的な情成を決定づける開発に参加する地権者の情成

の決定プロセスを取りヒげた。木市では、参加地権者の構成、すなわち開発地区

(の輪郭)が特定された後、各市・問主体がその限定された空間l内の施設配併構成

を決定していくプロセスを対象として取り仁げる。ここでいう計画主体とは、第

3献で取り上げたプロセスを耗て特定された、開発を主体的に行う地格者と、こ

れに対して基熊施設幣備や地院雫問の秩序化等について指導・誘i厚を与える行政

である。

限定された地区空間にいかなる空間情成が生成されるかは開発に参加する計問

主体の都市空間の質に対する理想の高さにもよるが、その実現可能性は、野村が

いう空間生成のプロセス6)において参加主体が計画をいかに協劇的に進めるかに

も左右されると考える。しかし、例々の主体が協調するということの意義を不知

していても、適切な場面での窓思疎通が十分でないために結果的に個別の施設整

備のIfl画が進展する可能性がある。また主体問の関係を規定する事業制度の具体

的内容、慣行的な手続き、空間利用上の制約などが主体問の協調性の意義を無に

してしまう可能性も卜分にある。
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この問題は、第 l~に迩べた手順コンフリクト問題のー揮であると受けとめら

れる。すなわち、空間利mdl'画の策定において、その利用の対象となる空間とい

う資源の競合(資源コンフリクト)とともに、その空間を利用することの決定権

の行使の順序をめぐるコンフリクトが生じる。後者は、空間利用の決定を後にす

る(された)者が選択の白甘11立を狭められることによって満足の得られる決定が

行えないことが問題として起こりうる。簡単な例として、計画に参加する主体α

と主体pに、ある限定された空間について利用方法aと利用方法bの2種類の選

択肢が与えられているときに、主体αが先行して選択肢aを選択すれば主体pは

選択肢bしか選べなくなるものとする。主体aにとってはaでも bでもそれによ

る利得は等価であるのに対して、主体Fはaを選べばより高い利得が符られる場
合に、この選択の順序には問題があったといえる。当事者らが選択の順序を陽に

取り合っているのではなくても、これは岡4ー1のように両者の聞で便先して資

源を選択する権利(上述の決定権)を取り合う現象として説明できる。

主体。の

決定織[有l

選択肢aを
選択{完了l

決定撤{選択可能l

主体Fの
決定律{有]

関tj- 1 手順コンフリクト問題

図4-1のモデルは、資源コンフリクト問題(第2市のコンフリクトの基本構

造(国2-3)に同じ)と決定棋の取り合いとで2階悠ての構造になっている。

同織に一つのトークンにより示される I資源Jと「決定権jの本質的な違いは、
資源の利用は基本的に 1回限りであるのに対して、決定という行為は反復可能で

あり、トークンにより示される決定権は再行使できることである。すなわち、決

定が好ましいものでなければ"やり直す"ことが可能である。手順コンフリクト

の関係にある主体問で、この問題を解決する一つの万法として「やり直し(以下

では「再選択の手順jと時・ぷ)Jを認めるということが与えられる。このように
結果の改善のためには必要に応じて手順のやり直しを認めることを著書加する主体

らが許容する計画こそが、近年いわれる「協調性jの本質を取り込んでいる計画

であると考える。
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「再選択Jは日常生活の中では容易に行われている。しかし制度化された社会、
組織と日常生活との聞ではこの「再選択jの実現可能性に非常な隔たりがあるも

のと思われる。行動焼純を異にし、相互に相手の思惑を理解できているとはいえ

ない主体の問では、ひとたび決めた事項を取り消すには、その後の結果の実現に

対するリスクへの保証が必要となる。そのために社会的信用や金銭契約が担保に

されることがある。都市拠点開発では、地権者が多くの場合、大規模開発を行う

ための経済上、技術上の能力をもっ主体であること(という信用)がこの「再選

択jを行うことのリスクを保証するものとなっているといえよう。

本市では、以上に述べた(よい結果をもたらすために) r再選択Jを認める計
画策定のプロセスを「協調的な計画過程jであるとし、まず手順コンフリクト問

題をはらんでおり、協調的ではない一般的な計画過程をモデル化し、これを協調

的なものへと作り変える。モデJレ化の方法としては、地区規慌の空間再編過程を

複数の特定主体による施設整備に閲する「決定」の積み上げのプロセスとして提

える。それは不可逆的かつ並進的に展開するダイナミヅクなものとなりうる。こ

のプロセスの記述にペトリネット理論7)を用いる。次いでペトリネット理論の

「可逮性Jr活性j等の概念をmいて協調的な地区空間再編過程の設計を試みる。
これによって手順コンフリクト問題の調整)i式として「再選択の手順jを加える

ことの意義を主張する。

". 2では、複数の主体が開発地区内において施設の配置箇所を決定する計画

過程のモデル化について検討し、モデル化にペトリネット理論の適用を試みる。

そしてモデルケース地院を対象として、一般的な計画過程を去すペトリネットを

設計する。民間地権苫間のコンフリクトと民間主体と公共主体の聞のコンフリク

トが同僚に取り扱われることを示すことを目的として、 2人の地椛者が協同して

開発を行う計画をもっており、これに行政が関守・するようなモデルケースを取り

上げる。

". 3では、t1. 2で設計したペトリネットに対して、複数の主体が互いに計

画目的を低下させることなく完了することのできるような計画過程へと改善する

ことを試みる。そしてペトリネットにおける計間過程の協制性に関する検SiEを行

稗を経て得られたことを説明する。

1. 5では、本研究をとりまとめるとともに今後の謀題について述べる。

4. 2 ペトリネットによる地区空間再編過程のモデル化

つ。

". "では、地区空間再編過程に関して". 2、". 3で件られた知見に対す

る事例分析を行う。事例として、天満橋1丁目再開発地区計開を用いる。これは

実際には 1人の民間地権者と行政が協調的に計画を進めていた事例であるが、こ

こではまず事例地区における仮想上の非協調的な計画過程をペトリネットモデル

として表現し、それから事例地区を対象とした協調的な宮|・甑過程をペトリネット

モデルにより示す。このようにして現況の開発地区の空間構成が協調的な計画過

4.2.1 複数主体による地区空間再編過符

空間構成はいかにして生成されるか。 ttt体の建築物から都市空間に至るまで空

間の質の評価については建築争、景観工学などの研究課題として取り上げられて

いるR問。また最適配置計画論10)では施設機能の効率性を評価し、股適化手法を

用いて平面上の配置構成のあり方を検討している。しかし地区規慌の空間に限定

すると空間構成が決定される剖・画のプロセスを取り上げた研究11)は非常に少ない。

そしてプロセスに関与する被数の主体を明示的に取り扱った研究12)13)はさらに

少ない。

埋立地や造成地のように唯一主体が総合的に空間構成を決めることができる場

合を除けば、一般の空間再編のプロセスでは様々な主体が施設の形態や配置に関

する意思決定を行っており、その聞で調整を図る必要がある。もちろん都市規棋

になると主体があまりにも多数かつ多織で空間構成に対して同一の場で閥整が図

られる可能性は低い。これに対して地区規慌の空間では数祉の地権者と基盤整備

を行う自治体や各種の公説法人といったかなり特定された主体の聞の空間利用上

の相互干渉を無視することができない。

行政は地区とその周辺を合む広域的な視点から道路等の基盤施設を整備し、他

方で民間主体は開発地区としての空間構成の質を向上させようとする。しかしな

がら各施設の整備計画は計阿主体が異なるため必ずしも同時に進行しない。それ

ゆえ空間再編の展開として懐数のシナリオが想定される。

例えぱ、当該地区にまたがる道路の整備が私有施設の建築に先行すると、整備

した道路が地区内の歩行者動線や景観の連続性に対して動かし難い制約を強いか

ねない。逆に道路を整備する行政の意図と無関係に民間の開発計画が進められる

と地区内外にわたる空間嶋成や交通の処理が適切に行えなくなる。

複数の主体が同じ場で施政の配置を計画すると土地という資源を獲得しあう形

でコンフリクトが顕在化する。このようにして顕在化した資源コンフリクトを調

整するには双方または一方が妥協する、すなわち計画目的の達成を後退させるし

かない。資源コンフリクト問題を公平に鯛整する方法については第5積以下で用

いるゲーム論的なアプローチが有効である。

しかしコンフリクトが顕在化する前であれば、異なる形でコンフリクトにある
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主体問の関係を未然に調整することができる。一般に主体が施設の配置を計画す

るプロセスは次のようであると考えられる。主体は社会的・経済的な行動目的を

もち、その目的の実現のためにある機能をもっ施設を地区に供給することが必要

と考える。そしてその機能を卜分に発揮させるために適切な箇所に施設を配置す

ることを求める。ただし、配置箇所の適切性はそれほど厳しいものではない。例

えば地区内外の接続性の視点からの道路の適切さは、およそ地区の2地点開を結

びさえすれば十分満たされるといえる。すなわち一人の主体による施設の配置閉

所の選択には多様性が認められる。

よって複数の計阿が並進する過程において、各決定の順序に関する不整合を正

しさえすれば、多機な代替案を持つ主体が選択を変更することによって利害対立

が回避される場合がある。このような配置箇所の再選択を含む計画閣の調整とい

うプロセスもまた空間再編の一つの手順と受け止められる。

以下では、上述のような施設配置構成が決定されるプロセスを明確に記述する

万法について検討する。

4.2.2 配置箇所決定過程のモデル化

主体は、床の供給、交通環境の整備といった社会的な目的を実現するためにピ

ルや道路等の施設の供給が必要と考える。施設には何らかの機能が付与されてい

るが、その機能を十分に発jiJiするためには適切な箇所に施設を配置することが必

要となる。他方、開発地区という限定された空間に条件を満たす土地がなければ

施設を配悶することができない。

すなわち、主体が施設の配間箇所を決定する過程は、施設の配置箇所に関する

吏什とその要件を満たす地点が利用可能であるという条件の両方が揃つてはじめ

て進展することが可能となる。さらにある施設が配置された箇所は、後続して検

討される施設の配置計画にとっては利用不可能な地点となる。したがって後続の

施設の配償計画にとっては前提条件が揃わないため決定を行うことができないの

表4-) 事例にみる施設配慨に関する要件

~備及び開発に関する方針{文前) 』事股要件

-不it形な交差点情遣の箆形ftを図ることにより当地区への自動rtt -交差点の形態・位置
アクセスを改普するとともに地区内交通も円滑に処理できるよう巡 -道路の位置

路空事を適切に配置し、周辺術院を含めた良好な空間の形成を図る .fI辺との*銭関係

-開発によって生じる業務、商業、宿泊関係の自動IJ動線と住宅問 -土地利用の区分

係の自動車動車車を分緩することにより周辺街区への影響を考慮した -道路の位置

適切な交通処理を19う
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表4-)には、施設配置に閲する要件の具体例として、大阪市の「天満橋 1丁

目地区再開発計画J14)にある f区成のf整備および開発に関する方針jの一部を法
粋し、例示しである。

きて、配煙筒所の「決定Jという行為を一つの事象とみなすことにする。さら
に、 一つの決定という事象が後続の別の決定という事象の生起に対して前提条件

となって影都を与えると考える。配置問所の決定過程を把熔するにはこのように

複数の事象の時間的な順序関係に厄日すればよいといえる。

このような事象駆動的な並進過程の表現手法としてペトリネット理論が有用で

ある。複数の主体が胞設配置構成を決定していく不可逆な過程は、個々の主体が

並進して削画の決定という事象を生起させていく過程として捉えられる。

さて、 一つの「決定jには耶前にいくつかの前提条件を必要とし、それが全て

充足されると「決定Jがなされ、それは複数の結果の中のいずれか一つを残す。

常者らは、このような前後に変化を生み出す動的事象としての「決定Jの過程を
モデル化するにはペトリネットが有用であることに着目する。

ペトリネットは、 トランジションとプレースと呼ばれる 2種類のノードの集合

とそれらの問の有向アークの集合で定持される 2部グラフである。一般にトラン

ジションは正万形で示され、プレースは円形で示される。トランジションは事象

の生起を表し、プレースは事象生起に関するシステムの条件を表現する。黒丸で

示すトークンをプレ}スに配間することによりプレースに対応する条件の成立を

表す。あるトランジションが示す事象が生起するとき、 トランジシヨンの前のプ

レース(入力プレース)からトークンを取り除き、後のプレース (lli力プレース)

に新たにトークンをおく。一般のペトリネットでは、入力プレースの全てにトー

クンがある時にそのトランジシヨンが示す事象が生起可能であるとしている。図

1はペトリネットを用いて「決定jが生起するプロセスを表現したものである。

木研究ではこの点に着目してモデル化を行う。動的な過程を一つのシステムとし

て見た場合、まさしく事象が生起してシステムの状態が推移する側面と、事象の

生起に限定を与えるシステムの静的な側而とに分けることができる。

ペトリネットでは、静的な側面については一種のグラフ榊造として表現される。

(図4ー2参照) グラフ榊造のノードとして円形で示す「プレースJと正方形
で示す「トランジションjとがある。トランジションは f事象jを表し、プレー

スはシステムの中のある要素のおかれた「状態jを表す。

動的な側面については黒球で示す「トークンjの生起・消滅によって表現され

る。トランジションにおいて事象が生起すると、 トランジションの前のプレース

のトークンを消し、後のプレースにトークンを入れる。事象が生起することをペ

トリネットでは「事象が生起するJという。図4-2に示すペトリネットでは、
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決定という事象が左図から右閃に遷移することによって表現される。

なお f過程jとは本来であればトークンの生起・消滅によって示される動的な

ものであるが、場合によってペトリネットの静的側而を表現するグラフ構造を

「過程jと呼ぶ場合があることを断っておく。

またトランジションが後にあるプレースを「入力プレースJ、前にあるプレー
スを「出力プレースJと呼ぶ。プロセスの初期状態を去すトークンの分布を「初
期マーキングJといい、 !iJ遣すべき状態を表すトークンの分布を「目諜マーキン

グjという。

トランジションの事象が生起は以下の2つの規則に従う。

i) トランジションが r~象が生起可能J でなければならない。トランジションの

全ての入))プレースにトークンがあるとき、事象が生起可能となる。

i i) トランジションが~象が生起すると、その入力プレースからトークンを取り除

き、新しいト}クンを生成して、それを出力ブレ}スにおく。

配置築 地点 配置2農 地点
{提示1--1利用可能1 ( )--(利用可能l
'(i)⑥， '() n' 
I I ， ，...，門 l
， 'W r決定)(事象。 ~ ， 

配置決定( JO_ __~ 配置決定[完了)(乱 -J
( 1内はトークンがある場合を説明している

関-1 2 配置筒所の決定過程の記注

4.2.3 複数主体による配同情成決定過程のモデル化

次に複数主体による配問榊成の決定過程の記述例を示す。図-1-3に示す配置

榊成の決定過程では主体 Iによる施設Iの配置計画と主体11による施設"の配悶肝

聞の問で、地点八という上地資源の獲得において「競合Jが生じている。仮に施
設 Iの方が先行して地点Aを獲得した場合には施設11は配置する箇所を失う。す

なわち図-1-3のトランジション2は事象が生起できない。このような状況を

「デッドロックjという。一般に f鈍合jをもっペトリネットでは初期マーキン

グから目標マーキングに到るまでに各トランジションが事象が生起する順序のパ

ターンは決まっていない。施設nが先行することもあるが、やはりその場合も
デッドロックが起こる。要するに図-1-3の状況では両施設の配置をともに完了

させることができない。
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なお以下に掲載するペトリネットの図は全て初期マーキングの一例を示すもの

である。

配置決定I

図-1-3 配陛箇所の決定カ句I遼でない過程

配置決定{

図-1--1 配置筒所の決定が可達な;~WE

表-1-2 デッドロックと可達性および活性

回線マーキング

可逮性 活性

デッドロック t全く起こらない 。 。
1起こることがある 。 × 

;必ず起こる × × 

ペトリネットを利用する目的は動的システムを記述することだけではない。設

計したモデルを解析することによりシステムの種々の性質を明らかにすることが

できる。システムに問題があればペトリネットを再設計することにより現実のシ

ステムの改苦に示唆を与えることができる。

図-1-4のペトリネットでは、施設11は地点A、地点Bのどちらを選択しでも

よいことを表現している。このペトリネットでは、もしも施設Jlが地点Bを選択

すれば、両施設の配置が完了した状態を表す目標マーキングへ到遣する。このよ
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うに目標マーキングに到達する場合もあれば、到達しない場合もあるような状況

を「可達Jという。また初期マーキングからいかなる事象が生起の仕方によって
も目標マーキングに必ず到達することを f活性Jという。表4-2にデッドロッ
クと可達性及び活性の関係についてまとめた。

可達性や活性を検証するには、①行列による解析、②「可達木jによる解析、

③シミュレーションによる解析の方法がある。

①行列による解析:ペトリネットの接続行列を作成し、これを用いる解析方法が

考えられている。しかし接続行列はペトリネットで示される動的なプロセスの各

時点、の状態を表すもので、ある事象が反復して生起するプロセスを表記したり、

それに対して解析を行うことができない。

② f可達木Jによる解析;可達木については第2章に説明したとおりである。簡
単に言えば、ペトリネットにおける「競合Jにより、発散する綾数事象の生起順

序をいわゆる f樹形図jのようにして列挙する方法である。大規模なペトリネッ

トに対しては「可達木jを記述することが困難となる。

③シミュレーションによる解析:この手法は、 「競合Jが多く存在するペトリ
ネットや、 f時間ペトリネットJ15) r確率ペトリネットJ16)で有効である。時
間ペトリネットはプレースやトランジションにトークンの停留時間に閲するパラ

メータを導入するものである。確率ペトリネットは時間ペトリネットをさらに発

展させたものである。これはトランジションが事象が生起可能となってから事象

が生起を開始するまでの時間を連続の確率分布にもつような確率変数として与え

るものである。

シミュレーションによる解析・では最初のトークンの状態(r初期マーキングJ
という)を設定し、各トランジションをランダムに事象が生起させて出力結果を

求める。これを何度も繰り返すことにより、そのシステムの特性を確率論的に推

定しようとするものである。土木計画学の分野では、木俣ら 17)による交差点付近

の渋滞現象に関する研究、榎木ら 18)による開発地区の施設形状の評価に閲する研

究に用いられている。

図4-4の過程では可達牲は保証されるが、活性は保証されていない。すなわ

ち両施設の配置箇所の決定を完了できない場合がある。そこで何らかの改善を施

す必要がある。その改善の結果として阿施設が配置箇所の決定の完了を意味する

目棟マーキングについて活性が保証されればよい。

活性を保証するために、先に述べた再選択の手順を付加することを考える。具

体的には各主体が一度は代替案を選択しつつも、いずれかの主体(施設)がそれ

によって配置箇所を決定できなくなるときには、異なる代替案を選択し直すよう

にする。試みに図4-4と同織の状況設定に対して再選択の手順を加えたペトリ

-116-

ネットを設計した。(図4-5) 図4-5では、もしも施設Ilが地点八を選ん

だ場合には一切のマーキングを初期の状態に戻して、会プロセスを最初からやり

直すことができるようになっている。

設I苛み

面百菜T 配置未了 人 配置禾了(再選択へ)
(再選択へ)(fI} j璽択へ)L.'d

ともに配置決定完了

やー伏線):地点開ì~択可伽こする附

図4-5 再選択の手順を含む配置構成決定過程

4. 3 地区空間再編過程の協調化に関するモデル分析

4.3.1 多目的計画問題19)としての地区空間再編過程

本節では3主体が空間再編を計画する地区を想定した計図問題を取り上げる。

関4-6に5ヘクターJレ程度の仮想上の地区を示す。行政による地区の基幹的

な道路と各地権者による 2棟の私的な建築物(ピJレ)の整備が計画されているも

のとする。簡単のため道路については基附な道路l本のみの計画を取り上げる。

地区内には生活道路等を含む階層的な道路網が形成されることを暗に想定し、建

物の地区内外へのアクセスは保証されているものとする。

地区を a-nの計12のメッシュに分割する。本分析では各メッシュは一辺およ

そ60mで等面積の正方形とする。メッシュの大きさと形は次の2つの基準を満た

すようにすればよい。メッシュの辺長は、道路がメッシュの一辺の長さだけずれ

て通ると経路が著しく変化するようなものであること、ピルがメッシュ l個分ず
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れて配概されると形態や機能が大きく変化するようなものであること、の2つで

ある。各施設は宇宙上電提することはないものとし、各メッシュには lllt:mの施

設に占有されるか、全く占有されないかのいずれかであるとする。

本問題では施設の配置笛所に関する要件は複数のレベルを持っているものとす

る。すなわち計画主体は配置先について目的の達成度に応じた選好序列を持つも

のと考える。選好度の高い配置簡所が選択出来ない場合は目的の速成度を後退さ

せなければならない。逆に選好度のより高い配置箇所が選択できるならばより高

い目的の達成が可能となる。

各地権者はともに当人にとって都合のよい地点の組合せでピルを配置したい。

ここではいずれのピルも東西(紙面の左右方向)に並ぶ2つのメッシュを占有さ

せるものとする。図4-7、図4-8の数値は、東西に並ぶ2つのメッシュがピ

ルに占有された場合に、その当人にとって選好度がいくらであるかを西(紙面の

左)側のメッシュに代表させて記している。(したがって右端の列のメッシュに

は数値はない) 例えぱピル lが(f.g)に配置されるときは、図4-7の

メッシュ fの値をみて l点である。

他方、行政は地区の基幹的道路に広域幹線道路へのアクセス機能を要求する。

また道路は各メッシュを斜めに結ぶことはできないものとする。

道路の代替案としては図1-9の3ルートがありうるが、道路の基点 (0)へ
の接続を効率ょくするために関4-9の中で点数の高いルートを選びたい。

さらに地区全体として 2棟のピルに関係性をもたせるため出来る限り道路によ

る両ピルの分断を避けて隣接させたい。隣接化という計画目的の達成度を、ここ

では両ピルの接触商の良さで示し、メッシュの個数で表す。例えば2棟のピJレが

(a. b)と (e.f)に配置されるとき、隣接の度合は2点であるとする。

すなわち地権者はピJレをより適切な地点の組合せに、行政は道路をより適切な

Jレートにある各地点にそれぞれ配置しようとする。また地区全体(を代表する協

議会)としては両ピJレを少しでも隣接させるようにしたい。

各主体が点数を向上させることを計画目的とし、そのために施設配置閉所を選

択するものとすれば、以上の問題は次のように定式化できる。

圃・圃 広}或幹線道路 O 基点

一一 地区基幹道路 仁コ ピJレ

図4-6 配置構成例

2 l 。
l 1 。
。。。

関4-7 ピル lの配置筒所得点分布(x 1) 

2 2 

。
。。。一

図4-8 ピJレ2の配慣筒所得点分布 (x2) 

2 

x l(α1 )ーmax

x 2(α2)→ max 

y(β) → max 

z (α 1. a 2. s)→ max 

ただし、 I a i I a i=(αil.σiul 

I a is I a i.E N、ais (s =1.2)は東西に並ぶ|

心
，

a
引

4

M

W

M

W

M

W

M

W

 
図4-9 道路の配置箇所得点分布(y) 
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F竺 (sj) り=1，2，3)

I P j I s j = (s jl， P j2.'・・.P jl)l 
I P jl I P jlεN、sjt(l=a-n)は基点聞を結ぶl

N竺 Ia， b ，...， n I 

すなわち、各地縮者の所有ピJレの配置箇所の選択、行政による道路の接続箇所

の選択をそれぞれ操作変数 Qj (i=1，2)， Pとし、ピルの配置箇所の望ましさ、

道路の配間関所の望ましさ、隣接面数をそれぞれ目的関数 Xj (i=l，2)， y， 

zとしている。

4.3.2 アドホックな求解.のプロセス

前東では多目的計困問題として定式化したが、実際にこの栂の骨|困問題が解か

れる過程においては各変数を操作する主体が異なるため、アドホックなタイミン

グで変数値が決定されていく。すなわちある主体が先行して配置箇所を決定する

ために後発の計国主体が望ましい地点に配置できなくなる可能性がある。また全

体にとっての配問榊成に関する望ましさ (z )が満足な債にならない可能性もあ
る。

地区空間権威の決定

関4-1 0 多目的計画問題のアドホックな求解プロセス

このような多目的31・画の求解のプロセス(図4-1 0)においては、 4. 2で

述べたように日的問でトレードオフが生じ、利害の調整を図らなければならない

場合もあるが、本研究では、分析者がその都度、目的関数値(点数)の組合せ
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( X 1・X2，Y'Z) を設定した上で、その目的関数値を満たす配置箇所を各主体が

選択しようとするプロセスをペトリネットによりモデル化する。図t1-1 2 ~こ本

ペトリネットの初期マーキングを示す。また、全体にとっての配置構成の望まし

さ(z)は各主体が配置箇所を選択した結果として明らかになるものであること

から、目標マーキングは図t1-1 1の最下にある fz=*(*は0，1または2) 

で全施設とも配置決定完了jと記した3つのいずれかのプレースにトークンが到

達する状況である。

z=oで全施設とも配置決定完了
z=lで
z=2で

点数(2.2.2，*)に対応する地点の組合せ方を表すのに必要な節分のみ縄戦

関t1 1 1 計画過程のペトリネットモデル

全部で54(=3"')'''2'''3)通りある点数の組合せごとに、それを満たす配置筒所を

全ての主体が選択したという状況をあらわす目標マーキングに f必ず到達できる

(活性である)Jか、 「決定の順序次第では到達しない場合もある(可遣であ

る)Jか、 「絶対に到達しない(どちらでもない)Jのいずれであるかを調べる。
これにはt1. 2に述べたシミュレーションの手法を用いることとする。

点数の組合せごとに異なる結果が導かれる。(表4-3) この違いは主体問

の決定の順序が不定であることによる。例として点数の組合せ (2，1ム2)を実現

させようとする状況を説明する。ピルlと道路の配置箇所がピル2に先行してそ

れぞれ図4-6の (a，b)、 (j，k，m，n)に決定された場合、ピル2は後発で

あっても (e， f )等に配置することにより点数の組合せ (2.1，2.2)が達成される。

これに対して道路が (e，f，g，h)に決定された場合、 x2= 1を満たすことがで

きない。

表4-3で#印をつけた点数の組合せは多目的計画問題のパレート最適解であ

る。図4-1 1に示されるプロセスにおいてはパレート最適解が実現したり、し

なかったりするという問題があることがわかる。また各主体が利己的に配置箇所
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を決定するために結果として地区全体の計画目的zの値が芳しいものにならない

場合があることも問題である。
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シミュレーションによる)i法を用いることとする。図"-1 2の改普されたdl・函

過程では、各主体が百elft箇所の選択を繰り返すため、主体問の決定の順序は問題

とならない。ただし計画過程が完了した状態であるプレース(図中最上部にある)

にいかなる状況であってもトークンが発生しうることが要請される。

検証の結果として改普前のペトリネット(図4-1 1)では可達であった点数

の組合せが改普後には活性をもっょっになった(表4-3でムのついているもの

がOに変わる)。特に 2つのパレート股適解 (2，1，2，2)、 ( 1ム22)のいずれを

目標においてもその日僚が必ず実現されるようになっている。また地区全体とし

ての計画目的zについては、例えば (2，1，2，1)が調整を経て (2，1，2，2)に改善可

能であり、道路がピJレとピJレを分断しないようになる。(但し、本事例ではzが

初期値より改習されたが、状況設定によっては改善できない場合もある)

4.3.3 ペトリネットによる地区空間再編過程の協調設計

4.3.1で示したitl'商過程ではその進行次第で満足な結果が得られないという問題

点を克服するために、先述した再選択の手順を付加する。具体的には、主体(施

設)問で配問問所が平而上で虫複した時には各計両目的 (Xl，X2，Y'Zの点数)

を下げないという条件の下で各主体に配置箇所の選択(地点の組合せJ;)を改め
させ、配置問所の重視がなくなるまで繰り返し選択させる。また各施設の配置箇

所が決定された結果、 zの値が低いときにも改普されるまで可能な限り各主体に

よる配置筒所の選択を改めさせる。これに対応するペトリネットの改首案を図4

-1 2に提示する。

図4-1 2のペトリネットに対して4.3.1と問機に点数の組合せごとにシミュレー

ションを行い、可達性および活性を検証する。ペトリネットの内部にはいくつか

の f脱合jするトランジションが含まれていることから活性の検証にはランダム

マに

|茂

キす

点数(2，2.2.*)に対応する地点の組合せ方を表すのに必要な部分のみ掲載

z =? 
~z=2 で全Jii設とも配置決定完了

国"-1 2 協調的な計画過程のペトリネットモデル

結論として、 「再選択jという調整のプロセスが計画過程に加わり、非協)J的

な状況では達成できないおそれがある計画目的が必ず達成できるようになる。勿

論、再選択のプロセスがあっても、所定の目的関数値を満たすような配置箇所の

代替案が全く見あたらない状況ではコンフリクトが不可避となる。すなわちいず

れかの計画目的を変更させなければならない。

改善後のペトリネットでは複数の主体が再選択というプロセスを共有し、複数
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の計画がいわば「同期してj配置箇所の決定がされる。複数の決定という事象の

生起の間には時間的な差異があるので「同時にjではなく f同期してJというべ
きである。ペトリネット上では、全主体が配置箇所を決定し終えることを表すト

ランジションがすI象が生起することによって、決定の同期性が去されていること

になる。

このような主体問で協調的な計画過程を実現する場としては、最近の開発事業

では必ずと言ってよいほど設問されている開発関係者による協議会が有効である

と考えられる。特に計画主体問で配置箇所の選択を改めることを許容する何らか

のコミュニケーションの場があることが重要と考えられる。

またモデリングによって個々の開発事例において協調性を損なう要因が何であ

るかを特定することができる。 r再選択の手順jがあっても当該地区において空
間構成の生成に対する制約が厳しければ空間構成を円満に決定することができな

い場合もある。制約の要因としては空間が絶対的に狭いこと、施設配置に関する

要件が厳しいこと、要件が厳しくなくても主体間で対立していること、主体数が

多いこと、などが考えられる。いずれにしても地区の空間構成の生成に際して何

か問題がある場合に、それがプロセスの問題であるか地区間有の問題であるかが

木研究に示したモデリングによって一目瞭然となる。

4. 2では、各主体が施設配置館所の決定を任意に行う可能性をもっ計画過程

をペトリネットによって記述した。前節では、ペトリネットに f再選択の手順j

というプロセスを含めることにより、 2主体が協調的に決定を行う計両過程を表

現できたと思われる。しかし実際にペトリネットの内部でトークンが行き詰まる

ことなく進行し、どのような状況に到っても両主体が共に施設配置の決定を終え

てプロセスが完了することを砕認する必要がある。このことの検証にはペトリ

ネット理論において定義される「活性jという特性を用いることができる。 r活
性jは次のように定義される。

「初期マーキングからどのようなマーキングに到達しようとペトリネットよの任

意のトランジションを、そのマーキングから何らかの事象が生起系列を過して事

象が生起可能にできるならば、そのペトリネットは活性であるという。 |

また、個別の開発地区の空間整備計画に対してペト 1)ネットモデルが示唆する

こととして次のことがある。本モデルでは、いずれかの施設配位が不可能である

場合に f再選択の手順Jを踏むようにさせていた。ランダムシミュレーションに
おいて f再濯択の手順Jを繰り返す回数は定まっていないが、開発地区の諸条件
によって非常に多く繰り返す場合もあればそれほどでもない場合もある。現実に

即して理解するならば、繰り返し数が平均して多い開発地区では施設配置構成の

決定がスムーズには行きにくいことが推察される。

. 124-

繰 り返し数の多さを決定づける要因として、施設の配置箇所に関する要件が厳

しいこと、複数の施設問で配置筒所に関する要件が重複する地点を要求している

こと、ブロック数が少ないこと(地区が狭いことによる)などが考えられる。現

実の計画過程で、各主体の決定の完了に困鍵が生じている場合にはいずれかまた

は双方の主体が計画する施設の配置筒所に関する要件を緩和することで解決が図

られるかもしれない。木研究におけるペトリネットでは主体が施設配置に関する

要件を緩和するプロセスまでを考慮、に入れていなし、。空間構成が決定されるプロ

セスの理解を深める上でこの点については考慮の余地がある。

4. 4 地区空間再編過程の協調化に関する事例分析

4.4.1 天満橋 1丁目再開発地医計画20)

前節まででは、空間規模が小さく、 2つの施設の配置が検討される仮想的な地

区を対象として、計画過程.のモデル化と協調設計を行ってきた。本節では、より

大きな面積規模で、多くの胞22の配置が予定される現実の開発事業の対象空間に

対しても同様のモデル化が可能であることを確認する。そのためにまず「天満橋

1丁目再開発地区計画(大阪アメニテイパーク (0A P)計画)J (図4-13) 

について資料の収集を行った。

「天満橋 1丁目再開発地区計画J(以下ではOAP計画と略記する)は、大阪
市北区にある旧三菱金属(株)の大阪製錬所跡地を中心とした約7. 1 h aを再

開発するiJi業であり、平成4年7月に着工の運びとなった。

開発地区は、幌国から東へ約1. 2km、JR接之宮駅より南へ500m、地

下鉄南森町駅から北京800m、大川(旧淀川)沿いに位置する。周辺には、泉

布観、旧住之宮公会堂といった歴史的建築物や、造幣局の桜の通り法けに連なる

毛馬桜之宮公閣の胞かな緑がある。

当地区では、旧三菱金属(現三菱マテリアル)が明治29年に官営工場の払い

下げを受けて以来、約百年にわたり非鉄金属製錬を主体とする工場を操業してき

たが、時代の流れと共に周辺の上地利用が変化し、 都心部における工場としての

立地が必ずしも適切ではなくなってきたため、三菱マテリアル(株)と三菱地所

(株)の共同事業として大規傑な再開発を行うこととなった。

大阪市のマスタープラン「総合計画21 J 21)では、当開発地周辺の位置付けが
次のようになされている。まずプランの「都市空間橋想Jの中で、臨海部~都心
(開発地)-関西文化学術研究都市を結ぶ東西都市軸上に位置し、南北都市軸と

共に新たに充実強化を図る地域とされている。また「都市空間計画Jの中では、
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隙々な都市機能の集積を図り土地の有効利用を進め都市居住を促進すると共に、

オープンスペースの確保に努め、快適な都市環境を創造する「居住・商業複合地j

の位置付けがなされており、まちづくりの方向として、 f水の都・大阪の頗であ

る大JII・中之島地区などでは、魅力ある水辺空間の創出をはかり、良好な都市東

観の形成に努め、アメニテイ聴かな空間の創出をめざすjとされている。

また、 「アメニティ陸かなまちづくりのための方量りの中で、 「水・花・緑を

生かしたまちづくりJr歴史性を生かしたまちづくりJr魅力ある都市東観と雰
閉気の創出Jということがうたわれており、大)11・中之島ゾーンのアメニティ構
想として、護岸の脱水性の向上等の水辺空間の整備、水辺に面した建物照観の整

備により、 「水の都・大阪の代表的な顔として、水と緑を生かした歴史と現代が

調和するアメニティ・ゾーンjの形成を進めるべきとされている。

この織なマスタープランの下に、開発手法を検討した結果、都心部における工

場跡地の大規模上地利用転換であることなどから、平成元年に発足した再開発地

区計回制度の通用を同年12月に大阪市で初めて、全国でこ昏目に受けることと

なった。大阪市では、制度発足当初から本制度の活用に積極的に取り組み、初年

度にOAP;lt両のほか3地区への適用を決定した22)。開発地内の施設配置に関し
ては、制度のもとに官民両主体問での協議を経て決定を行う。

そこで当開発地の緑暁かなリバーフロントという立地特性を般大限に情かすた

めに、 「水と緑と光にあふれたアメニテイ豊かな複合都市空間を形成するjとい

う開発のコンセプトが設定された。また当開発の公共的な側面として「都心地域

の定住人rJの確保Jr親水性車かな都市環境の形成Jr間性畳かな複合市街地の
形成j等が設定された。また、次の様な土地利用の基木万針、その他の公共施設

等の?整備万針、始築物等の整備方針が定められた。

①上地の高度利用による安全で快適な歩行者空間の創出

②観水空間の秩備と地区外からのアクセス空間の確保

③高質な高府集合住宅の;n入

@国際都市大阪の需要に対応した高度な業務機能の導入

⑤既存の時史的強築物の再椛築等による文化機能の導入

4.4.2 開発コンセプト実現のための空間整備計画

開発地の空間を情成する施設として、超高層インテリジェントオフィス、都市

型ホテJレ、ホテJレアネックス、都市型高層住宅(2棟)といった民間施設と、公

共施位として地区幹線道路 1号、 2号並びに親水公園(2ケ所)、区画道路l号、

2号がある。これらの施設の配置は、施設が占める以外の空間に対する外部空間

百Ii明、民間施設の建築計問、公共施設の配置計画の3部を通じて検討された。
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.外部空間計画

敷地の半分以上が公関空地、緑地である当計画では開発のコンセプトを実現す

るために、 rOA P計画街区全体の統一感を創出するJr周辺の都市情造・自然
環境を最大限に活用するJrOA P計画のアイデンテイティを表現するjという
ことを外部空間計画の方針として設定した。

具体案の lつとして、オフィス棟を中心に、太陽の光をモチーフとした同心円

と放射様様の平面デザインを開発地全体に施した。地上の視点だけではなく、高

膚建築物から見下ろす視点、更には上空を伊丹空港へ向かつて通過していく航空

機から見下ろす視点も考慮して開発地全体の統一感、調布l性の表現を狙った。

また川側の空間のデザインについて、大川並びにその河川敷に開設された毛馬

桜之宮公園に接するという立地条件を活かして親水空間とそこへ至るアクセス空

間を整備することを方針とした。この方針を具体化し、開発地のアイデンティ

ティをもたせる方法として、川側のオープンスペースを河川敷の公開と一体化し、

川に向かつて緩やかな勾配を設けて、人々が自由に行き来し、恕える空間を用意

した。この河川敷公聞と敷地内空地の連鳴により、他に類を見ない新しい水辺の

景観を創出することができた。

・建築計画

恵まれた自然環境を活かし、環境との調和を図りながら「水と緑と光にあふれ

たアメニティ車かな複合都市空間を形成するjといった開発のコンセプトを実行

するために、以下のような建築計画の基本方針を設定した。

0東の生駒山と西の六甲山を結ぶ東西の広域軸を重視し、高宿居住空聞から、大
阪を代表する東西方向の眺望を確保できるように平面計画を行う。

0東西南北の碁韓日状の街区形態をなす西側既成街区と、開発地及び大川との融
合を図るため、街から川へ抜ける地域軸(視線軸、歩行者軸)を設定し、これを

活かすような配棟計画、平而計画(コア配置等)を行う。

0この地域軸に対して緩やかに蛇行する大川に対しても、調和した東観を形成す
るために、高層各様を斜めに配l喧する。

0計画の中心となり、大阪の新しいランドマークとなるオフィス棟の形態を、象
徴的でかつ周辺に対して優しい形態とするために、円筒形に近いフ~ )レムを導入

し、その他の棟にも、問機の柔らかいデザインを採用する。

これらの建築コンセプトは、再開発地区計画の方針にも沿う形で設定されてい

る。特に西側既成街区~開発地~大川という連携を最も重視している。従前の工

場稼働時には墜によって隔てられていた街と川が、地域軸の設定により、互いに

視線的、動線的に連続し、街側から川の存在が具体的、空間的に認識できるよう

になった。
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.公共施設配開計画

地区幹線道路 l号及び2号は、開発地と前面の長柄堺線(谷町筋)との問の交

通処理をスムーズに行えるように、道路の付け替えによる交差点榊造の整形化及

び拡幅により整備する。

河川敷の毛馬桜之宮公園に接して設ける 2ヶ所の親水公聞は、公園と一体的な

利用が可能な形状とするよう整備方針に定められていることから、市計画局、公

園管理者、河川管理者と協般を行い、河川区域に編入して公園の狭い部分を拡げ

る整備を行う。

地区施設の区画道路 l号は、計画敷地を商業・業務地区と住宅地区とに分離す

るとともに、 JII側へアクセスする歩行者動線のーっとして歩行者専用とし、緑近

として整備する。

敷地西側にある既存の都市公開である東天満公園は、道路の付け答えにより形

態を変更し、拡大整備する。

大

ホテJレ様

道

路

配

置

決

定

案

4.4.3 事例地区におけるペトリネットモデル

上述の事例では、民間側として三菱グループが、公共側として主として大阪市

が開発に関与し、それぞれ民間施設と公共施設の開発地内への配位を検討してい

た。本開発事業に適用された再開発地区計画制度は、都市計画の制度のなかで、

本研究の主眼とする計画過程における主体問の協調性に最も配慮したものといえ

る。改めて本制度の詳細に触れてみることとする。

基盤施設の整備と建築物の規制が別々に行われることによって町並み形成上の

課題やスケジューJレ上の課題が生じるが、本制度はこれらを同時に解決し、総合

的、計画的なまちづくりを円滑にすすめることを狙いとしている。都心部の大規

模な低来利用地の合理的な有効・高度利用を図ることを目的として発足した。開

発者側にとっては公共胞設を整備する代わりに一定の条件下で容積率の割増や高

度規制等の都市計阿の決定の変更が可能であるいう利点がある。

本制度の適用下では、民間主体が開発地を含む市街地に対する都市計画に配慮

した上で開発計画を立案する。手続きとして「再開発地区間・画Jにより区域の整
備及び開発に関する方針並びに主要な公共施設(一般にいわれる「都市施設J) 
の設置を定め、 「再開発地区艶備計画jにより建築物等の規制並びにその他の公

共施設(通称r2号施設j、 「地区施設J)の設置が定められる。 r2号施設j
とは、道路、公園、その他の政令で定める種類の施設のうち、都市計画では詳細

が決定されないものである。また「地区施設jとは、同様に都市計画では詳細が

決定されない施般のうちで、特に主として街区内の居住者等の利用に供される施

設である。

関-1-13 OAP地区施設配in.図

図，，-1" 0八P地区のブロック分割と道路案
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先に述べたように、開発地には再開発地区整備計画において定められた公共施

設整備として2号施設の位置付けをなされた地区幹線道路1号及び2号並びに親

水公国 (2ヶ所)、地区施設として区画道路1号及び2号がある。2号施設、地

区施設は民間施設との関わりが非常に密接であり、公共的な施設ではあるが、事

実上、民間側によって配置筒所が決定される。この種の施設の配置に関しては主

体を超えて決定するための調整の重要性はさほどないと思われる。

これとは別の施設配置に関する調整を要した事項として次のようなものがある。

行政(大阪市)は開発地南側の国道 l号線と西側の谷町筋の交通渋滞の緩和を図

ることを目的とし、それを処理するための道路の開発地内への配置を要請した。

大規慌敷地の交通計画では一般に地区外周部に道路をめぐらすケースが多い。し

かし民間側(三菱グループ)は開発地と東側を流れる大川との問に道路を通さず

一体!惑を得ることにより自然との調和を図ることを狙いとした。双ノ7の目的は必

ずしも対立することではなく、協議を経て通過交通の処理を目的とする道路を開

発地西側に集約化し、民間側が開発地東側の大川河川敷に親水公閣を整備し、公

開と有機的な連鳴を持った公開空地を開発地内に確保することとなった。官民間

主体の胞設配置計画がそれぞれの目的が損なわれることのないように配慮、された

事例といえる。

以上のように本調査では公共主体と民間主体がうまく協調して良好な空間構成

が生成された事例を得た。当地区の空間生成の良好な結果は、当事者に空間構成

の質に閲する十分な理解があったことに大きく起因している。それに加えて再開

発地医計画制度として確立された手続きが適用されたことも奏功していると考え

られる。主体問が協議あるいは対話を行うプロセスを明示した本制度が、前章の

モデルにおける「再選択の手順jを可能にしているといえる。

当地区では三菱グループは基本的にピルの住宅棟・オフィス棟・ホテル椋と地

区道路の必要性を感じていた。また大阪市は地区道路の配置に関与した。そして

個々の施設には以下に示すような配置箇所に関する要件がある。

地区道路に関しては地区の南側を通る国道 l号線と西を通る谷町筋の交通渋滞

を緩和するという目的に合わせるために、これらの幹線道路との接続が可能であ

るようにする、という配置簡所に関する要件を要求する。大阪市としてはこの要

件を満たす限り地区内のどこに道路を配置してもよいと考えている。

他}j、ホテJレ棟に関しては河川寄りに配置されることを要件としてもつ。また

住宅は開発地の南部に隣接する住宅地との連続性をふまえて南側に配置されるこ

とを要件とする。オフィス練、ホテJレ棟については一棟あたりの占有面積が大き

いため配置箇所に制約が生じる。

これらの要件等を踏まえてOAP計画における空間整備のプロセスをペトリ
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ネットに表すことを試みる。なおこの試みの目的は、本研究の数理的モデルが現

実の開発対象空間を適切に捕写しうることを確認することであり、~例に対する

何らかの質の良し悲しを評価するものではない。

図4-14に示すようにモデル地区と同様の仮定のもとで当開発地区を 16プ

ロックに分割する。 ただし開発地の特性に応じて各ブロックの形や面積はやや

異なる。そして各施設の配置筒所に関する要件をふまえて上述の方法と同様にし

てペトリネットモデルを作成した。結果は図4-1 5の通りである。

このペトリネットでは、各施設の配置箇所の代替案について道路は2通り、ホ

テJレ棟は2通り、オフィス椋は3通り、住宅は2通りに限定した。各プレース、

トランジションが表す状態、TJl象についての詳細な説明は省略するが、図4-1 

5においてペトリネットの情造をいくつかに分けて説明している。そしてさらに

4. 3で設計した協調的な針蘭過程と同様の情造をもっペトリネットをO八P計

画の対象空間に対して制作した。図4-1 6に示すこととする。

本節の結論として、図"-1 5、図4-1 6に示す通り、本章の研究で行った

空間整備の計画過程のモデJレ化は現実の開発対象空間に対してもおよそ適用可能

であることがわかった。そして、モデル化の適用対象が特定の地区に限定されな

いことから、 4. 3で行った「計画過程の協調化Jが一般的な議論として意提の
あるものであることが認められる。

4. 5 結語

本号室では、都市拠点開発事業において、複数の計画主体が土地および施設の偶

成を協議しながら決定するプロセスに注目し、これに対して数理的なモデリング

を行った。施設の配置簡所が決定される過程は、 「主体が施設の機能を満たすこ

とを要件にもち、配置箇所を選択することJと「要件を満たす地点が地区空間内

に存在すること」を前提として決定が進行するものとして捉えた。主体による決

定という行為を顕在的に扱っているという点で最適配置計画論23)における施設配

置計画の問題と異なる。

空間計画を合理的に進めるには「目的→要求→機能→空間Jというプロセスを
踏むことが有意義である24)とされる。しかし本研究が示しているように、しばし

ば現実の計阿では当事者らが機能上の問題と空間上の問題に同時に直閲する場合

があるといえる。

モデリングにはペトリネットを適用した。その意義は次の通りである。複数主

体により並列的に進行する空間構成の決定のプロセスを視覚的に表現し、モデル
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化された動的システムの住吉r.再設計を行うことによってプロセスの改静が可能
となる。並進する動的プロセスはしばしば時間、空間、制度等の条件によりボト

ルネックを生み出すことがある。ペトリネットによるモデリングはそのようなボ

トルネックを傑索するための手段ともいえる。これよりスケジューリングの問題、

空間利用に閲する政策等の妥当性の検討に適用できるものと考えられる。木研究

では、良好な空間構成の生成を確実にし、軽視されやすい計画目的の点検プロセ

スが内部化された計両的な空間再編過程に改善することを行った。

本帝の研究にはいくつかの課題が残されている。

1 )計画過程の動的側面に注目するため、施設の配置箇所に関する空間的な要件

の数をきわめて減らし、また地点の集合として配置箇所の代替案を生成するメカ

ニズムをペトリネットで表現することを行わなかった。空間に関する研究として

は、今後この点について考慮することが重要であろう。

2)空間再編のプロセスとして等質等量の地点という資源同士の交換にしか着目

していない。今後地点と他の資本との交換過程(例えば清算金、容積移転)も取

り扱うことによって、より複合的な問題への適用を検討したい。

3)計画過程をペトリネットにより記述し、計画過程における重要な課題として

協調化ということをとりあげた。協調的な計画過程を表すためにループとよぷ構

造を設計したが、 tH岡過程においである地点を複数の主体が選択した場合に、 n・
に全主体が脆設の配置箇所を再選択する過程に移ることは冗民的といえる。計画

過程に応じたJレープ情造の設計が求められる。また協調性以外にも一般的な計画

過程に関して解決すべき課題があるものと思われる。

4)ペトリネットの活性を検証する手段としてランダムシミュレーションを用い

た。木俣25)がいうようにペトリネットは r(システムにおける)切断と結合Jと
いう概念を表現・示唆する有)Jなツールとみなすことができる。この概念にもと

づいて複雑にみえる現象を体系的に区分し、平易なペトリネットに分解してモデ

ル化することによって可能な限り規範的な解析を行えるようにしたい。
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第5章 地区空間再編計画のための費用配分法に関する

ゲーム論的研究

5. 1 概説

都市拠点開発事業では地区の平面上に、地権者による私的建築物、および行政、

ガス会社等の公共主体によって供給される道路、供給処理施設等の(公共)基盤

施設が配置される。このうち地区内で共有・共用されることとなる基盤施設の整

備については、第2t置に述べたように、費用や用地といった資本の負担(以下で

は用地の供出による負担も含めて費用負担と呼ぶこととする)において主体問に

コンフリクトが生じる。そしてこのような資本の利用 ・所有に関するコンフリク

トを資源コンフリクト問題と名付けた。 資源コンフリクト問題の構造(図 5-1) 

は第2章の図2-3に示す「コンフリクトの基本構造」そのものであり、費用負

担面でのコンフリクトは、図中の競合トークンに費用代替資本という意味付けを

行うことによりペトリネットモデルによって表現される。

案 l選択の

決定[完了]

主体pの・1決定権[有]
案2選択の

PS(二決定[完了]

図5-1 資源コンフリクト問題

あらためて資源コンフリクト問題の一種としての基盤施設整備の費用分担問題

の詳細に立ち入ってみることとしよう。開発地における地権者の主要な関心は端

的にいえば、自社の所有地に新たに展開する土地利用によりどれだけの利益をあ

げることができるかということである。他方、公共主体の関心は地区を含む地域

の公共の福祉を満たすことである。公共主体は地区の基盤施設が一定の水準に遥

するように整備に対して投資するであろう。しかし開発地区の基盤施設について

はその利用対象において一般的な基盤施設とは異なる面がある。すなわち地区内

で勤務に従事する労働者、および居住者といったかなり限定された主体に非常に

高い頻度で利用される可能性があるということである。これはさらに転じて当該

地区で主体的に開発を行う地権者らの利益に供するものとなる。一般の基盤施設
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は不特定多数者に利用されることを想定して、それゆえに公共主体が整備とその

負担に責任を負うものであるが、開発地区の基盤施設整備については地権者らが

費用の一部を負担することが妥当であるといえる。これを f原因者負担の原則j

ということがある。ここで公共と民間の聞に費用面でのコンフリクトが生じる。

また、基盤施設の必要性について異なる認識をもっ民間主体の問でも同様のコン

フリクトが生じるであろう。

資源コンフリクト問題を解決する一つの考え方として f配分jがある。 r配分J
によってコンフリクト問題を解決するためには、主体聞で競合している資源が分

割可能であることを前提とする。図5-1に示した資源コンフリクト問題に対し

て、分割可能な資源とは、資源を表すプレースに複数のトークンを入れることに

よって表すことができる。(図5-2の(a)) そしてこのペトリネットモデル

は図5-2の(a)に示す初期マーキングから、図5-2の(b)に示すそれぞれの主

体の決定の完了を表す各プレースにトークンが存在するマーキングへと到る。す

なわち各主体は何らかの決定を行うことができた、という意味でコンフリクト問

題の解決方法として有効であるといえる。

行政の決定権[有} 私有地[利用可]地権者の決定権[利

M持j30セ二0，1)

附=kffJZ lr生Jf02)
MkifJ3i!?473笠沼;訴:)

く最終マーキング>
M6 ;駐車場規模を当初どおりとする
M7 ;駐車湯規模を当初の2(3とする
M8 ;駐車湯規模を当初のlβとする
M9;駐車湯を設置しない

図5-2 r配分jという調整方式
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わが国ではこのような都市開発における費用分担問題を適切に処理する手順と

して確立されたものは見あたらない1)。ヒヤリング調査によれば、某地区では、

地権者により設立された開発協議会と行政担当者の聞で協議しながら、公共施設

の物理的な境界による分割という形で計画主体聞の負担配分が決定されたという。

この万法では、協議という先行きの不明な交渉のプロセスを経て決定が行われ、

配分の根拠が稜味となる可能性がある。

このコンフリクトが解決されず、一部の地権者でも分担に応じないならば、十

分な機能をもっ基盤施設が実現しない。とりわけ物理的なネットワーク構造をも

っ基盤施設については連続的に配置されることが不可欠となる。他方、一部の地

権者が過度に負担することも許容されないであろう。要するに費用分担問題を解

決するためには「配分Jが有効であるが、その配分比の決定に際しては何らかの
根拠を与え、決定の万法を計画の手続きとして確立するべきであると考える。

本市では、複数または一人の地権者と行政が協同して地区の基盤施設を整備す

る場面を想定し、費用分担問題を解決するためにそのコンフリクト問題の調整方

式として f配分jに着目する。その配分比の数量的な妥当性についてはペトリ

ネットモデルを用いて論じることはできない。本問題はその問題の基本構造にお

いて公的プロジェクトの費用分担問題の類型とみなすことができる。この分野に

おいて岡田2)はゲーム論的アプローチによる研究を展開してきている。そこで本

章の研究では、都市拠点開発の計画主体問での費用分担問題についても協力ゲー

ム理論3)の適用が可能であることを示すとともに、協力ゲームの解を用いて、こ

れを費用負担の合理的な配分とみなす。なお、民間の地権者はいうまでもなく、

公共主体も各種の意思決定において合理的な経済計算を行うものとみなす。また

「費用配分」は「費用割り振りjともいわれる。

5. 2では本研究が対象とする場面の設定を明確化するとともに、協力ゲーム

理論にもとづく費用配分法の基本的な考え方を提示する。そして公平性の観点か

ら妥当な配分を導くためには協力ゲーム理論における配分解の概念の一つである

「仁J4)を用いることが最も適当であることを主張する。

5. 3では第4章から引き続いて2人の地権者と行政を関係主体とするモデル

ケース地区を対象とし、道路整備を題材としてそのための用地と建設費に関する

費用分担問題に対して本研究で提示する費用配分法を適用するとともに、配分結

果の特徴について考察する。

最後に5. 4では本研究の結論を述べる。

5. 2 地区空間再編計画における費用分担問題
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5.2.1 地区空間再編計画の費用構造

開発地においては新たな建築物を提供する予定の地権者は基盤施設整備に期待

を抱いている。地区に供給される建築物からは大量の交通が発生し、また大量の

エネlレギー・資源が消費されることとなる。その結果として開発地における道路

や供給処理施設は公共性とともに多分に私有性を帯びることとなる。このように

して基盤施設の整備費用と用地は行政と地権者によって分担されるべきものとな

る。もし地権者と行政の聞で基盤整備のための協同体制が成立するならば整備の

効率上、および整備される機能の効率上、有意義であろう。また地権者間で協肉

体制を組めばやはり効率上有意義である。

事実、このような協同的関係は費用や用地において規模の経済性、範囲の経済

性をもたらすことがある。例えば近年の都市開発事業でしばしば導入されている

地域熱供給システム5)をとってみても協同化の経済性が見いだされる。まず表5

-1の冷熱最大需要(推定値)について、時差考慮前と考慮後を比較してわかる

ように、複数の主体が時差利用する(例えば業務は畳に、居住は夜に)ことによ

り施設負荷の節約が可能となる。一種の範聞の経済性である。また表5-1に挙

げた地区を対象に地区規棋と冷熱需要(但し時差考慮後)の関係を回帰曲線とし

て摘いた。表5-2の分散分析表に示す通り、需要xの指数aが0.82という規模

に対する建設費yの逓減がみられる回帰曲線が有意であることがわかる。以上要

するに建設費等における規模の経済性、範囲の経済性により協同化メリットの発

生が期待される。また例証はできないが、各主体が分担して異なる機能を供給し

あうことにより地区全体として利用者の活動の効率性を高めたり、地権者聞の負

担の重複を省くことが可能となる場合も考えられる。

すなわちいかなる主体も協同体制を形成することが有利であることを知ってい

る。その一方で自らの負担を軽減させようとして費用負担面でのコンフリクトが

生じる。主体が交渉してこのコンフリクトを解決しようとするならば、協同体制

を存続させつつ、いかに自らの分担を減じること炉できるかを模索するであろう。

各地権者、および行政は、開発に対して異なる関心を抱いている。しかし各主体

はともにそれぞれの負担を軽減させようと考えるという点において共通するある

砲のゲームのプレイヤーとみなすことができる。費用分担問題への協力ゲーム理

論の適用は主体が協同することの合理性を理解する上で適切な方法である。以下

では費用分担問題をゲームとして捉えることとする。
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表5-1 地域熱供給の事例

設備導入地区名 冷然最大需要 (Mca肋) 建設費 (億円)

時差考慮後 . 時差考慮前. 
(回帰計算→) x 

京都御池 5073 5073 

償須賀 6008 6020 

宮山駅北 7521 7784 

八王子旭町 7571 8316 

f!t木テレコム 8314 8339 

新宿南口西 9251 9691 

西新宿6丁目 9773 10250 

高崎市中央 9955 10339 

和歌山マリーナシティ 11804 12224 

赤塚5丁目 12156 12156 

虎ノ門3丁目 12710 12800 

港北ニュータウン 13473 13473 

後楽 1丁目 16290 21271 

浜松アクトシティ 17986 18059 

東京国際フォーラム 20292 22594 

OAP 22473 22473 

初台淀橋 23380 30859 

立川111町 23665 24182 

恵比寿 27900 28680 

表5ー2 y=bxll型の回帰分析分散分析表
(対数に変換して線形回婦を行う)

自由度 2釆和 平均2乗 F 

回帰 2.98 2.98 40.39 

残韮 17 1.26 0.07 

合計 18 4.24 

係数 保準誤差 t検定 下限9596

ln b -4.11 。 3.38 6.67 

a 0.82 0.13 6.36 0.55 
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5.2.2 協力ゲーム理論の配分解

費用分担問題への協力ゲーム理論の適用は主体が協同することの合理性を理解

する上で適切な方法である。プレイヤーは、協同化のメリットによって他のプレ

イヤーと協同しようという動機をもちうる。そしてまたプレイヤーは、他のプレ

イヤーとともに、または単独で、全体による協同体制から逸脱する可能性ももっ

ている。

協力的な集団のことをゲーム理論では「提携J6)と呼ぶ。全てのメンバーが参
加している時にはその協同体制を全提携と呼ぶ。この集合をNと表記する。そし

て部分的な提携(単独も含む)の潜在的な逸脱の可能性を考慮する。それは部分

提携が個別に盛備を行った場合にかかる費用の大きさによって評価することがで

きると考えられる。全提携の一部分のプレイヤーによって偶成される提携のこと

は部分提携と呼び、その集合を一般にSと表記する。また単独のプレイヤーは{

i 1と去す。あり得る部分提携の構成に応じてその部分提携が事業を行った場合

の費用関数は計算可能であるとする。この費用関数をゲームの特性関数として用

いる。単独のプレイヤー i、部分提携S、及び全提携Nのそれぞれについて費用

特性関数をC((i ))、 C(S)、及びC(N)と記す。また費用の配分値はゲームの解

によって得られる。協力ゲーム理論では多くの解概念が提案されている。ゲーム

の解、すなわち「配分jを一般にX (= (X 1 .X 2 •….X n) 、ただし、 n はプレイ

ヤ一致)と記す。ここでは費用Cの配分ということで特にXcと去す。

全提併の費用は参加する全員に配分されるべきである。したがって次の条件を

満たす必要がある。

全体合理性7}:! XCi= C(N) (5・1)

N 

個人合理性8}:X Ci ~ C (( i}) (V iεN) ~・2)

本式は個人の全提携への参加の動機を表している。さらに、全提携のあらゆる部

分提携からの優位性を保証するために配分は次の条件を必要とする。

提携合理性的:! XCi主主 C ( S ) (V S C N) (5・3)

S 

全提携の配分解が全ての部分提携に対して(5・2)、(5・3)式を満たす領域を「コアJ
10)という。図5ー3に3人ゲームのコアの例を示す。図5-3では正三角形の頂

点、から下ろした垂線の長さによって全提携の費用関数の大きさを表し、同じ垂線

上に配分、各部分提携の費用関数の大きさを図のように表している。このように

して任意の配分は正三角形上の一点に特定される。

全提鴇という協同体制の成立可能性を保証するためにはさらに費用ゲームにお
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ける劣加法性の成立が要求される。全提携を選択した場合に単独(i 1、もしくは

全提携N以外の提携Sよりも該当する費用が減少することが全提携に説得力を与

えることになる。これは提携構造に応じて必要とされる費用の関数に劣加法性が

成立していることを必要条件として要請することを意味する。すなわち、任意の

提携S、TCNについて

C(SUT)謡C(S)+C(T) (SnT季世)

(5-4)式においてT=N-Sとおくと

C(N)話C(N-S)+C(S)

が成立することである。

(5-4) 

(5・5)

もし劣加法性を満たしていない場合は、全提携は他の部分提携(単独を含む)

に対して優位性を失い、成立が損なわれる可能性がある。また劣加法性を満たす

ならば全提鳴が成立し、 C(N)を各プレイヤーに割り握り、各プレイヤーへの配

分額XCiを決定することができる。

V( {2，3}) 

V({ l}) 

2 

V({1，2}) 

、、

白コアの領織

lel 

3 

V({3}) V({2}) V({1，3}) 

図5-3 3人協力ゲーム

協力ゲーム理論のアプローチは、プレイヤーが特定でき、プレイヤーの提携へ

の参加の動機が合理的な特性関数によって明示できる場合に有効な方法である。

部分提携の特性関数の値は、その部分提携に所属する各プレイヤーにとっての機

会的な費用を示すこととなる。多くの場合、分析者が、提携に参加しようとする
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各主体の便益の大きさを具体的に知ることはできない。費用はこの特定すること

のできない便益値の代用指標ともいえる。実際、費用分担問題は、 費用の軽減、

増加という形になって協同化の効果が最も表面化する場面である。ここではいか

なる主体も一定の費用を投じれば単独でも協同しでも開発を行う動機をもっに十

分な便益があるものと仮定する。このような仮定が成立しない場合については第

6業で触れる。

このようなプロジェクトの費用分担問題についてはいくつかの研究がある。岡

田ら 11)は水資源計画における費用分担問題を取り上げ、実際に行われている費用

配分の事例をとりあげ、このような慣用的な配分法が協力ゲーム理論でいわれて

いる合理性に適っている場合があることを明らかにしている。都市拠点開発では、

民間企業を含む各プレイヤーが基盤整備の協同化を望む主体であるとした。民間

企業は自発的に開発の動機をもっておかかっ公正な経済計算を行うことの可能

な主体であることから、公共的な主体と同様な合理的な行動規範をもちうるとみ

なした。ここでいう合理性とは選択可能な意思決定の選択肢の中でもっとも合理

的なものを選ぶということである。都市拠点開発の費用分担問題については、野

村12)が大規模都市開発における費用分担の事例をとりあげ、やはり協力ゲーム理

論の観点からその妥当性を評価している。また、森13)は、より一般的な公共財の

供給市場をとりあげ、公共部門間で共同して公共財を提供する場合の費用分担問

題について考察を行っている。この研究では、需要が供給価格に依存し、公共財

の利用度が変化しうる場合について、特殊な条件を加えた上での費用配分法を提

示している。本研究の題材についても今後このような投資の回収段階までを考慮、

に入れた費用配分のあり方を検討することとしたい。

5.2.3 r仁Jの適用
(5・2)式、 (5-3)式に示した個人合理性や提携合理性は、全提携に対する代替的な

機会費用(または便益)を交渉優位性の指標とすることにより、その相対的な差

異を公平に配分量に反映する役割を果たしている。コアは全ての部分提携に対し

て全提携が個人合理性と提携合理性を満たす領域である。 r仁Jはコアが存在す
るとき、その中で唯一解を与えるものである。 r仁」はコアの概念にもとづく公
平解の一種である。

「仁Jの定義にあたり、超過e(S)なるものを考える。

e(S)= ~ XCi -C(S) ( iεSCN、iεN) (5-6) 

S 

超過 Eの最大値を最小にする配分として f仁」を得る。 r仁Jの原理は、すな
わち、主体の配分値聞の最大の差を少しでも小さくしようとするものである。
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「仁Jの計算は線形計画法によって求めることができる。

「仁Jについて説明する。 n人ゲームの任意の部分提携Mがもっ f不満Jを次
のように定義する。

e (M)= V(M)-~ Xi (5・7)

i EM 
このうち部分提携聞で相対的にみて最大の値をとる不満を「最大不満JeペM)と
する。

e * = m a x { e (M) } (5・8)

M 

「最大不満Je *を最小にする配分X*= (X*I.Xち，….X九)が「仁Jである。

ただし最大不満を最小にする配分X*が複数存在する場合には、複数のX取の中で

二番目に大きいe(M)を最も小さくするX*を採択する(以下、 3番目、 4番目と

その都度順位を下げていく)。

「仁Jは主体聞の相対的な不満の最大のものから順に最小化を図ることを繰り
返して配分解を決定する。これは最も不利益を受ける主体に着目して、それが最

小限になるように配慮するような社会的ルールを導入することを意味している。

現実にこのようなJレールは公平性を旨とする公共政策の場面で社会的に受容され、

慣行化されているものである14)。その意味でこれを明示的に規準にした「仁Jは
十分に有効な配分概念となりうると考えられる。なお f仁」にはこのほかにその

流れをくむ多くの類種の配分概念があるが、いずれも最大不満の最小化という点

で同様である。そこでこれらの代表格として一般性の高い定義をもっ標準的な

「仁Jを取り上げる。

第3章で用いたシャプレイ値15)も協力ゲーム理論の配分解の一つである。シャ

プレイ値は計算の簡便性と集団形成の逐次性の表現において f仁」よりも優れて

いる。そのため第3章のように集団形成過程を現象として把握する上では有効な

原理である。他方、シャプレイ値は「コアjの内にあることが保証できない。こ

れに対して「仁Jはコアが存在する限りはコアの内部に存在し、コアが存在しな
くても同様の計算方法により求められる。そのため解の公平性を論ずる上で適当

である。

コアが存在しなくても「仁jを計算することは可能である。その場合、そのよ

うな配分値をどう理解したらよいであろうか。 3つの解釈の方法があるといえる。

一つは、①全提携による基盤整備を放棄することである。また一つは②コアの存

否にかかわらず解を配分額の決定に用いることである。その場合には他の主体と

の相対的なバランスを示す超過なるものは無効となる。また3番目としては③逸

脱しでもおかしくないような部分提携の主張を聞き入れ、その部分提携に属する
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プレイヤーの配分解を軽減するよう優遇する方策をとることである。これについ

ては別の研究16)に詳しく取り扱っている。

以下では、より具体的な問題設定のもとで3人ゲームとして定義できる費用分

担問題を取り上げる。都市拠点開発では実際にはもっと多くの主体が関与する場

合もあるが、分析上はあえて3人とする。その理由は2つある。一つは分析の意

図に対して3人で十分であるからである。 2種類の主体の差異を検討しようとし

ている。一つは公共と民間の関係であり、もう一つは所有地の形質が異なる 2人

の地権者(基本的には民間主体)の聞の関係である。また3人であることのもう

一つの理由は、 3人ゲームは解析解の導出など数学的に扱いやすく、現実の施策

に対する知見を得るための分析が行いやすいことである。

5. 3 基盤整備の費用分担問題に関するモデル分析

5.3.1 モデル地区における費用分担問題の定式化

ここでは基盤整備の一部として道路整備に着目する。道路は人、自動車それぞ

れの交通を処理する。さらに利便性を伴う空間を提供する、日照、空調、防火等

の機能を発揮する。道路はこのように多重の機能を有しており、基盤施設として

重要な役割をもっている。

公共的な道路は行政(市、固などを一つの主体としてみたてる)が整備するこ

とが一般的である。行政は地域の不特定多数の利用者のために整備費用を投じる。

他方、当該地区における道路の位置づけは地区内の街区構成を明確化する、地区

内、地区内外の交通を処理するということから地区の特定の主体の利益に供して

いる側面がある。道路という一つの構造物が両側面を有しており、その整備の賀

任を明確に区分することができない。そこで利益を享受する両主体の聞で整備費

用を適切に配分する必要が生じる。

以下では2人の地権者と行政という 3人のプレイヤーが関係するモデルケース

地区を想定する。図5-4に示すように開発事業(ケ}ス1;後の分析で使用す

る)は地点Aと地点Bの聞で行われる。 2人の地権者が占めている 6[ha]に及ぶ

地区を対象とする。開発地の形状は東西に長辺をもっ長方形をしている。行政は

ゲームの第1番目のプレイヤーとする。一人の地権者を 2番目のプレイヤーとす

る。もう一人の地権者を3番目のプレイヤーとする。プレイヤーをそれぞれPl、

P2、P3と表すこととする。道路は地点Aと地点Bの聞を可能な限り最短のコー

スで結ぶものとする。道路のJレートは提携内のプレイヤーの合意によって決まる

ものとする。3人ゲームでは(1 )、 {2}、{3}、{1，2}、 {1，3}、 {2，3}、{1，2，3}といった
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7種類の提携がありうる。それぞれの提携におけるルートを図5-4から図5-

1 0までに示すこととする。特に図5-4は全提携による jレート案である。

提携(1，2，3) (図5-4) 

全提携の場合、行政 (P1) と2人の地権者 (P2、P3)が道路を設置すること

に合意している。ルートとしては地点Aと地点Bの聞を直線で結ぶことが適切で

あろう。これは公共的にも個々の主体にとっても非常に機能的な道路である。

提携(l) (図5-5)、提携{2}(図5-6)、提携{3}(図5-7) 

各プレイヤーは単独で道路整備の計画をたてる。さらに各プレイヤーは他のプレ

イヤーの所有地にみだりに道路を配置することはできないものとする。したがっ

て一人または二人の地権者が道路整備を拒否する場合、それらの所有地を迂回す

るルートをとらなければならない。もちろんそのプレイヤーは開発地の周囲に道

路のための用地を取得しなければならない。開発が検討される時点で地区内の道

路の整備水準は周囲と比べて相対的に低いものとする。それゆえ地区内の土地の

価値は低い。そしてまた地区外の地権者は開発に参加する動機をもたないことと

する。このようなことから用地取得にあたっては周辺の地価は一般に開発地の内

部よりも高いと考えるのが適当であろう。

提携{1，2} (図 5-8)、提携{1，3} (図 5-9) 

この場合、一人の地権者が全提携の形成を受け入れない。その場合、上述の単独

提携と同様に提携外の地梅者の所有地を迂回しなければならない。

提携{2，3}(図 5-1 0) 

2人の地権者は地区内に道路を整備することに同意しているが、行政は参加しな

い。この場合、地権者らは地区内への交通の流入を拒否すると考えられる。

各提携の費用関数は(5・9)式から(5・12)式までの仮定にもとづいて決定する。こ

こでは部分提携も単独のプレイヤーも含めて提携を一般にSで表すこととする。

Sの費用はC(S) [円]で表す。 C(S)は建設費Cc(S)と用地費CL(S)の和として

表される。

C ( S ) = C c( S ) + C L( S ) (5・9)

建設費Cc(S)[円]は道路の占有面積に依存して決まる。

C c( S ) = g A ( S ) (5・10)
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A-----

同:::B 

二B 地権者P2

地権者P2
図 5ー7 道路配置案 ケースIにおける提携(3}について

-・E ・-提携内部の配置箇所

提携外部の配置箇所

:地点A及び地点Bに接続されている道路(既設)

図5-4 道路配置案 ケースIにおける提携{1ム3}について
A:::・・・

地織者P2

:: B 

図 5-8 道路配置案 ケースIにおける提携(1.2)について

R
U
 

4
3
 

P且者権地

A-----

地権者P3

地権者P2

:::::: B 
地権者P2

図5-5 道路配置案 ケースIにおける提携{1 }について
図5-9 道路配置案 ケースIにおける提携(1.3}について

1¥.----一

地権者P3

地権者P2

地権者P3

二二:B
A------ ーに::B 

地権者P2

図5-6 道路配置案 ケースIにおける提携{2}について
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図 5-1 0 道路配位案 ケースIにおける提携{2.3}について
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単位面積当たりの平均的な建設費を g[円/m2]とする。この値は道路設計に関す

る文献17)18)に示される考え方に基づいてある開発地区間を対象として試算して

みた。結果としてg=5∞.α)()[円/m2]を得た。
用地費Cし(S)に関しては、次のように考える。土地は分割することができるも

のとし、単位面積当たりの地価は地区内と地区外で異なる。地区内部では rを用

い、地区外では r外を用いる。そして先述のように r外の万がrより大きいとの

仮定をおく。これより用地取得費CL(S)は次のようにして決まる。

CL(S)= r A内(S)+r外A外(S) (5・11)

なおここでは単位面積あたりの地価は地区内、地区外それぞn_ r =3∞，αX)[円/
m2]、 r外=350.000 [円/m2]とする。後に地価に様々な数値を与えた場合の分

析を行うこととする。

提携Sで道路整備を行う場合の道路面積A(S)は、幅員W(S)と総延長L(S)に

よって決まる。

A(S)=W(S)・L(S) (5-12) 

本分析では道路幅はいかなる提携においても20[m]とし、道路長は各提携におい

て決定されたルートに依存して決まるものとする。道路長をL(S)とする。従っ

て道路の専有面積A(S)[m2]は次の通りである。

A(S)一20L(S) (5・13)

ここに土地評価における一つの問題がある。地価の評価・計測の方法について

は異論が生じる可能性がある。地価は基本的に将来の土地利用に見込まれる収益

性によって決まる。これは上地市場 ・金融市場などとの相対的な評価によるもの

である20)。そしてまた地価は区画形質等の空間の質によって決まる側面もある。

住宅地の敷地については理論式21)が提案されたり、考察22)がなされているが、

実際に利用されているものではない。

専門家に対するヒアリングによれば、実際の都市開発では、まず不動産鑑定士

によって諸条件、将来土地利用をふまえて判断される評価(これにはある程度の

一般性をもった評価方式23)が用いられている)が行われ、それに当該地区の地格

者らによる評価が加味されているとのことである。この地権者による評価の調整

は、その土地が今後どのように活用され、どれだけの収益性をもっ土地となるか

を知る当事者らによるものである。しかしながら当事者らによる評価の調整は、

本論で取り扱う配分問題に対してその結果を操作しうるものになる。このパラ

ドックスを解消するには、今後は配分問題が直面する場面での評価算定には、民

間独自の評価算定とは別に唯一の公正な方法による評価が行われることが望まし

u、。
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5.3.2 分担額の導出

f仁jはn人ゲームの場合、解析的に求めることができない。 3人ゲームでは

以下に述べる手順により導くことができる。費用ゲームは費用節約ゲームに置き

換えることができる。費用節約ゲームでは各プレイヤーは全提携における節約額

をそれぞれに配分するといえる。結果としてそれぞれの主体は単独時の費用から

この節約額をしたものをヲ|いたものを支払うべきであるとの結論を得る。費用節

約ゲームではV(N)、V(S)、V({i })をそれぞれ全提携N、部分提携S、単独プ

レイヤー iの特性関数とする。

V(N)= k C({ i })ーC(N) ~・ 14)
N 

V(S)=kC({ i})一C( S ) ( S c ~) (5・15)
s 

V({ i })= C({ i })ーC({i})=O (iεN) (5・16)

これより節約額の配分解XY=(XY1、XV2、 XV3)を得る。

k X Yj= V(N) (s・17)
N 

これより各プレイヤー iの費用分担額は次のようにして求められる。

X Ci = C ({ i }) -X Yi (5・18)

XYiは費用節約額の配分値である。本問題に対して一般性を損なわずに次の条件

式を満たすようにプレイヤーの番号を変更することができる。

V(N)孟V({ 1，2})ミV({ 1，3})ミV({2.3}) (5・19)

イタリック表記は並べ替えられたプレイヤーの番号である。必要に応じて番号を

再び変換する必要がある。いずれにせよ解析解としては、節約額による特性関数

の値の大小関係により 5種類に分けられ、 5種類に分かれる条件ごとに異なる形

態の解が導き出される。

i) V(N)~ 3 V({1，2}) 

Xy (= X Y2= XY3= V(N)/ 3 

ii) V(N)孟 3V ({ 1，2})、

[V(N)+ V({l，2})]/ 2ミV({ 1，3}) + V ({2.3}) 

かっV(N)~V({1.2})+ 2 V((1.3}) 

X Y (= V (N)/ 4 + V (( 1.2})/ 4 

X Y2= V (N)/ 4 + V ({ 1.2})/ 4 

XV3= V(N)/ 2 -V({ 1.2})/ 2 
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(5・却)

(5・21)

(5-22) 

(5・23)



iii) V (N)孟3V ({ 1，2))、

[V (N)+ V ({ 1，2})]/ 2 ~主 V(υ，3))+ V ({2，3}) 

かつV(( 1，2))+ 2 V (( 1，3))孟V(N)孟V({ 1，2})+ 2 V ({2，3)) 

X V 1= V (( 1.2})/ 2 + V (( 1.3))/ 2 

XV2= V(N)/ 2 -V({ 1.3))/ 2 

XVJ= V(N)/ 2 -V({ 1，2))/ 3 

(5・24)

(5・25)

(5-26) 

4 時一一250metぽ~咽.150me~

地権者P2 ，4 
が::( 「 tjr

ロtI:t-P3「ずme蜘
by { 1，2，3} 

iv) V(N)孟 3V ({ 1.2))、 (5-2η

[V (N)+ V ({ 1，2})]/ 2 ~主 V({1.3))+V({2.3}) (5・28)

かつV((l，2})+ 2 V({2，3})ミV(N) (5-29) 

Xv 1= V(N)/ 4 + V({ l，2})/ 4 + V({ 1，3}}/ 2 -V({2，3D/ 2 

XV2= V(N)/ 4 + V({1，2})/ 4 -V({J.3))/ 2 + V({2，3})/ 2 

XVJ=V(N)/2 -V((1.2))/2 

nu --
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by {1} by {1，2} 

v) V (N)孟 3V({l.2))、 (5-30) 

かつ[V(N)+V({ 1，2}))/ 2豆V( ( 1.3}) + V ( { 2，3}} (5・31)

Xv 1一[V(N)+V({1.21汗V(( 1，3))+ V ({2.3}))/ 3 -V ({ 2.3)) (5・32)

XV2一[V(N)+ V (( 1.2})+ V ({J，3})+ V ({2.3)))/ 3 -V (( 1.3}) (5・33)

XV3ー[V (N)+ V ( {l ，21}+ V (υ，3))+ V ({ 2.3}))/ 3 -V ({ l，2}) (5・34)
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EEEEEEEBEE-‘
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- d:::B 
以上に示した費用節約ゲームの解析解についてその特徴を考察する。費用節約

ゲームの「にJは上記のi)からv)までのいずれかにあてはまる。 i)の場合、すなわ

ち全提携の節約額が(1.21、{1，31、(2，31のいずれの部分提携のそれよりもきわめ

て大きい場合には、どのプレイヤーも等しい額V(N)/3を受け取る。i)からv)に

進むにつれて全提携による費用節約額は小さくなる。次第に各プレイヤーの配分

に自己の貢献度が反映されるようになっている。v)になると節約額の配分がそれ

ぞれのプレイヤーの優位性に比例する側面が出てくる。 v)の場合、 (5・32)、(5・33)、

(5-34)式それぞれの右辺の第 1項から第4項までが等しい。それに対して第5項

は、当該プレイヤー以外のプレイヤーによる部分提携の費用節約額の負の値をと

る。これはすなわち当該のプレイヤーがそれ以外のプレイヤーと協同化すること

による正の影響を自己の利得として主張できる、ということを意味しているとい

える。
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5.3.3 空間的条件に関する検証 図5-1 1 道路配置案 ケース日における各提携について(全7図)
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以上に示した費用配分法を様々な開発事業の状況 (ケースIからケース田まで)

に当てはめてみよう。これらは図5-4から図5-1 2までに示している。ケー

ス Iについてはすでに5.3.2で説明したとおりである(図 5 - 4~図 5 -1 0)。
ケースHの地区の状況については図5-1 1に示す。ケースIIIの地区の状況につ

いては図5-12に示す。それぞれのケースは、 2地権者の空間的な位置関係が

異なる。各ケースにおける費用特性関数と費用配分は表5-3に示すとおりであ

る。いずれのケースにおいても地区内の地価rは3∞成問円/m2J、地区外の地

価 r外は350.∞O[円/m2J、建設費 gは500.000[向/m2Jとしている。

ケースIとケースIIの節約額の配分解は解析解の分類v)に属する。分類 v)の不

等式条件が示唆することは、分類v)の場合には全提携が他の全ての部分提携に対

して強い費用節約効果を持っているということである。都市拠点開発の基盤整備

の配分解がどの解析解の分類に属しやすいかについては5.3.4で引き続き検討する

こととする。なおケースIでは解析解を求める際には一度プレイヤーの番号を (1

-3、2→2、3-1)というように変換する必要がある。

また、コアという点からみると次の事実に気づく。ケースIとケースHではコア

があるがケース田ではこれがない。ケース1lIでは全提携が費用の効率性という点

で合理的ではないためである。それは両地植者が道路を地区内で互いに相手と接

続しようとすることによって生じる。 (図5-1 2参照) ところで解析解にお

いて分類がi)から v)に進むにつれてコアは小さくなる。コアは分類i)とii)では必

ず存在するが、 iu)からv)までではだんだんコアが小さくなる。上述のケースIと

ケースIIの例ともあわせて考えると、都市拠点開発の基盤整備における費用配分

の特徴として、節約額の解析解の分類において v)に近い範囲で妥当な配分解が求

められる可能性が高いと推察される。
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図5ー12 道路配置案 ケース凹における各提携について (全7図)
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5.3.4 費用配分法に対するパラメトリック分析

解析解の分類は費用節約額の特性関数によって決まる。rやr外、 gの数値を

変えてみることによって解析解の特慣について観察する。分析結果は表5-4の

(A)から(D)に示すとおりである。このパラメトリック分析の結論として、たとえ

パラメータ値を変えても不等式(5・22)は必ず満たされるということである。不等

式(5・22)は(5・25)、(5-28)、(5・31)と等価である。このようにしてどの解も解析解の

分類 i)に属する。

去5-4ではV(N)は2番目に大きい特性関数({1，2})に比べて高々およそ2倍

にしかならない。条件(B)のケースIではV(N)/V(υ，2=1.3})の値が最も大きい。
特にV(N)とV({ 1，2))の式の構成に注目する。
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表5-3 費用分担額の配分結果(ケースI・II・凹)

所有地面積[m2) ケース I ケースE ケース皿 表5-4 パラメトリック分析(配分結果の変化)

地権者Pl 。 。 。
ケース I ケースE ケース田

地借者P2 37，500 48.750 30.∞o 
地権者間 22，5∞ 11.250 30.'αm 

(A) (標準) V(N) [円] 211.∞o 172.750 81.500 

CL( ( 1.2.3)) 24.000 28.500 61，500 r = 0.30 [106円1m2) V({ 1.2)) [円] 93，5∞ 93，5∞・ 93.500・
CL( (1)) 38.500 38.500 38.500 r外=0.35[106円1m2)V({ 1，3)) [円] 93，5∞ 93.5∞・ 93.500・
CL({2)) 35.250 24.000 28.500 8 =0.50 [106円1m2] V((2.3)) [円] 117.5∞・ 79.250 -12.α)() 

Cd(3)) 36.250 36.250 28.5∞ V(NνV(( 1，2}) 1.796 1.848 0.872 

Ct({ 1.2)) 35.250 24.以)() 28.5∞ 解析解の櫨頬 v) v) ui) 

CL(( 1.3)) 36.250 36，おO 28.5∞ 
CL((2.3}) 24.似)() 28，5∞ 61，5∞ (B) (r.外をより大きく)

CC((1.2.3)) 40.000 47，500 102，500 V(t'。 90，400 72，4∞ 42.8∞ 
CC((1 )) 55.000 55，∞o 55.∞o r = 0.30 V({1.2)) 44.∞o 44，∞0・ 44.000・
Cc({2)) 55.000 40.∞o 47，500 『外=3.50 V({1，3)) 44.∞o 44.000* 44.000ホ

Cc({3}) 55.000 55.∞o 47.500 8 = 0.50 V((2，3)) 46，4∞・ 28，4∞ -1.2∞ 
CC(( 1.2}) 55.0∞ 40.∞o 47.500 V(NνV({ 1，2)) 1.948 1.645 0.973 

Cc< ( 1.3)) 55.0∞ 55，∞o 47，500 
解析角革の種類

Cc((2，3)) 40.以)() 47，5∞ 102，5∞ 
v) v) ui) 

(C) (8をより大きく)
特性関数[1()6円]; C(S)=CL(S)+CC(S)=(c創叫or明)A(S)+gA(S)

C(( 1ム3)) 64.0∞ 76.α)() 164，000 V(N) 133.600 109.525 50.900 

C( (1}) 93，500 93.500 93.500 r = 0.30 V((1，2}) 58.850 58.850・ 58.850・
C((2)) 90.250 64，000 76，000 r外=0.35 V((I，3)) 58，850 58.850寧 58.850* 

C({3}) 91.250 91，250 76，000 
8 = 5.00 V({2，3)) 

C(( 1.2)) 90.250 64，000 76，000 74.750・ 50.675 -7.950 

C(( 1.3)) 91.250 91.250 76.000 V(N)/V({ 1.2)) し787 1.861 0.865 

C({2，3}) 64.000 76.∞o 164，1α)() 解析解の極却 v) v) ui) 

費用節約ゲームの特性関数[1()6円);V(S)=~ C({i))・C(S) (0) (rとr外をより大きく)
V(N) 211.000 172.750 81.500 

V(( 1.2)) 93，5∞ 93.5∞ 93.5∞ V(N) 872.500 712.750 344.750 

V(い.3)) 93，5∞ 93.5∞ 93.500 r = 30.∞ V({ 1.2)) 390.500 390.500・ 390.500・
V((2，3}) 117.5∞ 79.250 -12.α)() r外=35.∞ V({1.3)) 390.500 390.500・ 390.500・
要用弼罰ゲームの在[1()6問l

XV1 54.334 67.084 93.500 
8 = 0.50 V({2.3}) 482.∞0・ 322，250 -45.750 

XV2 78，333 52.833 -6.000 
V(N)/V(( 1，2)) 1.810 1.も~25 0.883 

XV) 78，333 52.833 -6.'α)() 解析解の極頬 v) v) ui) 

費用配分額[106円);たj=C({i))-Xv;
* 2番目に大きい費用節約額をV({I，2))としている

Xcl 39.166 26.417 。
xo 11.917 11.167 82.α)() 

xc3 12.917 38，416 82.α)() 

戸 0.30[1併円1m2] r外=0.35[106円1m2]g=O.50 [106円1m2]
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V (N)= C(( 11)+ C ({2))+ C ((3})-C ({ N}) (5-35) 

V (( 1，3})一C({11)+ C({3})一C({1.]}) (5-36) 

ケースIにおいて (B)のようにC(N)とC(υ，3))がC({1})、C((2})、C((3))などとそ

れほど追わない場合、 V(N)/ V (( 1.2= 1，3})の値はおよそ2になる。

V(N) / V((1.3})キ2C((1})/C((l}) (5-3η 

=2 

(5・37)式からいえることとして、本論で提案する費用配分法は分類v)の(5・31)式

(分類 ii)の(5・22)式、分類 ui)の(5・25)式、分類 iv)の(5・28)式と等しい)を満たす

であろうということである。このことより配分解は ii)から v)までのいずれかに

属するということがわかる。

本研究では、行政は土地を開発地に全く持たないものと仮定している。もし行

政も土地を所有するのであれば、 {11(行政単独)の費用関数は小さくなり、 (5・

37)式中のV(N)/V((1，3})が2よりも小さくなる。仮に行政が開発地に用地を所

有していたとしても従ってよ記の結論は変わらない。

5. 4 結語

本章では、都市拠点開発における基盤整備の費用配分法について検討した。基

盤整備に関与する主体の間には明らかにゲーム論的な状況がある。そこで費用分

担問題を数理的なモデルによって表現し、協力ゲーム理論を適用することを式み

た。そして2人の地権者と 1人の公共主体をプレイヤーとする状況を想定し、合

理的な配分解の導出の方法を示した。また本問題における f仁jは、敷地権成の

違いによらず、 5種顛に分類される費用節約ゲームの解析解のうちの4種類のい

ずれかに限定されることが明らかとなった。そして都市拠点開発の基盤整備の費

用分担問題では、各主体はその主体の費用を節約させる能力に相応して負担額の

経減を主接することができる、という結論が導かれた。

本章の研究にはいくつかの課題が残されている。

1)分析にあたっては開発地区の空間的条件、地価の評価方式等に多くの仮定を

設けている。その妥当性については今後検討が必要であろう。

2)道路等の公共用地が地区内に生じたときに各私有地の境界線が変更される。

この際に土地の幾何的性質の評価24)25)を配分結果にどのように明示的に反映し

うるかという問題がある。本研究では整告訴す象にかかる費用についてのプレイヤー

及びそれらが形成する可能性のある各種の部分提携聞の差速に着目しているが、

整備対象がもっ機能、付属設備などに関して主体らが異なる主張をもつことはな
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いものとしている。分析においては整備対象として地区内道路をとりあげたが、

Jレートに関する主体聞の思惑の相違はないものとし、当該プレイヤーの間で速や

かに合意をえてJレートの決定が行われるものと仮定した。なお次章ではJレートの

選定の結果として生じる各地権者の土地利用上の得失を是正する方法について一

つの検討を試みている。

3)配分の女橡となる費用には、基盤施設の維持 ・管理費用などは含んでいない。

これらの配分のあり方は、本章における費用負担問題とは異なるものと考える。

供用段階における支出、及び利用者負担などをも考慮する場合、テナント、利用

者を新たにプレイヤーとして含む費用配分問題を取り上げなければならないであ

ろう。
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第6章 地区空間再編計画における協同化メリッ トの

再配分に関するゲーム論的研究

6. 1 概説

都市拠点開発の基盤整備に関与する計画主体は整備に対して何らかの費用を支

出し、それによって何らかの便益を得る。一般に事業を協同して行うと全体とし

ての費用は節約され、使益は増加する。このょっな事業の協同化による便益の増

加、新たな便益の発生及び費用の節約のことを「臨同化メリットjと呼ぶことと

する。開発に関係する主体のうち、行政等の公共主体は民間の地権者の協力を得

て用地の提供を受けることによって、広域的観点から計画していた基盤施設を実

現できるようになる。これにより用地が得られない場合の整備の代替案と比較し

て費用を軽減できることがある。また地権者は、開発地区における基盤施設整備

に協力することによって地区の諸活動にとって不可欠な道路等の基盤施設の整備

を単独で行う必要がなくなる。

協同化メ リフトは協同体制を形成することによって生じるが、個々の主体が得

られるメリットの大きさは往々にして異なる。例えば道路を整備することによっ

ていずれの主体も地区外との交通が行いやすくなるというメリットを得るが、道

路に接する土地を所有する地権者の方がそうでない地権者よりも多くのメリット

を得ることができるだろう。また一部の主体は協同化によって逆に過分の支出を

負わされるなどしてデメリットを被る場合もあり得る。これらの結果として主体

問には獲得するメリットの大小に不公平が生じる。そのような観点からこれらメ

リッ トをひとたび主体問で足し合わせて、それを公平に再配分することにより各

主体の協肉体制への参加の可能性を高めることが考えられる。協同化メリットの

再配分は、具体的には協同化メリットの少ない、あるいはデメリットしか受けな

い主体に対して空間の所有織あるいは利用権を移転したり、金銭等による補償を

行うことによって実現できる。その場合の再配分の数量的な妥当性をどう判断す

ればよいか。本意では、以上の議論を厳密に行うために前章と同様に協力ゲーム

理論を用いた考察を行う。なお協同化メリットの f配分jではなく「再配分Jと
言う こととする。これは各自が個別に得る協同化メリットをひとたび全員で総湘

し、それを主体問で「再構成jしようとすることを表現したいためである。

前慢では都市拠点開発における基盤整備の費用分担問題を取り扱った。費用分

担問題では、一般に事業を協同化すると費用の節約が期待されることから、その
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節約される額を主体間で配分しあうことにより個々の費用分担額が特定されるこ

とを示した。その際に、事業の内容、開発地区の条件次第では費用の節約が期待

されず、合理的な配分の前提となる提携合理性、個人合理性が成立しない場合が

あり、そのような場合の配分方法について検討を行い、 3種類の可能性を示唆し

た。 ①費用が節約されない事業は不合理であり、事業自体が成立しない、②協力

ゲーム理論にのっとった配分解はそれ自体は合理的であり、たとえ費用が節約さ

れなくても有効である、③費用による特性関数では説明できない何らかの合理性

がほかにあるかもしれない、という 3つの結論である。

後述するように実際に費用上は不合理であってもなお事業が実施されるという

現実があることからすると、上記の③についてさらに検討を進めるべきであると

考えた。そこで本章では、この問題に対して、各主体の開発への参画の動機をよ

り厳密に捉え、費用に現れない協同化のメリット ・デメリットに注目し、またそ

の一部の側面は地価により計測可能であることを見いだし、これらを主体聞で再

配分することにより、協同体制が合理的に成立することを説明しようとするもの

である。したがって本宣言の研究では、再配分の対象となる協同化による事業便益

の上昇分 (協同化メリット)が地価により適切に明示化されることを前提として

議論を進める。

本研究の権成について説明する。

6. 2では、協力ゲーム理論による協同化メリットの再配分という問題の一般

的な定式化を行う。また計画主体の費用便益計算に着目し、開発実行の条件およ

び協同体制参加の条件について考察を行う。

6. 3では現行の開発関連制度において協同化メリットの再配分を保証するた

めに、協力ゲーム理論の配分解の概念を反映させたルールを制度に付加すること

を検討する。

6. 4では地価に反映される協同化メリットと費用の節約という協同化メリッ

トを足し合わせて配分することを検討する。この修正的な費用配分法により、第

5宣言に述べた方法では合理的な費用配分が成立しない協同体制においても適切に

費用の配分と便益の再配分が行われうることをモデルケースを対象とした分析に

よって示す。

6. 5に本研究のまとめを行う。

6. 2 協同体制の成立条件

6.2.1 協同化メリットの再配分と協同体制の成立
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複数の主体が協同して都市開発を行うことの意義は何か。あるいは事業費の支

出を補完するほどのメリットがあるとすればそれは何か。実は必ずしもはっき り

としていない。藤井ら 1)は、近年の開発事例における計画主体問の協同化メリッ

トを調べ、これらの関連構造を明らかにしている(図6-1)。このうち費用節

約のメリットは定量的に計測しやすい。またこれとは別に「一体的な空間の生成J
も主要な協同化のメリットの一つであるといえる。パンフレツトなどにある事業

者のアピーJレや各種の公的な事業制度2)の指針には f一体的な空間の生成Jとい

うことがしばしば強調して記されているからである。しかし空間の一体性、ある

いはその価値を計測する方法は十分に確立されていない。いかなる空間構成が景

観上あるいは機能上優れているかは、それ自体が重大な研究課題3)としてある。

ここでは協同化することにより単純にある大きさの便益か等専られるものとして、

経済的な計算が行われるものとしよう。

開発に関係する 2人の主体(以下では r(ゲームの)プレイヤーJという)、
プレイヤー i、プレイヤー jを考える。一散論としてはプレイヤーについて民間、

公共の区別はいらない。また3人以上の議論については後述する。

プレイヤー iが協同体制(複数のプレイヤーの組合せ、ゲーム理論で「提携j

という)Tを組んだときに得る使益をVi(T)とする。 2人ゲームの場合、各プレ

イヤーは個別に開発を行う、および2人提携T=(i ，j }に参加する、という 2つ

の選択肢を持っている。プレイヤー i、プレイヤー jが提携い，j}を組むことに

よる便益の増分のことを協同化メリット (Mとする)と呼んでいる。プレイヤー

i、jが受け取る協同化メリットはそれぞれ(6・1)、 (6-2)式のとおりである。もち

ろん協同化することによってメリットがなくデメリットが生じる場合には、それ

ぞれの値は負となる。

Mi=V.({ i ，j })-Vj(( i}) (6-1) 

川=V j({ i ，j })ーVj({ j }) (6-2) 

提携(i ，j )に対して以下の式が成り立つとき、その提携が成立することの前提条

件が整う。これはゲーム理論における提携合理性4)の条件式である。

提携合理性;Mj + Mj~ 0 (6-3) 

(6・3)式が成り立つとき、 2者全体としてみた場合には提携(i ，j 1を形成する方が

多くの便益を得ることができる。(図6-2の(a)と(b)を比較せよ)

ついで協同化によるメリットの増分の両者の和 (Mj+Mj)をi、jの問で適

当に分配し直すことを考える。分配の結果をゲーム理論では「配分jといい、 X

=(Xi，Xj)と表す。

Ms +Mj=X i+Xj 
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(6-4) 

レベル6

図6-1 都市拠点開発における協同化メリットの関連情造

一般に協同化メリットは関係する主体の聞で余すことなく配分するものと想定

する。これは等式によって示される。 (6-4)式は、ゲーム理論でいう全体合理性5)
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に相当する。

そして、配分に関して次の条件が成り立つとき、協同体制は成立する。これは

ゲーム理論でいう個人合理性6)の条件式である。

個人合理性， Xi這O、Xj孟o ~・5)

なお提携において配分を行った結果がその部分的な提携(1人の場合も含む)

の全てに対して(6・3)式、 (6・5)式を満たす解領域をゲームの「コアJ7)という。

乙土こミ

!~一川j11

どJh作)
1v川入 j↓ 協同化

i}パ _;_Xi({il】ヘ !↓ 再配分

図6-2 協同化、再配分による協同体制の成立

すなわち協同体制を形成することによって個々の主体には協同化メリットが生

じる。そしてばらつきの生じている協同化メリットを主体問で再配分(図6-2

の(b)から(c)へ)することにより各プレイヤーとも個別に事業を行う場合よりも

多くの便益が得られるようになる(図6-2の(a)と(c)を比較せよ)。協同化と

いう行為の結果として生じる協同化メリットを得るには互いに相手の協同体制へ

の参加を不可欠としており、そのために参加を依頼した側が依頼された側に対し

て参加への報酬を支払うことが妥当であると考えられよう。

プレイヤーが2人の場合には協同化メリットの続可日 (Mi+Mj)を2者で 1/

2ずつ均等に配分するのが自然であると考えられる。これは(6・3)、(6・5)両式を必

ず満たす。それに対して、 3人以上の n人の場合には、 1/nずつの配分では必

ずしも(6-3)式、 (6・5)式が成立しない。すなわちコアと呼ばれる解領域に存在しな

い場合がある。このことは、一部のプレイヤーが徒党を組み、部分的な協同体制

(部分提携)を形成し、それが全主体による協同体制(全提携)よりも優位 (経

済的に効率的)となる場合があるためである。図6-3では3人ゲームにおいて
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上述のような均等配分が不合理となる場合があることを図示する。

ひとたび確定された協同体制の内部においては、それを構成する各主体が、基

本的にその後の計画過程において生じる一つ一つの協議事項によってその体制を

崩壊させることがないように努力するものと考えられる。そのためには各種の協

議事項の決定によって生じる各主体へのメリット (及びデメリット)のばらつき

を主体聞で可能な限り均す必要がある。これを厳密に行うためには、第51控で述

べたように「仁 (Nucleolus)J 8)を用いることが適当であると考える。

V((3}) 

V(( l}) 

ロ コアの領域

V({2，3}) 

2 3 

図6-3 3人ゲームにおける等配分の不合理性

6.2.2 計画主体の費用便益計算と意思決定

第5章でとりあげた費用分担問題では、都市拠点開発の基盤整備に関与する主

体は、いずれもある程度の費用を投資すれば相応の便益が得られ、かっその前提

は単独であろうと提携を組もうと変わらないものとした。ここで、開発実行の動

機と協同体制(以下では提携という)への参加の動機とは意味が異なることに注

意すべきである。各主体の費用・使益計算にもとづく開発の実行・留保の意思決

定と提携への参加・不参加の意思決定を行つ場面に焦点を当ててみよう。任意の

計画主体 iについての開発実行の動機を保証する条件は次のようにして示すこと

ができる。ただし、計画主体 iが単独で開発を実行することによって得る便益を

Bi、開発にかかる支出費用をCiとする。
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NBj=Bj一Cjミo ~・@

NBjは費用便益分析における f純便益jである。これが正であることが開発を実

行する動機をもつことの説明になる。純便益の代わりに費用便益比によって表し

でも支障はない。その場合は次のようである。

C B Rj= Bj/Cj主 1 (ふη

計画主体 iが参加する提携をNと去す。提携Nを構成する複数の計画主体が協

同化することにより費用節約の効果が生じるならば、その提携Nの成立が期待さ

れる。そして第5章で提示した方法により提携内部で連正に費用配分がされれば、

計画主体 iの負担額も減少し、提携参加の動機を保証する条件が成立するはずで

ある。ここで計画主体 iへの費用配分額をXCi(N)とする。

B(N)= B(N)ーC(N)ミo (ふ8)

NBj(N)=Bj(N)-XCj(N)>O (<ふ町

(6-8)式は全提携の成立条件を示し、 (6・9)式は計画主体 iの全提携への書加の動機

を保証する条件を示している。

以上の議論に対して、これとは異なり、協同化により費用が節約されない、あ

るいは便益が上昇しないために開発実行の条件、および提携参加の条件が成立し

ない可能性がある。このとき(6-6)式と(ふ9)式の符号が異なる場合がある。両式の

符号の異同により全部で8種類の場合がある。これらを列糸したものが表6-1 

である。①~@では協同化による費用の変化に注目し、 ⑤~③では協同化による

便益の変化にに注目している。

第5章で行った議論は、便益の変化には言及せず、費用が節約される状況、す

なわち表6-1の①、 ②に該当する状況に限定していた。事業を協同化すると費

用が逆に増大する場合には、コアが存在しなくなる、すなわち提携を組むことの

合理↑生が失われる。その場合には基本的には提携を組むべきではないと考えるが、

場面によっては5.2.3.~こ述べているように配分解の妥当性を再検討する場が計画

のプロセスにおいて必要かもしれない。(表6-1③) 単独でも協同化しでも

純使益が負であるならば、何らの行動も行われない。(表6-1④)

協同化により便益が変化する場合について考察しよう。計画主体 iの便益が協

同化により上昇するならば費用が節約される場合と同様に計画主体 iの提携参加

の動機が保証されるはずである。(表6-1([児島) 本章ではこのような便益の

上昇による協同体制形成の条件を検討する。協同化によって逆に便益が低下し、

(6・9)式が満たされなくなる場合については当然、コアが成立せず、提携を組むこ

とが合理的ではなくなる。 (表6-1⑦) 最後に、単独でも協同化しても純便

益が負であるならば、何らの行動も行われない。 (表6-1③)。
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第5章の主題は費用分担問題であり、それゆえ以上に述べた提携成立の合理性

についての議論を割愛したが、実際の場においては、費用面では不合理であるに

もかかわらず協同して事業が実施されるということが現実としてある。これを理

解するには、たとえ損失があってもそれに余りあるメリットが得られるためとし

か考えられない。そこで計画主体が協同化メリットを得て、さらには主体問で再

配分を行うことが協同事業の成立の可能性を高めることになると考えた。先述の

ように協同化メリットを定量的に示すデータはないが、実際の地価鑑定の方法的

をみると、しばしば事業を協同化すると得られる機能上の優位性などが評価され

ていることから、以下では、一般の協同化メリットが地価により適切に明示化さ

れるものと仮定して考察を進めることとする。

表6-1 費用便益計算と協同体制提携の成立の可能性

(6・6)式の条件 (6・9)式の条件 提携 論文中の取り扱い箇所

協同化により費用が節約される場合

。Bj-Cj~ 0 Bj-XCi>O 成立 第5章

②Bj-Cj:;!; 0 Bj-XCi>O 成立 第5章(ただし単独

では実行しない)

蕗同花により費用がit')大する場合

③B j一 Cj~O Bj-Xcj< 0 不成立 5.2.3(ゲーム論的に

合理的でない)

<D Bi一 Cj~O Bj-XCi<O 不成立 単独でも提携でも

開発を実行しない

協同花によち便益が.tt)大する場合

@Bj-Cj~O Bj-XCi>O 成立 第6毒E

⑤Bj-Cj ~ O Bj-XCi> 0 成立 第6章 (ただし単独

では実行しない)

蕗同花により便益が減少する場合

①Bj一CjきO Bj-XCiく O 不成立 単独(または部分後燐)

で実行されるであろう

③Bj-Cj孟 O Bj-XCi< 0 不成立 単独でも提携でも

開発を行わない

※(6-9)式については、提携成立のためには提携に番号加する全主体について成立する必要が

ある
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6.2.3 協同化メ 1}ットの足し合わせ

一般に協同化メリットといわれるものには多様なものがある。多様な種類の中

には諮問化により逆に個人の得られる便益が低下するものもあろう。どれか一つ

の種類の協同化メリットにおいて個人合理性、提携合理性を満たさなければ、ぞ

れによって協同体制が成立しなくなる可能性もある。そこで複数種類の協同化メ

リットを足し合わせることを考える。協同化メリットの種類k (k = 1ム…，K)

の重みを Wkとして次のような関数を設定する。

K 

V L Wk  Vk (6-10) 

上述のような関数を想定した場合には一部の協同化によるデメリット(負の協

同化メリット)を他の正の協同化メリットで補うことにより個人合理性、提携合

理性の成立の可能性を高めることができる。ところで第5哲で取り扱った費用分

担問題は費用の節約という協同化メリットを再配分する問題にはかならない。し

たがって費用節約を一種の協同化メリットとして、全提携の費用関数が個人合理

性、提携合理性を満たさなくても、地区全体にとって望ましいその他の種類の協

同化メリット(例えば空間の質が向上する、機能の複合化を図ることができる、

など)によって協同的な事業が各主体にとって合理的であるならば、その事業は

実施することが妥当となるであろう。実際に費用の側面では不効率であるとして

もなお実施されている開発事例とは、このように費用の側面と便益の側面を足し

合わせた検討を行っているからこそ成立しているものと推察される。ただし足し

合わせられる協同化メリットの聞の重みづけをどう決めればよいかという問題点

は依然として残っている。

6. 3 開発関連制度における協同化メリットの

再配分の方策の検討

6.3.1 協同化メリットの再配分を考慮した制度設計

協同化メリットを主体問で再配分するための理論的枠組みは以上に述べたとお

りである。これに対して実際に複数の主体が、上述した協同化メリットの再配分

を計算するためには、これまでの数式中にパラメータとして示した協同化メリッ

トの大きさが明らかにされていなければならない。そこで使益計算の指標化の一

つの可能性として地価を用いることを考える。地価は基本的に土地の空間的な質

に対して与えられる。したがって地価がそのことを適正に反映させているならば、

空間の質を高めるという都市開発事業の目的が達成されているときに当該地区に
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は高い地価が与えられることとなる。

地価の評価・計測の方法については異論が生じる余地があるが、これについて

の本研究がとる立場は第5章に述べたとおりである。本研究では地価の評価方式

がいかなる主体にも容認される公正な方法であるものとして、地価に顕在化する

協同化メリットの再配分に関する検討を行うものとする。

以下では、地価や費用額を通じて顕在化する協同化メリットを関係主体に公平

に再配分するためのルールを、都市開発に関連する既存の公的制度に組み込むこ

とを検討する。

6.3.2 地梅者間の受益再配分問題

[ 1 ]等価交換

都市開発事業では、土地または床を主体聞で交換することによって空間の一体

性、機能的効率性を向上させることが多い。交換した空間には所有権を伴う場合

もあれば利用権 (賃借)のみの場合もある。したがって交換対象の物理規模では

なく価値的にみて等価であることが要請される。実在の都市開発関連制度のひと

つに土地区画整理事業がある。土地区画整理事業における換地においても協同化

のメリットが生じ、それを主体問で配分する必要があると考えられる。土地区画

整理事業は一般に住宅地に基盤施設を充足させるときに用いられるが、近年では

スーパーブロック型やツイン型などのように都市開発事業に適応した形のものが

活用されている10)。またT0 R (開発権の移転)11)も、適用される対象は異な

るものの同様の考え方で3次元的な広がりをみせた主体を超えた空間の交換の方

法であると受けとめられる。

例として地権者Pl、P2が土地の一部を交換し、境界線を整序する状況を 2人

ゲームとして捉える。

(主体問で滅歩率が等しくない)

道路 ，ーーーーーーーーーー-，

P 1 

図6-4 土地の等価交換

交換しようとする土地または床の面積と単位面積当たりの地価を掛け合わせた
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ものが主体問で等しいことが空間と空間を交換することの基礎的条件となる。

r'SI=r2S2 

ここで、 rj .単位面積当たりの(事前の)地価(i = 1または2) 
S j 交換対象となる土地または床の面積 (ク)

(6-11) 

そして一般には境界線の整序等により何らかの空間価値の上昇があり、さらに

それは地価に反映される。現状ではこのような空間価値の上昇という協同化のメ

リットが主体聞で公平に配分されているとはいえない事例も見受けられる。土地

区画整理事業の換地においてもこのことは考慮されていない。(住宅地)土地区

画整理事業における区画形質の決定に関する研究12)、評価に関する研究13)にみ

られるように、多数の地権者が情成する空間を各主体の効率性を維持した上で再

偶成することはきわめて難しい。これらの研究では空開設計の技法の追求のため

に公平性の検討は不足している。これに対して本研究では簡単のため3人以下の

場面に限定するが、 6. 2 ~こ示したゲーム論的アプローチにより公平性を維持し

た空間の配分のあり方について議論を進める。ここでは、配分の結果としての空

間の物理的情成の合理性についての議論は行わない。

V ({ 1，2})= V ，(( 1，2})+ V 2({ 1，2}) 

=( r， +ム r，)( S ， -S ，+ s 2) -r ， S ， 

+( r 2 +ム r2)(S2-S2+ S ，)-r2 S2 

(6-12) 

ただしSj:地権者Pi(= 1または2)が所有する土地または床の面積

ム r，交換後の地権者Piの所有地の地価の上昇分 (単位面積当り)

たとえ等価交換によるデメリットが多く地価の総計が低下する場合においても、

デメリットは数式上、負のメリットとして捉えればよく、同様な計算万法でデメ

リットを主体!瑚で配分することになんら支障はない。受益の公平性を重視するな

らば両者による協同化のメリット V({l，2})を仁などの規準にもとづいて配分する

ことが適当といえる。もしも 2人ゲームであるならば、プレイヤー iの方が便益

をより多く得ている場合には、プレイヤー iがプレイヤー jにVj({l，2})ーV

({ 1.2})/ 2なる額を金銭等で渡すことが要請される。これは図6-2の(a)と(c ) 

を比較することによってすぐに求められる。この値は(6・13)式により地価や土地

面積などで次のように表される。

V ，(( l，2})-V ({ 1，2)}/ 2 = 
{ム r，(S，-s，+S2)+ムr2( S2・S2+ S ，) + ( r 2-r ，)( S 2・St)}/2 (6-13) 

[2 ]土地区画整理事業の減歩
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土地区画整理事業では資産価値の上昇分(r開発利益J)を保留地(床)や減
歩といった形で生みだし、これを資本として基盤整備を実現させている。一般に

開発関与主体の全体Nに対して(6・14)式の条件の成立が保証されている'4)。

B(N)=( r +ム rj)(A(N)-a (N))一rA(N)きo (6-14) 

ここで、 A(N);全提携内部の土地の総面積

a (N) ;基盤整備のための供出用地の総面積

r 、ム r，全提携内部の土地の地価、ここでは均一であるとする

本事業では個々の開発関与主体の資産価値の上昇までは保証されていない。本

事業が主に宅地開発に利用され'5)、地区内の所有地が持つ地形的な属性や個々の

地権者の要求に大差がないこと治情可提で了解が得られてきたものと恩われる。本

研究では、各開発関与主体にも上記の動機を保証する条件の成立を保証すべきと

の立場をとる。開発関与主体 iが全提携による基盤整備に参加した場合の資産価

値の地分Bj(N)と、単独で基盤整備を行う場合の資産価値の増分Bj({il)はそれぞ

れ以下のように定式化される。

Bj(N)=( r +ム rj)(Aj-Xj)一rAj~ 0 (6-15) 

ここで、 Xi:プレイヤー iの整備への供出(配分)面積

Bj({i})=( r +ムrj({i}))(Aj -a i)ー rAj (ふ16)

{i} :単独による場合を意味する。

aj 単独で整備した場合の供出面積

Bi(N)が零以上でかつBj({i})よりも大きいことが開発関与主体iに基盤整備へ

の協力をともなった開発参画の動機を与える条件となる。

Bj(N)-Bj({i})=( r +ム r(N))(Aj -Xj)ー(r+ムr({i}))(Aj-aj)注0(6-17)

(6・15)式、(ふ16)式はいずれも開発に関わらずに土地を所有し続けること(事前)

よりも土地を供出し、開発を実現することの方が当の主体にとって便益が大きい

ことを保証する条件である。また(6・17)式は単独で開発するよりも全提携に加

わった方が当の主体にとって便益が大きいことを保証する条件である。

一般に複数の開発関与主体は提携を組む方が単独に比して基盤施設に充当すべ

き必要(供出)面積が減少する。すなわちXj妥 aj (単独時の供出面積)を満た

す。また例えば道路のようにいくつもの所有地を通過し、接続性が増すことによ

りネットワーク効果が発生する場合がある。このような整備の質的向上は、整備

による単位面積当たり地価の上昇に表れるであろう。すなわちム r(N)~ .6. r 

({ i})となる。したがって提携によってこれらの効果が発生するならば、 (6・17)式の

第1項は第2項より常に大きく、全提携に参加することの動機が保証される。
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ここでは、清算金などが生じないように事業費(C)と便益 (B)が等しいこ

とを要請する。

B-C=O ~・ 18)

減歩はこれらの条件をみたすようにして用地の供出を要請するものである。し

かしこれらは事業全体としての原則であり、各プレイヤーが協同的な事業に参加

することの動機は保証していない。また事業費Cをプレイヤー間でどのように配

分すればよいかも定かでない。そこで、基盤整備にかかる費用の節約分も考慮に

いれて事業全体として得られる協同化のメリットを各主体に公平に配分する場合

の費用分担額を導くこととする。

基盤整備の例として開発地区に道路の整備を行う状況を想定してみよう。

P 1 

s 1 
-ー+ P 2 

図6-5 土地区画整理事業の対象地区

対象地区には地権者Pl、P2の2人がいるものとする。ここに図6-5のよう

な道路を整備する場合、道路が図中の地点ア、イ問の交通を可能とするという本

来的な機能を実現させるためには、地権者ごとに異なる面積の用地を公共に対し

て供出することになる。したがって各地権者が事業後に個々に得る(6・17)式と同

様な協同化のメリットの大きさにはばらつきがある。

地権者をそれぞれプレイヤーとしてゲーム的状況を描写することとする。プレ

イヤーPi ( i 1または2)が受ける協同化のメリットは地価の上昇 (VL)と

費用の節約 (VC) という 2 つの側面にわけられる。 6.2.3~こ述べたようにこれら

2種類の協同化メリットを足し合わせて再配分することを検討する。プレイヤー

によってはこれらの値が負になる場合もあることに注意する。

協同化のメリット;地価の上昇

V L(( 1，2})一三(ri(( 1，2})+L::. r i({ l，2})X S i -S i(( 1，2))) (6-19) 

-I.(ri+ム ri({i})XSi-si({i})) 

協同化のメリット;費用の節約

V c({ l，2})=ヱCi({i))ーC((I，2})
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(6-20) 

ここでCi((i)):自らの所有地のみを対象として(他とは協力せずに)事業を

行った場合の費用想定額

(6・21)式については第 l項(括弧内)が事業を協同化した場合の便益、第2項

(括弧内)が個別に事業を行った場合の便益である。 (6・22)式については第l項

が個別に行った場合の費用の総和、第2項が協同化した場合の費用である。

V L(( 1，2})= V Ll (( 1，2})+ V u(( 1，2}) (6-21) 

V c(( 1，2})= V c1 (( 1，2})+ Vロ((1，2)) (6-22) 

V ({ 1，2))= V L(( 1，2))+ V C({ l，2}) (6-23) 

この協同化のメリットをどう再配分するか。公平性を重視するならばV({ 1，2}) 

を仁などの規準にもとづいて決定することが適当といえる。基盤整備の費用は地

価上昇分によってまかなわれるとはいえ、地価上昇分と整備費用が等価であるこ

とを満たしているだけであるから、実際には協同化メリット再配分後の費用分担

額は金銭の形で捻出しなければならない。その費用分担額XCiは次式のようにし

て示される。個別に事業を行った場合の費用想定額Ci((i})から協同化によるメ

リットの再配分(費用の節約額と便益の再配分から使益についての当初の協同化

のメリット相当額を号|いたもの)を差し引くことによって各プレイヤーの費用分

担額は決定される。

XCi= Ci((i})一 (Xi-V({l，2})) (6-24) 

なお実際には道路整備に関連する事業制度が土地区画整理事業に組み合せられ

て道路整備費用に補助金が充てられる場合もある。これはある意味で公共の事業

への協力的な参入とみることもできる。次節では公共をもプレイヤーとするゲー

ム的状況について触れる。

6.3.3 行政・民間地権者間の受益再配分問題

基盤整備の方式として買収方式がある。買収方式は都市開発に直接的に関連す

る制度ではないが、開発地に広域的観点からきわめて公共性の高い基盤施設が整

備され、一面で行政が基盤施設の整備費用を負担しつつも、第5章に述べた「原

因者負担の原則jから地権者が負担する状況があり得る。

このような状況では、もしも協同化せずに公共が道路を整備すれば、公共が費

用を負担するにもかかわらず、限定的な利用者である地権者が整備の便益を得る

こととなり不当である。それゆえ用地買収に際しては、公共は実勢価格による晴

入をせず、民間負担分の相当するだけ減額して購入することが適当である。本問

題は本質的に用地を提供する側と買収する側の2人ゲームとして捉えられる。な

お変数の添字Lは地権者、同じくGは公共を意味する。
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公共は都市の社会的な便益を得ることを目的として基盤整備を計画し、そのた

めに当該地区の用地を買収する。もしも当該地区以外で同じ額の用地を取得する

代替案があるとしても、その代替案によって実現される基盤施設の機能では相対

的に社会的便益が低いものとする。すなわち同一費用でより多くの社会的便益を

得られることが公共にとっての協同化メリットである。

0公共の協同化のメリット;社会的使益の上昇
VG({G.L})= S B({G.L))ー SB({G}) (ふ25)

ただしSBは社会的便益を表し、 SB({G，L))は公共が当該地区で用地を取得し

た場合の値、 SB({ G})は他の地区で用地を取得した場合の値で、それぞれ所与

とする。社会的便益とは整備された基盤施設を利用する地区周辺の不特定多数者

が得る便益の総和として定義する。

他方、地権者は当該地区に新たに基盤施設が整備されることにより便益を得る。

これは自社の所有地の地価に反映される。その一方で所有地の一部を基盤施設用

地として供出するため、 (6・26)式に示すような地価評価の変化がある。

0地権者の協同化のメリット;地価の上昇 (により明らかにされる便益の上昇)

V L( ( G ， L }) = ( r +.6 r )( S -s)ー rS (ふ26)

ここで、 r 単位面積当たりの地価の実勢価格

ム r 整備によって見込まれる地価上昇額

s 供出面積

V(( G，L})ニ VG( ( G • L }) + Vし((G， L }) (6-27) 

2人ゲームで 「仁jにより配分を行うならば、 再配分された各々の協同化のメ

リットは以下の通りになる。

XG(( G，L })= XL({ G，L })= V(( G， L })/ 2 (6・28)

公共は地権者の協力を想定しなければ、用地買収に r. Sだけ支出しなければ

ならない。地権者が多くの協同化メリットを得ている場合にはVG(( G， L))ーV((

G.し))/2を公共に渡すべきである。したがって公共の支出は r. Sから地権者

が得た協同化メリットを差しち|いた額でよいはずである。これより、公共は次式

を満たす単位面積当たりの買収額eを地権者に提示してよいといえる。

r . Sー[VG( ( G . L }) -V ({ G ， L ))/ 2] = e . S ~ふ29)

(6・29)を変形することにより実際の買収額eの値は次のように求められる。

e = rー[VG( ( G • L }) + V ({ G. L ))]/ 2 s (ふ30)

6. 4 協同化メリットの再配分を考慮した費用配分法
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6.4.1 修正費用配分法の定式化

第5章で取り上げた費用分担問題は、 5. 2で説明したように費用節約額の配

分問題に還元することができる。これは本章における協同化メリットの再配分問

題の特別なものともいえる。通常の費用分担問題においては費用特性関数のみが

協同体制の成立の可能性の議論に用いられる。もしも費用節約以外の協同化メ

リットが費用節約のメリットに比べて無視できないほど大きくなるならば、協同

体制の成立の可能性を議論する際に、このような協同化メリットの存在も考慮に

いれなければならないだろう。

このように複数種類の協同化メリットを考慮に入れる場合には、 6.2.3に示した

ように全ての協同化メリットを足し合わせてから各主体に配分すればよい。した

がってこれを数式で表現するならば、ここで費用節約額をV、その他の協同化メ

リットをB、協同化メリットの稔湘をTBとするならば、提携S、提携Nの協同

化メリットの総和はそれぞれ次のように表される。

TB(N)=V(N)+B(N) (ふ31)

TB(S)=V(S)+B(S) (SCN) ~ふ32)

なおこの種のメリットはいずれのプレイヤーにとっても単独では得ることができ

ない。したがって単独のプレイヤー iについては次式が成り立つ。

T B({i})= V ({i})+ B({i})= 0 ( i E N) (6-33) 

TBを総協同化メリットと呼ぶこととする。これをまとめて各主体に配分すれ

ばよい。協同化によるメリットは正値として評価され、デメリットは負値として

評価される。メリットの総量がデメリットの総量を上回るならば、このようにし

てまとめたものを配分した結果、個人合理性と提携合理性が達成されやすくなる

ことがいえる。

TBの配分解をXTB =(X TBl. X T02. X TB3)と表すこととする。

L XTBi = T B(N) (6-34) 

N 

総協同化メリットは次式のようにして各主体に再配分される。これより修正的

な費用配分額Xoを得る。

XCi' = C({i})+ Bi(N) - X TBi (6-35) 

(6・35)式を全てのプレイヤーについて足し合わせる。その結果を示す(6・36)式によ

れば、各主体の費用配分額XCi・の総計は全提携の費用総額に等しいものであるこ

とが確認される。すなわち全体合理性を維持した上で、協同化メリットの再配分

を反映させた費用配分法を提示することができた。
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I X Cj' = I C (( i)) + B (N)ー TB(N)
N N 

=ヱC((i)) + B (N)ー B(N)- V(N) 
N 

= C(N) 

6.4.2 モデル地区を対象とした分析

(6-36) 

6.4.1によれば第5章に述べた通常の費用配分法と同様な方法によって協同化メ

リットを各主体に割り振ることができた。協力ゲーム理論を適用することによっ

て本方法は説明できる。残された問題として協同化メリットをどうやって評価す

るかということがある。費用節約額であれば評価することはやさしい。一つの有

効な尺度として地価鑑定による3判面がある。例えば一般に敷地が正方形に近いほ
ど地価が高いとされる 16)。ここではきわめて単純な評価基準があるものと仮定す

る。そして第5市のモデルケース地区3事例(ケースI、II、Ill)に当てはめてみ

ることとする。

各主体は個々の所有地の一部を失う。しかし残された所有地については道路整

備の結果として地価が上昇する。ここでは簡単のために道路整備の効果は地区内

の主要地点が接続されていることによって評価されるものとする。図6-6、図

6ー7、図6-8に主要地点を(勺の記号で示す。結果として地価は次のように

して道路を整備することによって上昇するものと考える。

r ( Z )= Q ( Z ) r (0) 

ここで、 Z 道路が接続する主要地点の数

r=r(z):単位面積当たりの地価[円/m2]

r (町:当初の地価

(6-37) 

当初は地区内に全く道路が配置されていなかったものとする。

本研究では r(0)は3∞，α刀{円/m2)とする。
Q=Q(Z) :道路整備効果の地価への影響

qはzの関数として表される。関数Q= Q(z)を(6・39)式に定義する。

q( z )=1 +0.5 z (6-38) 

道路整備によって期待される各提携の単位面積当たりの地価は rj(5(またはN

))と表す。地権者は道路整備によって土地を失う。その失った面積規模をai( 5 ( 

またはN))と去す。提携Sにおけるプレイヤー iの協同化メリット配分の取り分

Bj(S)は地価評価によって次のように決定される。Bj(S)は(6・39)式のように定

義される。

B j (S )= r ，( 5 )( A i -a j ( S))ー r，((i})(Aj({i})-a j({i})) ( iε5) (6-39) 
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提携Sに属するプレイヤーが得る便益は合計されてB(5)となる。

B(5)=I Bj(5) 

S 

(640) 

費用節約額を地価評価によって示される協同化メリットに足すこととする。

TB(N)， TB(5)は再配分問題のゲーム的状況を表す特性関数である。

T B (N)= B (N)+ V (N) (6-41) 

TB(5)=B(5)+V(5) (5CN) (6-42) 

そこでケースI、ケース日、ケースIIIの3つの事例に対して社と協同化メリット

TBの配分額を計算する。第5章の費用配分法にもとづく配分結果と本章で導い

た修正された配分結果とを比較する。両者の結果を表6-2 ~こ示す。 結論として、

第5章の費用配分法では、ケース凹においていくつかの部分提携について提携合

理性を満たさなかったが、本意の方法によればいずれの部分提携についても提携

合理性を満たすようになっている。

地権者P2

A * 事 * 
寧 B

地権者P3 

図6-6 道路接続地点の評価 (ケースr)

地権者P2

A * 牢 *B 

ld者P3
図6-7 道路接続地点の評価 (ケースロ)

地稿者P2
申

A * 寧 B

* 地権者P3

図6-8 道路接続地点の評価 (ケースIII)
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表6-2 第5章の費用配分法と本章の修正費用配分法の結果の比較

ケース I ケース E ケース田

特性関数[106円]

B例) 32，100 31，200 23，250 

B({I，2}} 9，300 23，550 9，450 

B({I，3}} 5，400 2，025 。
B({2，3)) 32，100 31，200 23，250 

V(N) (表5 2より) 211，000 172，750 81，500 

V({ 1，2}) (表5-2より) 93，500 93，500 93，500 

V({ 1，3}) (表5-2より) 93，500 93，500 93，500 

V({2，3}} (表5 2より) 117，500 79，250 -12，000" 

総協同花メリットの特性関数[106円];TB=B+V 

TB(N) 243，100 203，950 104，750 

TB({ l，2}) 102，800 117，050 102，950 

TB({I，3}) 98，900 95，525 93，500 

TB({2，3}) 149，600 110，450 11，250 

庖同花メリットゲームの仁[106円]

XTBl 48，534 65，208 92，900 

XTB2 99，233 80，134 10，650 

X司 3 95，333 58，608 1，200 

第51Eの費用配分法による費用分車額(106円];Xa'=C({i)) -XVj 

XC1 (表5-2より) 39，166 26，417 。
XC2 (表5-2より) 11，917 11，167 82，000 

XC3 (表5 2より) 12，917 38，416 82，000 

修正費用配分法による受用分担額[106円];xa・=C({i))+Bi例)-X113i 
Xet' 44，966 28，292 600 

Xcz' 10，967 11.017 76，975 

Xo' 8，067 36，691 86，425 

制部分提携(2，3)にとって不合理である
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6. 5 結語

都市開発事業の円滑な遂行にあたっては、開発動機をもっ関係主体が協同体制

を形成成立するための条件が保証されることが何よりも不可欠であると考える。

本研究ではそのための規範的なJレールづくりについて考察した。そして本考察に

際しては協力ゲーム理論の適用が有効であると考えた。特に形成成立条件が保証

された下での協同化メリットの公平な配分解の決定にあたってはコアをベースと

した「仁jが社会的にも十分に受容可能なルーjレであることを指摘した。その上

で、都市開発を支える現行の制度には公平性の観点から十分とはいえない面があ

ることを示し、制度の枠組みの中で協向体制の形成成立のための適正な受益の配

分のあり方を検討した。

なお本研究では使益の評価 ・計測のあり方、とりわけ金利計算による費用、使

益の評価額の変化、主体の事業への参加の時間的順序、情参与変動にともなう不確

実性の担保の方法などを考慮していない。都市レベルのスケールの問題であれば

これらに対していくつかの研究があるが、都市拠点開発、土地区画整理事業が行

われるような空間スケールでこれらのことを考慮すること、またこれらに対して

多くの事例にもとづき統計的結論を提示することは難しく、研究例が少ない。現

実にはこれらの事柄が問題を複雑にする。しかし、それでもなお本研究に示した

枠組みを基本として今後の都市拠点開発事例に適用するための公平性を重視した

制度を新たに設計・検討することは可能であろう。
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第7章結論

都市圏では、社会・経済構造の転換に対応して都心、臨海地帯などに遊休地が

生じており、それらの地帯では今後の土地利用のあり方について抜本的な改善を

迫られている。都市拠点開発は、そのような状況下にある遊休地群において、民

間地権者の自発性と創発牲にもとづく先進的かつ高度複合的な都市空間の生成を

期待した、新しい社会基盤整備の方式であるといえる。

都市拠点開発における基盤整備を計画的に進めるための方法論は、従来の行政

主導による単一主体的な計画論とは大きく異なるものであるといえる。端的に説

明するならば、自らの裁量にもとづいて自発的に私的開発を行う民間地権者と、

公共的視点にたって基盤整備を行う公共主体が、事業に関する意思決定を協調的

に進める「計画の場jを必要とする。この「計画の場Jにおいては、地区空間の

利用方針、決定の手順などに関して主体聞でコンフリクトが生じる可能性がある。

都市拠点開発の基盤整備計画のための f計画の場J(本研究ではこれを「地区空
間再編計画Jと名付けた)には、開発をとりまく情勢の変動といった外的な不安
定要因とは別に、コンフリクトという内的な不安定要因が見いだされる。

都市拠点開発を都市・地域の社会基盤整備の一つの戦略として位置づけるには、

地区空間再編計画を安定的に進行させるように主体聞のコンフリクトを適切に調

整しなければならない。公共的な立場からこのようなコンフリクトを調整するに

は、一つの行政のスタンスとしては、ある開発地区のコンフリクト問題に対して

それを地区固有の問題として把援し、規制と誘導をもって当事者らをコントロー

ルするということが考えられる。これに対して、行政自体もコンフリクトの当事

者になり得ることを踏まえると、別のスタンスとして、より高所にたって、コン

フリクトを未然に予防する、あるいは事後に適切に解消するように何らかの調整

方式を予め制度として設計しておくことが考えられよう。

後者のスタンスをより有効なものとするために、本論文ではシステムズアプロー

チにしたがい、まずコンフリクト問題を内包する現象の規範的な記述を行い、問

題の基本的な構造を理解し、合理的な調整方式の設計への筋道をたてるという手

順を踏むこととした。

研究の最初の段階として、まずコンフリクトを内包する多元的で複雑な集団的

意思決定過程としての地区空間再編計画という計画の場が、空間・主体・時間と

いう 3つの側面から捉えられるように、コンフリクトについてもそれらの側面か

ら捉えられると考えた。そして各側面からコンフリクトを概観した結果、 「資源

コンフリクト問題j、 「提携コンフリクト問題j、 「手順コンフリクト問題jの
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3種類の問題が見出された。そして問題に関連する事実関係を取り出してこれを

システムとして理解し、適切と恩われるモデル化手法で記述した。これによって

概略的であれ、問題が発生するメカニズム、あるいはそのメカニズムにある構造

的な欠陥を見いだそうとした。

コンフリクト問題の具体的内容は以下の通りである。

・資源コンフリクト問題

地区空間再編計画にみられるコンフリクトの多くは、資源の取り合いとみなすこ

とができる。ここでいう資源とは、より具体的に言えば、ある位置の、ある規模

をもった空間、費用、あるいは開発または基盤整備によって得ることが期待でき

る便益などである。

・手順コンフリクト問題

資源の選択にかかるコンフリクトは、しばしばさらにその選択の主体聞の順序が

問題となることがある。これは計画が策定されるプロセスの時間的進展の中に見

出されるものである。この種のコンフリクトは、社会的慣行や物理的な必然性に

よって一部の主体に選択権が優先して与えられているために起こる。

・提携コンフリクト問題

開発を実行する事業体の構成が決定されるプロセスを観察するならば、地区一

帯の地権者間で、集団として合理的な選択の結果として何らかの協同体制が形成

されることとなる。そこには各地権者が開発事業を協同化することのメリットを

認めつつも、一部の地権者が協同体制から外されることによるコンフリクトが生

じうる。

もとよりこれら 3極顛のコンフリクト問題は現実にはより総合的、複合的な形

をとって相互に連関しあっている。したがってこの分類は現実のコンフリクト問

題の特質や構造を理解する上での分析的な準拠枠である。このような前提の下で

本論文では上記 3 謹頬の代表的なコンフリクト問題について、第 3 章から第 6~

において、それが出現する場面をより詳細に特定し、当該のコンフリクト問題を

解決するのに相応しい調整方式を検討・提案している。提携コンフリクト問題に

ついては第3章で、手順コンフリクト問題については第4章で、資源コンフリク

ト問題については第5章および第6章に詳述しているが、第2章ではこれに先立

ち、地区空間再編計画において主体間で発生するコンフリクトの基本構造の理解

を深めた。

なお節3章から第6君主においては、モデルケース地区を想定し、費用配分法を

はじめとする各種のコンフリクト調整方式の適用可能性を示した。第3章では、

開発事業に参加する可能性をもっ3人の地権者が所在する地区一帯を対象とした

分析を行った。第4積以降では、第3章に取り上げた主体構成の決定プロセスを
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経て2人の地権者による開発地が生成されたものとして、 2人の地継者と道路整

備に関与する行政という 3人の主体がコンフリクトの当事者となり、その調整を

進めるプロセスを対象とした分析を行った。

これらの研究を通じて得られた成果は以下のようにまとめられる。

第2章では、文献資料及びヒアリング調査の結果をふまえて、コンフリクトが

発生するプロセスを的確に表現するモデル化手法の検討を行った。地区空間再編

計画は、複数の主体が個別に意思決定を行う並列的なプロセスとして、また各主

体が複数の意思決定を行う多段階的なプロセスを持つシステムとして捉えられる

ことからペトリネット理論を適用した。そして本手法がコンフ 1)クトの結果とそ

の調整をも含めた議論に有用であることを示した。具体的には以下の点から有用

であるといえる。

1)いかなるテーマのコンフリクトであろうと、その基本的な構造が去現可能で

ある。

2)コンフリクトが顕在化する動的なプロセスを到達しうる結果までをも含めて

表現している。

3)一般ペトリネットを用いることにより、わずか4つの部品から構成され、普

遍性の高い記述を行うことができる。

4)視覚性に宮んだ表現形態をとる。

第3章では、開発地区が形成される事業の揺藍期に着目した。都市拠点開発は

基本的に開発種地を所有する地権者の開発動機に端を発する。開発地区の位置、

形状、規模は事業に参加する地権者の構成によって決定づけられる。開発事業の

描鑑期においては、開発のための複数地権者による提携形成の可能性と、それと

は裏腹に主体構成の分裂を引き起こしうる提携コンフリクトがあることを示すこ

とを試みた。

このように提携コンフリクト問題を含む、地権者の協同体制の形成過程の規範

的な把握を目的として、本章では、協力ゲーム理論を適用したモデル化を行い、

いくつかの分析を行った。

まず、地権者らによる開発の実行の是非・協同化の是非に閲する集団的な意思

決定のプロセスを観察し、特に開発が協同化される場合には協同体制内で利得の

再配分が行われうると考え、協力ゲーム理論を用いたモデル化が適当であること

を見出した。

モデル化にあたっては、最初に、既往の協力ゲーム理論の枠組みに問題を当て

はめるために、地権者は開発の知子を留保することがなく、単独で開発を行うか、

他の地権者と協同化するかの判断を行う場面に限定した定式化と分析を行った。

次いで、地権者が開発を留保する可能性も考慮に入れた定式化と分析を行った。
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そのためにシャプレイ値を応用した新たな解概念を考案した。その結果、問題の

記述という目的を果たしただけでなく、分析の結果から提携形成に際しての用途

聞の性質の違いがより明確になった。

第4章では、地権者らによる協同体制が形成された後の段階として、地権者と

行政が協議のプロセスにおいて開発地区の空間構成を決定していくプロセスに着

目した。その中では、私的開発を行おうとする一人または複数の地権者と広域的

視点をもって地区内の基盤整備に関与する行政の聞に、それらの施設の配置の決

定の順序に関して手順コンフリクトが生じているとした。

これに対して、開発種地をもっ地権者の創発性を革重するために、地区内の施

設配置構成については検討を何度でも繰り返して行えることが望ましいと考え、

これを可能とする手順が制度化された計画プロセスシステムの設計を行った。プ

ロセスのモデル化にはペトリネットを適用した。ペトリネットの適用の結果、プ

ロセスを視覚的に表現し、さらにモデル化された動的システムの設計・再設計を

行い、活性・可達性の評価指標を用いることによって再選択の可能性を認める協

調的な計画過程を構築することができた。

第51震では、開発計画がさらに具体化した段階に着目した。その中では、整備

にかかる費用や用地の手配という側面において、それらの資本を主体閣でいかに

分担するかという資源コンフリクト問題が起こりやすい。各主体はいずれも事業

に賛同し、積極的に参加しているが、その負担資本の比率構成においてコンフリ

クトが生じうることとなる。

このような資源コンフリクト問題に対してゲーム論的な f配分jは有効なコン

フリクト調整方式である。そこで負担資本の配分の妥当性に関して協力ゲーム理

論を適用して考察を行い、解概念の一つである f仁Jによる都市拠点開発の基盤

整備のための合理的な費用配分・法を提案した。

地区空間再編計画のための費用配分法としての「仁Jは、敷地構成の違いによ
らず、 5種類に分類される費用節約ゲームの解析解の中の4種類のいずれかに限

定されることが明らかとなった。そして都市拠点開発の基盤整備の費用分担問題

では、各主体はその主体の費用を節約させる能力に相応して負担額の軽減を主張

することができる、という結論が導かれた。

第6章では、前章と同じく開発計画が具体化した段階に着目した。ここでは、

各主体が事業を協同化することによって得られる便益を資源として捉え、これを

主体聞で競合する資源とする資源コンフリクト問題を取り上げた。

このような協同化することによって得られる付加的な便益のことを協同化メ

リツトと呼ぶこととし、これを主体間で公平に再配分する方法を検討した。これ

にはやはり協力ゲーム理論を用いた。協同化メリットを実際に指標化することは
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難しく、ここでは開発前後における地価の変化にこれが適正に反映されるものと

して、議論を進めた。そして協同化メリットの再配分の手続きを現行の開発関連

制度の枠組みに取り込み、また第5章で提案した費用配分法と組み合わせて事業

の成立の可能性を高めることを検討した。

以上を要するに、本研究ではシステム論的なアプローチにのっとり、都市拠点

開発の基盤整備計画におけるコンフリクトの構造的性質の理解と、コンフリクト

の調整方式の設計についての理論的知見を導出することができた。

コンフリクトは、 2人以上の主体が資源の利用、保有等において互いに関与し、

相互依存的な意思決定を行わなければならない場面においておそらく不可避的な

ものであろう。コンフリクトを好ましくない主体間関係の発生という現象として

取り上げるのみではなく、主体聞の関係を調整してコンフリクトを積極的に処理

することが社会および社会組織の発展や変革につながるものと考える。本論文で

は、都市拠点開発における基盤整備計画を対象として基礎的なモデル分析を行っ

たことによって、社会基盤整備の f計画の場」における主体聞のコンフリクトの

本質の一部分が理解できたといえる。

なお今後に残された課題も多い。主要なものをまとめると次の通りである。

1 )各分析で取り扱った諸パラメー夕、関数形については今後、実証的分析を行

う必要のあるものが多い。都市拠点開発の開発事例がまだ少なく、統計的データ

が整っていない。今後、データの生成の段階から進めていく必要がある。

2 )議論の明瞭化を目的として、モデル化においては多くの面で、取り扱う現象

に対して捨象を行ってきた。これによって問題の本質を見失っていることになっ

ていないか、今後、事例分析と実証分析によって明らかにしていきたい。

3 )本研究では基礎的なモデル分析を中心としていくつかの政策的知見を得た。

これらの議論が実際の政策の実施例、既存の制度に対して十分に対応がとれてい

るとは言い切れない。このため、今後、制度論的研究についても充実させていか

なければならない。
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